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背景 

中堅企業には、イノベーション創出の担い手となり、いわゆる「失われた

30 年」の間、停滞した日本経済を打開できるポテンシャルがあることが期待

できる。他方、日本において、2011 年から 2021 年の 10 年間で中堅企業から

大企業へと従業員規模が成長した企業の割合は諸外国と比較して低い状況に

あり、中堅企業のポテンシャルを生かしきれていない可能性がある。 

まとめ 

 中堅企業はこれまで、成長戦略の類型毎に異なる経営課題を解決しながら

成長をしてきた。そして経営課題の解決に際し、知財活動により貢献する例

も確認されたが、貢献度合いには企業毎に差があることがわかった。 

 中堅企業は次の成長に向けて、既存事業の維持・強化と並行して新しい取組

を目論む意向が強い。また、知財担当者も出願戦略の構築を始めとした新た

な知財活動を実施する意向がある。これらの実現に向けた支援も必要であ

る。 

目的 

中堅企業及び過去中堅企業から大企業へ成長した企業（以下、「中堅企業等」

という。）における成長戦略及び成長要因の整理を行う。併せて、成長要因に

ついて、どのように知財・無形資産の投資・活用が効果を発揮しているのか

を調査・分析することで、中堅企業における企業価値向上に資する知財経営

の在り方についての検討を行う。 

公開情報調査 

日本国内における中堅企業等及び中堅企業等に規模の近い中小企業の成長

戦略について、公開情報調査を実施した。 

アンケート調査 

中堅企業 4950 者（製造業 1475 者、非製造業 3475 者）及び過去 10 年間に

中堅企業から大企業へ成長した企業 50 者（製造業 25 者、非製造業 25 者）に

対して、これまでの成長戦略や成長要因、今後の成長戦略、及び知財活動等

について、アンケート調査を実施した。 

ヒアリング調査 

中堅企業等 40 者（製造業 32 者、非製造業 8 者）、専門家 5 者に対して、ヒ

アリング調査を実施した。 
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Ⅰ．本調査研究の概要 

 

１．調査研究の背景及び目的 

 

中堅企業は、中小企業を卒業した企業であり、規模拡大に伴い経営の高度化や商圏の拡大・

事業の多角化といったビジネスの発展が見られる段階の企業群である。そして、成長力が

高い中堅企業は、地域経済を牽引する役割が期待され、その存在はイノベーションの源泉

として我が国におけるイノベーション・エコシステムにおいて極めて重要な存在である1。

国としても、中堅企業の成長を積極的に後押しすることを進め、国際的な企業立地に係る

競争の激化等の経済情勢の変化に適切に対応し、新たな事業の創出及び産業への投資の促

進を通じて我が国産業の持続的な発展を図るため、先般改正された「新たな事業の創出及

び産業への投資を促進するための産業競争力強化法等の一部を改正する法律」2において、

中小企業者を除く従業員 2,000 人以下の企業を新たに「中堅企業者」として定義するとと

もに、賃金水準が高く国内投資に積極的な中堅企業者に対して、各種支援措置を行うこと

を表明したところである。 

現状、中堅企業における 2023 年の従業員一人当たりの年間売上高は、大企業に匹敵する

水準にあり、かつそれは中小企業の約 2 倍に及ぶことから3、国内投資拡大に繋がるイノベ

ーション及び新陳代謝を促進する役割を担うことが期待されており、中堅企業には、イノ

ベーション創出の担い手となり、いわゆる「失われた 30 年」の間、停滞した日本経済を打

開できるポテンシャルがあると考えられる。他方、日本において、2011 年から 2021 年の

10 年間で中堅企業から大企業へと従業員規模が成長した企業の割合は、米国や英国、フラ

ンスあるいはドイツといった諸外国と比較して低い状況にあり、中堅企業のポテンシャル

を生かしきれていない可能性がある4。 

過去、日本を代表する大企業もかつては、人材、技術といった知財・無形資産の投資・

活用を実践し、イノベーションを創出することで、中小企業あるいは中堅企業から発展し

てきた。さらに、近年、企業価値に対する知財・無形資産の重要性が高まる中、知財・無

形資産の投資・活用を戦略的に経営に組み込んでいくことで、企業のイノベーションの実

 
1 知的財産戦略本部「知的財産推進計画 2024」（2024 年 6 月 4 日） 
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/chitekizaisan2024/pdf/siryou2.pdf [最終アクセス日：2026 年 1 月 15 日] 
2 経済産業省「「新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争力強化法等の一部を改正する法律」の一

部が施行されました」（2024 年 9 月 2 日） 
https://www.meti.go.jp/press/2024/09/20240902001/20240902001.html[最終アクセス日：2026 年 1 月 15 日] 
3 株式会社東京商工リサーチ「2024 年の「中堅企業」は 9,229 社 企業支援の枠組み新設で、成長を促進し未来志向

へ」（2024 年 4 月 23 日） 
https://www.tsr-net.co.jp/data/detail/1198522_1527.html[最終アクセス日：2026 年 1 月 15 日] 
4 内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局、内閣府地方創生推進事務局「中堅企業の自律的成長の実現に向

けて（事務局資料）」（2024 年 10 月） 
[https://www.chisou.go.jp/sousei/meeting/chukenvision/pdf/r06-10-24-siryou3.pdf?_ga=2.114887815.16473352.1768463385-
670231190.1768463385&_fsi=k6j25Oem 最終アクセス日：2026 年 1 月 15 日] 
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践と成長の実現につなげることを中堅企業において進めていくことが必要であると考えら

れる。 

そこで、本調査研究においては、中堅企業及び過去中堅企業から大企業へ成長した企業

（以下、「中堅企業等」という。）における成長戦略の類型、各類型の経営課題及び各経営

課題に対する打ち手5、すなわち成長戦略を実現する要因（以下、「成長要因」という。）の

整理を行い、中堅企業が成長するためのプロセス6についてとりまとめを行う。併せて、成

長要因について、どのように知財・無形資産の投資・活用が効果を発揮しているのか7を調

査・分析することで、中堅企業における企業価値向上に資する知財経営の在り方8について

の検討を行う。 

 

 

  

 
5 成長戦略の類型、各類型の経営課題及び各経営課題に対する打ち手は「Ⅲ.2.これまでの成長戦略の類型毎の経営戦略

と解決策」に記載。 
6 中堅企業が成長するためのプロセスは「Ⅲ.中堅企業の成長戦略」に記載。 
7 成長要因について、どのように知財・無形資産の投資・活用が効果を発揮しているのかは「Ⅲ.2.これまでの成長戦略

の類型毎の経営戦略と解決策」に記載。 
8 中堅企業における企業価値向上に資する知財経営の在り方は「Ⅳ.中堅企業の知財」に記載。 
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２．本調査研究の実施方法 

 

（１）公開情報調査 

 

日本国内における中堅企業等及び中堅企業等に規模の近い中小企業におけるこれまでの

成長戦略や成長要因、今後の成長戦略、及び知財活動の整理等を目的として、書籍、官公

庁が発行した調査研究報告書等、及び中堅企業のウェブサイト、統合報告書等により公開

情報調査を実施した。 

 

（２）アンケート調査 

 

これまでの成長戦略や成長要因、今後の成長戦略、及び知財活動等を把握する目的で、

中堅企業 4950 者（製造業 1475 者、非製造業 3475 者）及び過去 10 年間に中堅企業から大

企業へ成長した企業 50 者（製造業 25 者、非製造業 25 者）を対象としたアンケート調査を

実施した（514 者から回収）。 

なお、本アンケート調査は、特許庁が、外部の者である三菱 UFJ リサーチ＆コンサルテ

ィング株式会社に委託した調査研究の一環として、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング

株式会社が企画・実施したものである。 

また、統計の作成を目的とするのではなく、特徴的な事例を取り上げて研究・分析する

こと、及び特徴的な事例について個別のヒアリング調査対象を選定することを目的として

実施したものであり、中堅企業等の内面的意識の把握を専らの目的とした。 

 

（３）ヒアリング調査 

 

アンケート調査で得られた情報をさらに深掘りし、課題等を具体的に特定する目的で、

中堅企業等と専門家を対象としてヒアリング調査を実施した。 

中堅企業等に対するヒアリング調査は、製造業 32 者、非製造業 8 者を対象とした。ま

た、専門家については、5 者をヒアリング調査の対象とした。 

 

（４）とりまとめ 

 

前記（１）～（３）の調査・検討結果を総合的に分析し、報告書としてとりまとめた。 
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Ⅱ．調査結果 

 

１．中堅企業の全体像 
 

 本調査研究では、中堅企業の業種別の特徴を整理した。 

製造業については中間財を製造するタイプ、資本財を製造するタイプ、及び消費財を製

造するタイプに分類した。 

中間財を製造する中堅企業については、顧客との直接的なコミュニケーションを通じて

ニーズを収集し、そのニーズに対応するための技術力・開発力を確保し、さらに技術面及

びコスト面で他社との差別化を図るために必要な技術力・開発力を獲得することが、競争

力の源泉である。そして、知財という観点では、顧客ニーズ、当該ニーズに対応するため

に必要な自社の技術力及び開発力、競合他社の動向や製品の特徴を把握するために知財情

報を活用することが特徴であると示唆された。 

資本財を製造するタイプはニッチ領域への集中や付加価値を付けることで他社と差別化

を図ることが競争力の源泉である。知財という観点では、集中すべきニッチ領域を探索す

るために必要な市場や競合の動向把握をする上で他社の知財情報を活用する傾向が確認さ

れた。さらに、資本財は開発成果について権利化ではなく秘匿化する傾向が示唆された。 

 消費財を製造するタイプは宣伝活動等を通じたブランディングが競争力の源泉である。

知財という観点では、ブランドの構成要素たるデザインやロゴについてもトレンドを意識

することが重要であると示唆された。 

非製造業については、非技術系はビジネスモデルに限られず、商標権の獲得が競争力の

維持・強化に繋がる旨が示唆された。 

技術系は、特許権に係る技術に加え、サービスを提供する上でのノウハウについても競

争力の源泉である。知財という観点では、製造業と比較して、特に建設業においては顧客

の仕様毎に全く異なる製品を提供する傾向にあるため製品の汎用性が低く、発明を同業他

社が利用・実施するケースが少ないため、権利行使を目的とした知財活動は少ない傾向に

あることが示唆された。 

 

２．中堅企業の成長戦略 

 

（１）今後の成長に対する意向と課題 

 

中堅企業の成長プロセスとして、まずは既存事業でのポジション確立を図ることが重要

でありつつ、その次の成長に向けて、既存事業の維持・強化と並行して新しい取組を目論
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む意向が強いことがわかった。 

そして、今後の成長戦略に向けた経営課題として、戦略策定の観点では、まずは戦略策

定の基礎にもなるマーケティング領域に関する課題が多く見られた。具体的には、新たな

取組へシフトしようとすると、多くの中堅企業がこれまで注力してきた既存領域でのマー

ケティングとは異なるターゲット分析やチャネル、訴求方法等が必要になり、その導入や

習得に障壁があることがわかった。 

また、新たな取組に際しては M&A が成長に向けた有効な手段であるものの、M&A 実行

後段階（PMI）での課題も見えてきたところである。さらに、海外展開を図る上での課題も

聞かれたところである。現地の法規制・税制対応等の制度面に関する対応上の課題があっ

たほか、現地人材の採用・定着、現地パートナーの検討等の現地でのビジネス展開に係る

体制上の課題、及び現地のニーズ探索・競合把握等の海外市場におけるマーケティング上

の課題が見えてきた。 

新たな取組に際してのリソース面での課題については、「人材」に係る課題が大きいこと

がわかった。特に大企業が上層部門人材の早期退職と若手採用による囲い込みを強める中、

中堅企業は待遇・報酬の面から不利になりやすいという課題があり、社員の採用・定着・

育成等に危機感を感じていることがわかった。 

 

（２）これまでに講じてきた成長戦略の類型に応じた経営課題と解決策 

 

中堅企業がこれまで講じてきた成長戦略について、アンゾフの成長マトリクスに基づい

て整理した。 

 

（ⅰ）既存製品のシェア拡大 

 

既存製品のシェア拡大という成長戦略を持って活動していく上での課題は「シェア拡大

に向けた訴求点の明確化」と「シェア拡大に耐えうる体制構築」に分類された。「シェア拡

大に向けた訴求点の明確化」については、この点に初期の課題はありつつも、技術力の向

上・獲得やニーズ対応力を強化することにより競合との差異化を図り、ニーズ収集力を強

化したりそのニーズを具体化したりすることで解決を図ってきた。また、「シェア拡大に耐

えうる体制構築」については、ノウハウ・技術力を獲得し、安定供給体制を構築すること

で提供体制を構築し、販路開拓やブランディングにより販路を獲得してきた。また、既存

製品におけるシェア拡大という戦略方針に対する知財の貢献としては、知財情報を活用し

た競合の動向やニーズ収集、及び最適な協働先・M&A 先の検討等があったものの、その活

用度合いには差があるという示唆が得られている。また、M&A や海外展開を図っている場
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合は、上述した PMI や現地の法規制・税制対応、現地人材の採用・定着等について課題が

残っていることがわかった。 

 

（ⅱ）新商品開発 

 

新商品開発という成長戦略を持って活動していく上での課題は主に「新製品のコンセプ

ト明確化」と「新製品のビジネスの確度を高める活動」であることがわかった。「新製品の

コンセプト明確化」については、この点に初期の課題はありつつも、新製品企画体制を構

築しニーズ収集手段を確保することでニーズ探索を図るという解決策が見られた。また、

他社との差異化という観点で見ると、新製品の付加価値を明確化し、ニッチ分野の探索を

することで解決を図った例もあった。一方で、営業・マーケティングと研究開発部門との

連携に知財担当者が関わりたいと思っているものの実現に至っている例は限定的であると

いう課題や、開発の方向性や連携先、新製品の顧客に対する訴求ポイントを知財情報の活

用により十分に探索できている例は限定的であるという課題も見えている。 

また、「新製品のビジネスの確度を高める活動」については、製造ラインの増設や外部委

託先の探索という解決策により製品化の体制を構築する例があった。また、宣伝広告活動

やブランディング活動を強化するという解決策もあった。しかし、一例ではあるが開発し

た新製品に関するブランディング活動の一環として、自社が主導して制定した標準規格を

活用したアピールを構想していたものの、十分な成果へ結び付けられておらず課題が生じ

ている例もあった。 

 

（ⅲ）新市場開拓 

 

新市場開拓という成長戦略を持って活動していく上での課題は、主に「開拓先のキャパ

シティをまかなうための体制増強」と「新市場での優位性を確保するための活動」である

ことがわかった。「開拓先のキャパシティをまかなうための体制増強」については、やはり

この点の課題は認識されつつ、他社との連携や M&A を通じて国内・海外生産体制の強化

や販路獲得を行い解決してきた例が見られた。「新市場での優位性確保」については、市場

の見極めや体制強化、ブランディング活動の強化による付加価値の磨き上げと訴求といっ

た解決策が見られた。 

協業先や M&A 先を知財情報の活用により探索している例もあるが、十分にできている

例は少ないという課題も確認されている。また M&A や海外展開を図っている場合は、上

述した PMI や現地の法規制・税制対応、現地人材の採用・定着等に課題がある。 
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（ⅳ）多角化・新規事業開発 

 

多角化という成長戦略を持って活動していく上での課題は、主に「多角化を成功させる

ためのビジネスモデル検討」と「多角化に向けたリソース整備」であることがわかった。

「多角化を成功させるためのビジネスモデル検討」については、顧客候補への訪問・対話

やセレンディピティの追求、近接領域での試行という解決策により多角化先でのニーズ把

握や自社の強みを活かせる領域を判断している例があった。また、いきなり自社から見た

飛び地の領域へ進出するのではなく、ある程度自社の強み等を活かせる周辺領域から攻め

ていく方針も見られている。また「多角化に向けたリソース整備」については、自社技術

開発や他社技術を導入することで技術を確保し、営業体制や生産体制を整備することで体

制を整備する例が確認された。なお、今後多角化に注力しようとしている企業においては

既存事業とマーケティング方法が異なるため「具体ニーズ収集」に課題があり、知財部の

関わりも限定的であるという声も聞かれた。 

 

３．中堅企業の知財 

 

アンケート調査の結果では、回答した中堅企業の半数以上において、経営者が知財を経

営に活用できていない、又は活用する必要はないという考えを持っていた。そして、その

理由として、知財活動が経営にどのように活用できるのか具体的なイメージを経営層が十

分に持てていないことがわかった。また、知財担当者は、知的財産を経営活用する上では、

社員と共に知財活動を行うことが重要であると考えているものの、経営層以外の開発部門・

事業部門等も知財活動への理解が十分でないと認識している傾向にあることがわかった。 

知財体制については、ヒアリング調査の結果によれば、知財担当者の人数は平均 4.5 名

であった。知財担当者が専任の場合は平均 5.6 名、兼任の場合は平均 2.0 名である。総従業

員数に対する割合としては、従業員 1000 名あたり 4.1 名である。また、大企業のように職

務分担がされた体制になっているわけではなく、限られた人数の中で全員があらゆる知財

業務に関与している場合が多いことが示唆されている。 

中堅企業が現状手掛けている具体的な知財活動の内容に目を向けてみると、これまで「出

願・権利化」を実施した企業は約 8 割であるものの、必ずしも知財担当者を起点として事

業戦略を見据えた戦略的な出願・権利化を行えているわけではないという課題があり、こ

の課題を克服して、将来的に、出願戦略を講じた上で出願・権利化を図ることで、より強

固な参入障壁を構築し、企業の事業価値の向上と競争優位の確立に貢献したいと知財担当

者が考えていることがわかった。しかし、他社特許の調査業務や出願・権利化業務を始め

とした定常業務に時間を要しており出願戦略を構築するリソースが足りていないことや、
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これに起因して出願戦略の構築に必要なスキルを業務の中で習得できていないことがわか

った。このような実態を背景としつつ、今後知財担当者が望む支援策として、「知財教育コ

ンテンツの提供」や「知財業務の効率化に資するツール・情報の提供」及び「中小企業向

け支援策の中堅企業への展開」が要望として寄せられている。 

 

４．まとめ 

 

 各種調査結果を踏まえて、これまでの成長戦略の各類型の経営課題及び各経営課題に対

する打ち手の整理を行い、中堅企業へと成長するためのプロセスについてとりまとめを実

施した。 

まず、これまでの中堅企業の成長戦略をアンゾフの成長マトリクスに係る成長戦略で類

型化すると、類型毎に異なる経営課題があり、それらを解決しながら成長をしてきたこと

がわかった。具体的には、既存製品のシェア拡大という成長戦略における経営課題は主に

「訴求点の明確化」と「体制構築」であり、新商品開発という成長戦略における経営課題

は主に「新製品のコンセプト明確化」と「ビジネスの確度を高める活動」である。新市場

開拓という成長戦略における経営課題は、主に「開拓先のキャパシティをまかなうための

体制増強」と「新市場での優位性を確保するための活動」であり、多角化・新規事業開発

という成長戦略における課題は、主に「多角化を成功させるためのビジネスモデル検討」

と「多角化に向けたリソース整備」である。そしてこれらの経営課題の解決に際し、知財

という観点では、権利化や、主に顧客のニーズ収集や競合の動向の把握、最適なパートナ

ーの探索を目的として知財情報を活用することにより経営課題の解決に貢献する例が確認

された。一方で、この貢献度合いには企業毎に差があることがわかった。 

そして、中堅企業は次の成長に向けては、既存事業の維持・強化と並行して新しい取組

を目論む意向が強いことがわかった。さらに、知財担当者は出願戦略を構築することで、

より強固な参入障壁を構築し、企業の事業価値の向上と競争優位の確立に貢献したいと考

えていることがわかった。この貢献が実現できるよう、知財担当者のリソース確保やスキ

ル習得を支援することが必要であると示唆された。 
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I ．  調査研究の概要  
 

１．  背景及び目的  
 

中堅企業は、中小企業を卒業した企業であり、規模拡大に伴い経営の高度化や

商圏の拡大・事業の多角化といったビジネスの発展が見られる段階の企業群であ

る。そして、成長力が高い中堅企業は、地域経済を牽引する役割が期待され、そ

の存在はイノベーションの源泉として我が国におけるイノベーション・エコシス

テムにおいて極めて重要な存在である 9。国としても、中堅企業の成長を積極的

に後押しすることを進め、国際的な企業立地に係る競争の激化等の経済情勢の変

化に適切に対応し、新たな事業の創出及び産業への投資の促進を通じて我が国産

業の持続的な発展を図るため、先般改正された「新たな事業の創出及び産業への

投資を促進するための産業競争力強化法等の一部を改正する法律」 10において、

中小企業者を除く従業員 2,000 人以下の企業を新たに「中堅企業者」として定義

するとともに、賃金水準が高く国内投資に積極的な中堅企業者に対して、各種支

援措置を行うことを表明したところである。  

現状、中堅企業における 2023 年の従業員一人当たりの年間売上高は、大企業

に匹敵する水準にあり、かつそれは中小企業の約 2 倍に及ぶことから 11、国内投

資拡大に繋がるイノベーション及び新陳代謝を促進する役割を担うことが期待

されており、中堅企業には、イノベーション創出の担い手となり、いわゆる「失

われた 30 年」の間、停滞した日本経済を打開できるポテンシャルがあると考え

られる。他方、日本において、2011 年から 2021 年の 10 年間で中堅企業から大

企業へと従業員規模が成長した企業の割合は、米国や英国、フランスあるいはド

イツといった諸外国と比較して低い状況にあり、中堅企業のポテンシャルを生か

しきれていない可能性がある 12。  

 
9 知的財産戦略本部「知的財産推進計画 2024」（ 2024 年 6 月 4 日）  
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/ti teki2/chitekizaisan2024/pdf/siryou2.pdf[最終アクセス日： 2026 年 1 月

15 日 ] 
10 経済産業省「「新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争力強化法等の一部を

改正する法律」の一部が施行されました」（ 2024 年 9 月 2 日）  
https://www.meti.go.jp/press/2024/09/20240902001/20240902001.html[最終アクセス日： 2026 年 1 月 15
日 ]  
11 株式会社東京商工リサーチ「 2024 年の「中堅企業」は 9,229 社 企業支援の枠組み新設で、成長を

促進し未来志向へ」（ 2024 年 4 月 23 日）  
https://www.tsr-net.co.jp/data/detail/1198522_1527.html [最終アクセス日： 2026 年 1 月 15 日 ]  
12 内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局、内閣府地方創生推進事務局「中堅企業の自律

的成長の実現に向けて（事務局資料）」（ 2024 年 10 月）  
https://www.chisou.go.jp/sousei/meeting/chukenvision/pdf/r06-10-24-
siryou3.pdf?_ga=2.114887815.16473352.1768463385-670231190.1768463385&_fsi=k6j25Oem[最終アクセス

日： 2026 年 1 月 15 日 ]  
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過去、日本を代表する大企業もかつては、人材、技術といった知財・無形資産

の投資・活用を実践し、イノベーションを創出することで、中小企業あるいは中

堅企業から発展してきた。さらに、近年、企業価値に対する知財・無形資産の重

要性が高まる中、知財・無形資産の投資・活用を戦略的に経営に組み込んでいく

ことで、企業のイノベーションの実践と成長の実現につなげることを中堅企業に

おいて進めていくことが必要であると考えられる。  

そこで、本調査研究においては、中堅企業及び過去中堅企業から大企業へ成長

した企業（以下、「中堅企業等」という。）における成長戦略の類型、各類型の経

営課題及び各経営課題に対する打ち手、すなわち成長戦略を実現する要因（以下、

「成長要因」という。）の整理を行い、中堅企業が成長するためのプロセスにつ

いてとりまとめを行う。併せて、成長要因について、どのように知財・無形資産

の投資・活用が効果を発揮しているのかを調査・分析することで、中堅企業にお

ける企業価値向上に資する知財経営の在り方についての検討を行う。  
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２．  本調査研究の実施方法  
 

（１）  公開情報調査  

 

日本国内における中堅企業等及び中堅企業等に規模の近い中小企業における

これまでの成長戦略や成長要因、今後の成長戦略、及び知財活動の整理等を目的

として、書籍、官公庁が発行した調査研究報告書等、及び中堅企業のウェブサイ

ト、統合報告書等により公開情報調査を実施した。 

 

（２）  アンケート調査  

 

これまでの成長戦略や成長要因、今後の成長戦略、及び知財活動等を把握する

目的で、中堅企業 4950 者（製造業 1475 者、非製造業 3475 者）及び過去 10 年間

に中堅企業から大企業へ成長した企業 50 者（製造業 25 者、非製造業 25 者）を

対象としたアンケート調査を実施した（514 者から回収）。 

アンケート調査項目 13は、公開情報調査結果を基に設計した。具体的には、競

争戦略上の立ち位置に応じた差異を分析する目的の設問（問 7、8）を設置した

ほか、アンゾフのマトリクスで分類した成長戦略の差異を分析する目的の設問

（問 9）を設置した。また、公開情報調査で整理した各成長戦略類型に見られる

課題を分析する目的の設問（問 10～12）を設置した。さらに、全社レベルでの話

として公開情報調査で見られた課題等の検証を目的とした設問（問 13）も設置

し、これに関連して全社レベルの経営戦略を進める際の知財活用の意向を検証す

ることを目的とした設問（問 14）も設置することとした。知財活動については、

中堅企業が一定程度の実施していることが公開情報調査で把握されたため、具体

的に実施できている部分とできていない部分を把握する目的の設問（問 16～20）

を設置した。 

アンケート調査で把握を試みた事項とその設問設計方針を図表Ⅰ-1 へ掲載す

る。 

  

 
13 アンケート調査票は、資料編へ掲載している。  
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図表  I-1 アンケート調査項目の設計方針 14 

アンケート調査の視点 
調査票への

組み込み 
設問設計の方針 

競争戦略上の立ち位置に

応じた差異 
問 7、8 

競争地位戦略のフレームワークを参

考にして、「リーダー」「チャレンジャ

ー」「ニッチャー」「フォロワー」を区

別できる設問を設置 

成長戦略の類型に応じた

差異 
問 9 

成長戦略の類型として知られるアン

ゾフのマトリクスを参考にして、「既

存製品のシェア拡大」「新製品開発」

「新市場開拓」「多角化・新規事業開

発」を区別できる設問を設置 

成長戦略の類型に見られ

る課題の分析 
問 10～12 

各成長戦略を進めていく際に発生し

得る課題を、マーケティングやビジ

ネスモデル、生産、販売、資金の観点

で広範に取得できる設問を設置 

全社戦略の視点で想定さ

れる課題の検証 
問 13 

全社戦略として見る視点である、全

社ビジョン、事業、組織設計・改革、

人材、資金・投資家、提携・合併・買

収について課題を把握するための設

問を設置 

全社レベルでの経営戦略

に対する知財活用の意向

検証 

問 14 

経営戦略に対する知財活用の実施有

無及び活用していない場合の今後に

おける活用意向を把握する設問を設

定 

中堅企業の知財活動とし

て実施できている部分と

できていない部分 

問 16～20 

出願等の一般的な知財活動から、事

業戦略への活用、知財情報開示等の

知財活動まで提示した上で、実施状

況と今後の取組意向を把握する設問

を設置 

 

 

 

 
14 問 1～ 6 では、業種や従業員数等、一般的な企業情報としての属性を把握するための設問を設置  
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なお、本アンケート調査は、特許庁が、外部の者である三菱 UFJ リサーチ＆コ

ンサルティング株式会社に委託した調査研究の一環として、三菱 UFJ リサーチ

＆コンサルティング株式会社が企画・実施したものである。 

また、統計の作成を目的とするのではなく、特徴的な事例を取り上げて研究・

分析すること、及び特徴的な事例について個別のヒアリング調査対象を選定する

ことを目的として実施したものであり、中堅企業等の内面的意識の把握を専らの

目的とした。 

 

（３）  ヒアリング調査  

 

アンケート調査で得られた情報をさらに深掘りし、課題等を具体的に特定する

目的で、中堅企業等と専門家を対象としてヒアリング調査を実施した。 

中堅企業等に対するヒアリング調査は、製造業 32 者、非製造業 8 者を対象と

した。また、専門家については、5 者をヒアリング調査の対象とした。 

ヒアリング調査先の選定に際しては、アンケート回答者の中で相対的に多く見

られた属性を中心として抽出を試みた。具体的には、「対象企業が採用してきた

これまでの事業形態の経緯（サプライヤー一筋、自社製品開発一筋等）」、「扱う

製品の種別（中間財、資本財、消費財）」15、「市場における立ち位置（リーダー、

ニッチャー等）」の 3 つの観点で回答者を分類し、回答者全体の中で比率の高い

属性の組み合わせを中心にヒアリング調査先を選定した。 

また、これまで重視してきた成長戦略と今後重視する成長戦略の類型について

もアンケート調査結果を整理した上で、各属性の組み合わせの中で相対的に比率

の高い成長戦略の類型を選択している企業を優先的にヒアリング調査の対象と

した。 

このようなプロセスを通じて、アンケート調査結果を活用してヒアリング調査先

を選定した上で、各属性や成長戦略の類型に応じて想定される仮説を検証する目

的でヒアリング調査項目を設計した。検証すべき仮説については、アンケート調

査結果の集計結果や自由回答として記載されたコメントを参考として設計した。 

（４）  とりまとめ  

 

前記（１）～（３）の調査・検討結果を総合的に分析し、報告書としてとりま

とめた。  

 
15 扱う製品の種別については、アンケートの中で直接的に調査したものではないため、回答者の WEB
サイトを確認して判断をしている。  
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II ．  中堅企業の全体像  
 

本調査研究を実施するにあたり、はじめに中堅企業の業種に関する全体像の把

握を実施した。  

 

１．  中堅企業の業種  
 

はじめに中堅企業の業種に関する全体像の把握を実施した。  

 

（１）  業種別の割合  

 

公開情報調査及びアンケート調査を通じて、中堅企業の業種別の割合を調査し

た。  

 

（ⅰ）公開情報調査  

 

公開情報調査より、中堅企業を JSIC（日本標準産業分類）の大分類により業種

別に分類すると 16、図表Ⅱ-1 に示す通り、卸売業及び小売業（32.2%）と製造業

（18.5%）で全体の約半数を占めることがわかった 17。  

  

 
16 帝国データバンクが有する企業概要ファイル COSMOS に 2024 年  5 月時点に収録されている中堅

企業のデータ（ 7749 件）に基づき分類  
17 帝国データバンク「「中堅企業」の実態分析」（ 2024 年 7 月 5 日）  
https://www.tdb.co.jp/resource/files/assets/d4b8e8ee91d1489c9a2abd23a4bb5219/8803d516bb3b4d8a9ece6929
273bbce4/20240705_%E3%80%8C%E4%B8%AD%E5%A0%85%E4%BC%81%E6%A5%AD%E3%80%8D%E3
%81%AE%E5%AE%9F%E6%85%8B%E5%88%86%E6%9E%90.pdf[最終アクセス日： 2026 年 1 月 15 日 ] 
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図表  II-1 中堅企業の業種別の割合  

 

 

 

（出典）帝国データバンク「「中堅企業」の実態分析」（2024 年 7 月 5 日）  

 

（ⅱ）アンケート調査  

 

JSIC の中分類を元に、製造業企業の内訳を見てみると、図表 II-2 に示す通り、

回答のあった 222 者のうち「化学工業（15.3%）」が最も多く、次いで「輸送用機

械器具製造業（11.7%）」、「電気機械器具製造業（10.8%）」となった。  
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また、製造業企業のうち、中間財を製造する企業は約 66%、資本財を製造する

中堅企業は約 21%、消費財を製造する中堅企業は約 14%であり、非製造業企業の

うち、技術系は約 38%、BtoC の非技術系は約 33%、BtoB の非技術系は約 26%で

あった 18。これらの分類については、1.（2）にて詳細を後述する。  

 

図表  II-2 中堅企業の製造業の JSIC の中分類による業種別の割合  

 

 

 

（２）  業種別の特徴  

 

次に、公開情報調査及びヒアリング調査を通じて、中堅企業の業種別の特徴

を調査した。  

 

（ⅰ）公開情報調査  

 

 公開情報調査では、図表Ⅱ-3 に示す通り、成長志向の中堅企業及び中小企業（成

長志向型企業）の特徴として、業種（製造業／非製造業）をさらにビジネスモデ

ル（BtoB／BtoC）で分類している例も確認されている 19。具体的には、BtoB の製

造業は主に設備投資を中心に生産増強を図り、BtoC の製造業は主にブランド力

を高め、市場を獲得することに重きを置いた整理となっている。また、BtoB の

非製造業は主に販路拡大や事業の多角化により企業活動を発展させ、BtoC の非

 
18 アンケート調査に回答した企業のウェブサイトを目視確認によりカウントしたものである。  
19 関東経済産業局「成長志向企業に向けた  スケールアップ支援の取組」（ 2026 年 1 月）  
https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/100oku/data/shientorikumi.pdf[最終アクセス日： 2026 年 1 月 15 日 ] 

15.3%

11.7%

10.8%

9.5%

7.7%
7.7%

6.3%

4.5%

4.1%

3.6%
2.7%
2.7%

7.7%
化学⼯業
輸送⽤機械器具製造業
電気機械器具製造業
⽣産⽤機械器具製造業
電⼦部品・デバイス・電⼦回路製造業
⾷料品製造業
⾦属製品製造業
プラスチック製品製造業
⾮鉄⾦属製造業
窯業・⼟⽯製品製造業
業務⽤機械器具製造業
パルプ・紙・紙加⼯品製造業
その他n=222
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製造業は主に付加価値を追求し、ブランド力を高めることに重きを置いた整理と

なっている。  

 

図表  II-3 成長志向型企業の成長パターン  

 

 

 

（出典）関東経済産業局「成長志向企業に向けた  スケールアップ支援の取組」

（2026 年 1 月）  

 

この公開情報調査の結果から、中堅企業の業種別の特徴を把握する上での分類

の切り口として、業種を製造業と非製造業に分け、さらにビジネスモデルで分類

する方法が有用ではないかとの示唆を得た。そこで、本調査事業においても、ア

ンケート調査に回答した企業の事業内容を公開情報から調査し、業種とビジネス

モデルで分類することで、業種別の特徴について仮説を構築した。  

 まず、本調査研究のアンケート調査の回答者に限定したものであるが、中堅企

業の製造業は BtoB 企業については主に中間財を製造するタイプと主に資本財を

製造する 2 タイプに分類し、BtoC 企業については主に消費財を製造する 1 タイ

プに分類した。  

そして、主に中間財を製造する中堅企業は、顧客の製品に自社製品が直接組み

込まれるため、顧客ニーズの対応力が競争力の源泉となるのではないかという仮

説を構築した。また、主に資本財を製造する中堅企業は特定の企業しか使わない

ニッチな最終製品を製造していることから、差別化が競争力の源泉となるのでは

ないかという仮説を構築した。また、主に消費財を製造する中堅企業は、ニーズ

に対応した製品を製造するだけでなく、その製品や会社のブランディングも競争
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力の源泉となるのではないかという仮説を構築した。  

 

図表  II-4 製造業の分類  

 

 

 

非製造業については、アンケート調査に回答した企業の事業内容から知財との

関連を踏まえて特徴の分類をした。  

具体的な分類は、本調査研究のアンケート調査の回答者に限定したものである

が、中堅企業の非製造業は BtoB の非技術系（卸売、運輸、金融、コンサル等）

と、BtoC の非技術系（小売、飲食、宿泊等）と、技術系 20の 3 種類である。  

そして、上記 3 分類の背景として、以下の仮説を構築した。  

 BtoB の非技術系は規模の拡大を中心としたコスト優位性が競争力の源泉と

なり知財との関連性は他の種類と比べると低いのではないかという仮説  

 BtoC の非技術系は規模の拡大に加えて、消費者の共感を呼び込むためのプ

ラスαも必要となり、そのプラスαに商標が貢献し得るのではないかとい

う仮説  

 技術系については技術力が競争力の源泉となり、特許が関連してくるので

はないかという仮説  

 
20 本調査研究のアンケート調査の回答者においては技術系の BtoC がほぼ存在せず、存在したとして

も BtoB を主力事業とする傾向があった。  

素材 中間財 最終財

消費財

資本財

組込・消費
（toB）

toC

toB

６６％ １４％

２１％

• ⾃動⾞⽤部品
• 機能性材料
• 建材
• 産業機械部品加⼯ ／等

• ⾷品・飲料
• ⽇⽤品
• ⽂房具 ／等

• 産業機械
• 計測器／等
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図表  II-5 非製造業の分類  

 

 

 

（ⅱ）アンケート調査  

 

業種別の特徴により分類した 6 分類（製造業は中間財、資本財、及び消費財、

非製造業は BtoB の非技術系、BtoC の非技術系、及び技術系）に加え、成長過程

21及び競争戦略上のポジション 22も加味した属性の割合をアンケート調査により

調査した。  

 

①製造業  

 

製造業については、図表Ⅱ-6 に示す 48 通りの組み合わせのうち、それぞれが

占める割合を調査した。  

  

 
21 詳細は「 2.中堅企業の成長過程」を参照。  
22 フィリップ・コトラー「コトラーの戦略的マーケティング―いかに市場を創造し、攻略し、支配す

るか」（ダイヤモンド社、 2000 年）を参照し、競争戦略上のポジションを「リーダー（大きな市場の

リーダー）」、「チャレンジャー（大きな市場の２～３番手）」、「ニッチャー（より小さな市場のニッチ

ャー）」、「フォロワー（リーダー、チャレンジャー、及びニッチャー以外）」に分類している。  

⾮技術
BtoB⾮技術（卸売、運輸、⾦融、コンサル等）

BtoC⾮技術（⼩売、飲⾷、宿泊等）

技術 技術（情報通信、建設・保全、試験、測定等）
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図表  II-6 製造業の分類軸  

 

 

 

アンケート調査の結果、製造業については、「サプライヤーを行いつつ自社製

品も開発」かつ「中間財」かつ「ニッチャー」が約 10%、「創業から一貫して自

社製品開発」かつ「中間財」かつ「ニッチャー」が約 10%、「創業から一貫して

自社製品開発」かつ「中間財」かつ「チャレンジャー」が約 8%、「サプライヤー

を行いつつ自社製品も開発」かつ「中間財」かつ「チャレンジャー」が約 7%、

「創業から一貫して自社製品開発」かつ「資本財」かつ「ニッチャー」が約 6%、

「創業から一貫してサプライヤー」かつ「中間財」かつ「チャレンジャー」が約

6%を占めていた。そこで、アンケート調査先の製造業のボリュームゾーン（上位

50%）を占めるこれら 6 つの属性を中心に 23ヒアリング調査を行うこととした。  

  

 
23 消費財を製造する製造業等はボリュームゾーンから漏れるものの、各分類軸における特徴を把握す

るためにヒアリング調査を実施している。  

提供する製品
（What）

B
BtoB

中間財
資本財

BtoC 消費財

企業としての
スタイル
（Who）

A
サプライヤー型 創業から⼀貫してサプライヤー

サプライヤー＋⾃社製品開発

⾃社製品開発型 サプライヤーから脱却
創業から⼀貫して⾃社製品開発

競争のポジション
（Where）

C リーダー
チャレンジャー
ニッチャー
フォロアー

A-1

A-2

A-3

A-4

B-1

B-2

B-3

C-1

C-2

C-3

C-4
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図表  II-7 製造業のボリュームゾーン  

 

 

 

②非製造業  

 

 非製造業については、図表Ⅱ-8 に示す 12 通りの組み合わせ 24のうち、それぞ

れが占める割合を調査した。  

 

図表  II-8 非製造業の分類軸  

 

 

 

 
24 非製造業については、「 2.中堅企業の成長過程」で示した成長過程による切り分けが困難であるた

め、業種別の特徴及び競争戦略上のポジションを組合せて企業の属性を定めている。  

①企業類型の観点から⾒たボリュームゾーン（製造業）

企業としての
スタイル
（Who）

⾃社製品
開発型

創業から⼀貫して
⾃社製品開発

４１％
※アンケート結果

A

競争の
ポジション
（Where）

C
チャレンジャー

ニッチャー

C-2

C-3

３３％
※アンケート結果

３７％
※アンケート結果

サプライヤー
型

サプライヤー＋
⾃社製品開発

A-2

A-4

３０％
※アンケート結果

提供する製品
（What）

B
BtoB 中間財

B-1
６６％
※全社を⽬検

A×B×C（計48通り）で多い組み合わせ（これで全体の約半数）

A-2 B-1 C-3× ×

「サプライヤー＋⾃社製品開発」×「中間財」×「ニッチャー」
10％

A-4 B-1 C-3× ×

「創業から⼀貫して⾃社製品開発」×「中間財」×「ニッチャー」
10％

A-4 B-1 C-2× ×

「創業から⼀貫して⾃社製品開発」×「中間財」×「チャレンジャー」

8％

A-2 B-1 C-2× ×

「サプライヤー＋⾃社製品開発」×「中間財」×「チャレンジャー」

7％

A-4 B-2 C-3× ×

「創業から⼀貫して⾃社製品開発」×「資本財」×「ニッチャー」

6％

A-1 B-1 C-2× ×

「創業から⼀貫してサプライヤー」×「中間財」×「チャレンジャー」

6％

競争のポジション
（Where）

B リーダー
チャレンジャー
ニッチャー
フォロアー

B-1

B-2

B-3

B-4

提供する
製品・サービス
（What）

A
⾮技術

BtoB⾮技術（卸売、運輸、⾦融、コンサル等）

BtoC⾮技術（⼩売、飲⾷、宿泊等）

技術 技術（情報通信、建設・保全、試験、測定等）

A-1

A-2

A-3
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アンケート調査の結果、非製造業については、「技術系」かつ「フォロワー」

が約 16%、「BtoC 非技術系」かつ「フォロワー」が約 12%、「技術系」かつ「チ

ャレンジャー」が約 11%、「BtoB 非技術系」かつ「フォロワー」が約 11%を占め

ていた 25。そこで、アンケート調査先における非製造業のボリュームゾーンを占

めるこれら 4 つの属性にヒアリング調査を行うこととした。  

 

図表  II-9 非製造業のボリュームゾーン  

 

 

 

（ⅲ）ヒアリング調査  

 

公開情報調査及びアンケート調査を通じて構築した仮説をヒアリング調査に

より検証した 26。  

 

①中間財を製造する製造業  

 

公開情報調査及びアンケート調査の結果から、中間財を製造する製造業が、こ

れまでとってきた成長戦略において重視する経営課題は、「顧客ニーズへの対応

力」であるとの仮説を構築した。  

この仮説を検証するためにヒアリング調査を行ったところ、顧客ニーズへの対

応力が競争力の源泉であるという趣旨のコメントが複数得られたことから、仮説

通り、「顧客ニーズへの対応力」が成長戦略における課題となっていると考察さ

れる。具体的には、出向者の派遣、共同研究、顧客訪問等の直接的なコミュニケ

 
 
26 ヒアリング項目には各分類の仮説を検証する趣旨の項目を含めた。例えば、中間財を製造する中堅

企業にはどのように「顧客ニーズへの対応力」の強化方法や強化する上での課題をヒアリングした。  

①企業類型の観点から⾒たボリュームゾーン（⾮製造業）

競争の
ポジション
（Where）

B
フォロワー

チャレンジャー

B-4

B-3

４０％
※アンケート結果

２６％
※アンケート結果

提供する
製品・サービス
（What）

A

３３％
※全社を⽬検

A×B（計12通り）で多い組み合わせ（これで全体の約50%）
３８％
※全社を⽬検 A-3 B-4×

「技術」×「フォロワー」
16％

A-2 B-4×
「BtoC⾮技術」×「フォロワー」

12％

A-1 B-4×

「技術」×「チャレンジャー」

11%

A-3 B-2×

「BtoB⾮技術」×「フォロワー」

11％

BtoC⾮技術

技術
A-2

A-3

※BtoB⾮技術は26%

※リーダーは11%、ニッチャーは22%
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ーションを通じてニーズを収集し、そのニーズに対応するのに必要な技術力及び

開発力を獲得することで対応力を強化し、継続的な受注や自社技術向上に繋がっ

たことが確認された。  

また、知財という観点では、顧客ニーズの把握、当該ニーズに対応するために

必要な技術力及び開発力を、知財情報を活用して把握していることが確認された。 

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜ニーズ収集力の強化＞  

 ニーズ調査はデータ分析というより顧客との直接的なコミュニケーション

が多い。展示会などで相談を受けることもある。既存顧客から「このよう

な製品は作れないか」という相談を受けることが多い。顧客からの情報が

重要である。  

 単に製品を販売するのではなく、顧客の困りごとを解決するという観点で

営業活動を行っている。単に商材を販売するのではなく、当社の技術や製

品で顧客の課題にどのような価値を提供できるかという観点で営業活動を

行っている。  

 

＜顧客のニーズの先取り＞  

 単なる下請けから脱却し、我々が中心となって、可能であればお客様の懐

に入り込む開発をすることを目指して取り組んできた。技術提案も含め、

顧客のニーズを先取りするような立ち位置を目指した。  

 

＜技術力・開発力の獲得による対応力強化＞  

 顧客の製品やトレンドに左右されつつも、波に乗り、ニーズに応えてきた

ことが成長の源泉にある。要するにお客様のニーズをしっかり把握し、そ

の要望に応えることが競争の源泉である。  

 成長の鍵となるのは、製品の品質や顧客からの信頼である。技術力を活か

し、顧客の課題解決に取り組んでいる。  

 

さらに、技術力及び開発力を獲得する目的として、「顧客ニーズ」への対応だ

けではなく、競合他社との差別化理由を図るためにも実施しているとのコメント

も複数得られている。具体的には、他社も顧客のニーズに対応した製品を製造し

た際に、技術面やコスト面で優位になることを目的として実施しているというこ

とである。そして、知財という観点では、競合他社との差別化を図るために、競
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合他社の動向や製品の特徴を把握するために、知財情報を活用していることが確

認された。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

・  製品の用途による優位性（差異化）というよりも、製品の特性そのものが

他社に対して優れているという理由で顧客から選択されている。例えば、

中国のメーカーも同様の製品を作っているが当社の製品と比較すると安全

性や性能面で劣る部分がある。これは、材料や内部構造の技術的な違いか

ら生じる差である。  

・  ユーザーの採用にあたって必ず顧客は他社と天秤にかけ選択をするため、

技術的に差をつけることをメインとしている。コスト面でも比べられるた

め、生産性を上げる等の合理化も重要であり、技術力とコストの両面で競

合に対して優位になる活動を継続してきた。  

・  他社と異なる特徴を打ち出せていない状況では、価格面が他社と比較優位

性になっており、値上げすることも難しかったということである。ただ、

シェアや売上を拡大するために値引き競争のような状況となり、収益性が

低下して疲弊が課題となっていた。そのため、差別化の必要性を強く認識

し、営業強化と製品開発で価格以外の価値を打ち出す方向に転換した。  

・  他社出願に係る特許請求の範囲に記載されたキーワードから、他社が品質

面で重視している傾向（例えば、強度や透明性や流適性等）を把握してい

る。  

 

したがって、中間財を製造する中堅企業については、「顧客ニーズの把握」と

「競合他社との差別化」が重要な経営課題であり、顧客との直接的なコミュニケ

ーションを通じてニーズを収集し、そのニーズに対応するための技術力・開発力

を確保し、さらに技術面及びコスト面で他社との差別化を図るために必要な技術

力・開発力を獲得することが、競争力の源泉であるという特徴を有することが示

唆された。  

そして、知財という観点では、顧客ニーズ、当該ニーズに対応するために必要

な自社の技術力及び開発力、競合他社の動向や製品の特徴を把握するために知財

情報を活用することが特徴であると示唆された。  
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②資本財を製造する製造業  

 

 公開情報調査及びアンケート調査の結果から、資本財を製造する製造業が、こ

れまでとってきた成長戦略において重視する経営課題は、「他社との差別化」で

あるとの仮説を構築した。  

この仮説を検証するためにヒアリング調査を行ったところ、ヒアリング調査で

は、資本財を製造する中堅企業から、他社と差別化を図ることが競争力の源泉で

あるという趣旨のコメントが複数得られた。具体的には、大企業が手を出さない

ようなニッチ領域に集中することで市場の差別化をしたり、自社製品に他社には

ない付加価値を付けたりすることで競争優位性を確保していることが確認され

た。  

したがって、資本財を製造する中堅企業については、ニッチ領域への集中や付

加価値を付けることによる「他社との差別化」を図ることが競争力の源泉である

と示唆された。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜ニッチ領域への集中＞  

・  攻めようとしているレッドオーシャンなのか否かを見分けるために知財情

報を活用している。  

 

 ＜付加価値による差別化＞  

・  自社事業に係る技術は企業ごとに技術差が出しにくい。そもそも論として

技術差以前に重要なのは信頼（壊れない、ラインを止めない）である。  

 顧客から見て、競合製品と当社製品の性能がそれほど変わらない場合に、

価格やサービスの充実度合い等が判断基準になってくる。そのため、まず

は顧客と業界のことをよく知ることによって、顧客に受け入れられる提案

をしていかないと採用されにくい。そのような訴求ポイントを見出すた

め、顧客との接点を増やしたり、展示会等へ頻繁に通ったりすることで顧

客の課題やニーズを拾い続けてきた。  

 

 そして、知財という観点では、集中すべきニッチ領域を探索するために他社の

知財情報を活用して市場動向を把握する傾向が確認された。さらに、資本財は主

に顧客の工場に設置されるため技術内容が競合他社から見えにくいという特徴

もあるため、開発成果について権利化ではなく秘匿化する傾向も示唆された。  
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【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 侵害発見が困難で偶発的発覚に依存しがちな業界特性のため、開発成果の

保護は基本的に秘匿方向である。  

 

③消費財を製造する製造業  

 

 公開情報調査及びアンケート調査の結果から、消費財を製造する製造業が、こ

れまでとってきた成長戦略において重視する経営課題は、「ブランディング」で

あるとの仮説を構築した。  

消費財は図表Ⅱ-7 で示すボリュームゾーンに含まれないため、あくまでも一例

ではあるが、ヒアリング調査では、消費財を製造する中堅企業から、仮説通り、

ブランディングが競争力の源泉である趣旨のコメントが得られた。具体的には、

自社製品等の宣伝活動を通じたブランディングを実施することで、競合との差異

化を図っていることが確認された。  

したがって、消費財を製造する中堅企業については、宣伝活動等を通じた「ブ

ランディング」が競争力の源泉であるという特徴を有することが示唆された。  

また、知財という観点では、その商品を購入する消費者だけでなく、世の中の

トレンドも意識したブランディングが重要であり、ブランドの構成要素たるデザ

インやロゴについてもトレンドを意識することが重要であるという特徴が示唆

された。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

・  自社の業態の場合、全く同一の製品を扱う企業であれば完全に直接競合と

なり、他の種類の製品を扱う企業はある意味間接競合になるのかもしれな

い。この場合、競合との差異化という観点で、マーケティング、ブランデ

ィングが重要な要素となり、課題にもなってくる。当社の場合、自社商品

を積極的に広報することでブランディングを進めてきた。しかし最近は当

社のブランドを改めて考える必要性が生じており、当社のブランドコンセ

プトとして変えるべき部分と変えない部分を検討することを進めていく必

要があると感じている。自社のブランドアイデンティティを明確化するこ

とが、ポジティブな意味での課題である。  
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④BtoB の非技術系の非製造業  

 

 公開情報調査及びアンケート調査の結果から、BtoB の非技術系の非製造業が、

これまでとってきた成長戦略において重視する経営課題は、「規模の拡大による

競争力の維持・拡大」であり、知財との関連性は他の種類と比べると低いのでは

ないかという仮説を構築した。  

ヒアリング調査では、一例ではあるものの、商標登録を通じて間接的に競争力

を維持している旨のコメントが得られた。具体的には、サービスの品質の高さが

競争力の源泉であるところ、その競争力を維持するためには自社の知名度を向上

して従業員を確保する必要があり、宣伝広告活動で使用しているロゴマークや愛

称について商標登録をしていることが確認された。  

これは、当初構築した仮説とは異なり、間接的なものではあるが、BtoB の非

技術系の非製造業の中堅企業については、商標権の獲得により競争力の維持・強

化に繋がる旨が示唆された。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 サービスの品質を向上することで差別化を図っている。一方で求人活動に

苦労しているため、採用力の強化を図っている。具体的には宣伝広告活動

を強化することで知名度向上を図り採用力の強化に繋げている。自社が使

用しているロゴマークや愛称については、他社に模倣されたり、他社に商

標権を取得されて使用できなくなったりすることを防ぐために商標権を取

得している。  

 

⑤BtoC の非技術系の非製造業  

 

公開情報調査及びアンケート調査の結果から、BtoC の非技術系の非製造業が、

これまでとってきた成長戦略において重視する経営課題は、「規模の拡大プラス

αによる競争力の維持・拡大」であるとの仮説を構築した。  

ヒアリング調査では、一例ではあるものの、BtoC の非技術系の非製造業から、

仮説通り、競争力の維持・強化に必要な消費者の共感を呼び込むためのプラスα

として消費者に覚えやすいブランド名があり、当該ブランド名の商標権を獲得し

ている旨のコメントが得られた。  
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【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 自社ブランドの名称はトレンドというより、覚えやすさを意識した語呂

合わせから考えることが多い。特にその名称を聞けば消費者が直観的に

その製品の機能がわかり、使用したイメージを想起できる名称を付ける

ことを意識している。ブランドの名称について商標権を取得している。

商標権を取得することで自社の知名度向上にも役立っているだろう。  

 

すなわち、④及び⑤の結果に鑑みると、本調査研究のヒアリング調査先に限定

したものではあるが、非技術系の非製造業についてはビジネスモデルに限られず、

商標権の獲得が競争力の維持・強化に繋がるという特徴を有するといえる。  

 

⑥技術系の非製造業  

 

公開情報調査及びアンケート調査の結果から、技術系の非製造業が、これまで

とってきた成長戦略において重視する経営課題は、「技術力の強化」であるとの

仮説を構築した。  

この仮説を検証するためにヒアリング調査を行ったところ、ヒアリング調査で

は、技術系の非製造業から、仮説通り、技術力が競争力の源泉であり、その技術

力を維持・強化するために特許権を取得している旨のコメントが得られた。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

・  他社も同様の製品の取り扱いがあるが、自社技術は最高の品質を有してい

る。これにより他社との明確な差別化が図れている。この技術については

特許権を取得していた。  

・  研究や顧客からの技術課題の解決の過程で生まれるノウハウ・成果を知財

としてすくい上げる動きを進めている。  

 研究テーマに沿ってターゲティングを行い、当社にとって有用と判断され

た発明を出願している。  

 顧客の業種や業界毎に必要な要件や知識を整理し、それらを組み合わせて

顧客へ提案を行った。そして、顧客との打ち合わせで発案された発明を特

許権・知的資本という形で蓄積していった。これにより、労働集約型から

知識集約型へ転換を図った。  
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また、ヒアリング調査では、技術系の非製造業から、特許権に係る技術に加え、

サービスを提供する上での工夫、人材マネジメント、段取り等、ノウハウについ

ても競争力の源泉である旨のコメントが複数得られた。  

したがって、技術系の非製造業については、「技術力」や「ノウハウ」が競争

力の源泉となるという特徴を有することが示唆された。  

なお、知財という観点では、製造業と比較して、特に建設業は顧客の仕様毎に

全く異なる製品を提供する傾向にあるため製品の汎用性が低く、発明を同業他社

が利用・実施するケースが少ないため、権利行使を目的とした知財活動は少ない

傾向にあるという特徴が示唆された。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

・  大きな技術差を恒常的に作ることは近年難しくなっているため、現場での

合理化・工夫と、技術的バックグラウンドを備えた人材によるマネジメン

トの質で差別化する。  

・  段取り、品質、納期遵守を確実に回す力が競合との差別化ポイントだと考

えている。施工拠点を整備することで事前段取りを前倒し、現場投入の人

数や工程を最適化できることが成長に繋がった。  

・  企業活動の中心は日本国内であり、海外拠点は限定的であるため、現状は

国際出願を積極化してはいない。知財訴訟やライセンスが相対的に少なく、

訴訟対応に人的・財的資源を大きく割く必要は生じていない。  
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２．  中堅企業への成長過程  
 

 公開情報調査及びアンケート調査を通じ、いかにして中堅企業へと成長してき

たかという観点で、その成長過程を調査した。  

 

（１）  公開情報調査  

 

 まず公開情報調査を通じて、中堅企業への成長過程の種類を調査した。  

清水馨は大企業との関係性に基づき、中堅企業は一次サプライヤー型、多産業

接続型、及び対大企業競合型の 3 つに分類されるとした 27。一次サプライヤー型

は大企業に直接全世界的に部品供給（協力）するタイプである。多産業接続型は

大企業との直接の競争を避け特殊専門機能へ特化し多産業に貢献するタイプで

ある。対大企業競合型は大企業と同様の製品を開発し大量供給して全面競合する

タイプである。  

一次サプライヤー型については、「買い手の要求に応えていくうちに量産用品

のサプライヤーとして認知され、買い手からさまざまな技術や市場の情報を受け

ながら、経営者の判断により積極的に投資し製造設備、供給体制を増強すること

が、中小企業から中堅企業へ成長する要因の一つであった。」と述べている。  

多産業接続型への成長過程は、創業時は下請事業だけに従事していたが、その

後自社製品を開発したパターン、創業から自社製品の開発に取り組んできたパタ

ーン、及び他社から事業譲渡又は市場譲渡を受けたパターンの 3 つに分類され

る。さらに、下請事業の後自社製品を開発したパターンには、下請事業を継続し

ながら自社製品事業が主になったパターンと、下請企業として中核企業の要求に

対応する能力がついた後、多産業接続型へ変質した企業があるとした。  

対大企業競合型については「創業当時から非常に多くの顧客をターゲットにし

て、徐々に伸びてきて中堅企業に至っている。」「多産業接続型から移動してきた

形跡はなく、また、多産業接続型へ移動しようと考えている経営者は少ない。」

と述べている。  

  

 
27 清水馨『中堅企業の質的成長 :  240 社の社長インタビュー調査から』 162-184 頁 (中央経済書、第 1
版、 2024 年 )  
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（２）  アンケート調査  

 

次に、アンケート調査 28を通じて、公開情報調査で確認した中堅企業の成長過

程の種類別の割合を調査した。その結果、図表Ⅱ-10 に示す通り、回答のあった

503 者のうち「サプライヤーを行いつつ自社製品も開発（30.2%）」が最も多く、

次いで「創業から自社製品開発一筋（ 22.6%）」、「創業からサプライヤー一筋

（21.6%）」となった。  

 

図表  II-10 これまでの経緯  

 

 

 

  

 
28 公開情報調査から把握されたアンゾフの成長マトリクスに係る成長戦略の差異を分析する目的の設

問を問 9～問 12 に設置。  

21.6%

30.2%

4.9%

22.6%

18.7%
創業からサプライヤー⼀筋

サプライヤーを⾏いつつ⾃社製品も開発

サプライヤーから脱却し、現在は⾃社製品開発が中⼼

創業から⾃社製品開発⼀筋

その他n=503
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３．  中堅企業の企業形態  
 

次に、中堅企業の企業形態が企業成長に及ぼす影響を探るため、「（１）親会社

の有無」と「（２）ファミリービジネス」の観点から、中堅企業の企業形態別の

特徴を調査した。 

 

（１）  親会社の有無  

 

 まず、親会社が存在しない独立型中堅企業と、親会社が存在する子会社型中堅

企業について、それぞれの割合と特徴を調査した。 

 

（ⅰ）公開情報調査  

 

①独立型中堅企業と子会社型中堅企業の割合  

 

公開情報調査より、企業活動基本調査の調査対象企業29のうち、独立型中堅企

業と子会社型中堅企業のそれぞれが、約半数ずつである 30ことがわかった。  

 

②独立型中堅企業と子会社型中堅企業の特徴  

 

公開情報調査より、独立型中堅企業は平均研究開発集約度 31及び従業者 1,000

人あたり自社開発特許件数 32の特許件数が増加傾向にあり、近年は何れも大企

業より高いことがわかった。  

  

 
29 従業者 50 人以上かつ資本金額又は出資金額 3000 万円以上  
30 RIETI 東アジア産業生産性プロジェクト「日本の中堅企業のパフォーマンス」（ 2024 年）  
https://www.chisou.go.jp/sousei/meeting/chukenvision/pdf/r06-12-16-siryou3.pdf[最終アクセス日： 2026 年

1 月 15 日 ]  
31 平均研究開発集約度＝研究開発支出額合計／売上額合計  
32 1 社あたり自社開発特許＝自社が開発して所有・使用している特許権数合計／企業数合計  
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図表  II-11 平均研究開発集約度のトレンド  

 

 

（出典）RIETI 東アジア産業生産性プロジェクト「日本の中堅企業のパフォーマ

ンス」（2024 年）より  
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図表  II-12 従業者 1,000 人あたり自社開発特許件数のトレンド  

 

 

（出典）RIETI 東アジア産業生産性プロジェクト「日本の中堅企業のパフォー

マンス」（2024 年）より  
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一方、子会社型中堅企業は、製造業については大企業より TFP（全要素生産

性）が低いものの独立型中堅企業よりは高く、非製造業については大企業及び

独立型中堅企業より TFP が高いことがわかった。子会社型中堅企業は、親会社

から提供される経営資源を生かして効率的で生産性の高い経営を行っていると

予想される。  

 

図表  II-13 中小企業と比較した製造業の TFP の比較  

 

 

 

（出典）RIETI 東アジア産業生産性プロジェクト「日本の中堅企業のパフォー

マンス」（2024 年）より  
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図表  II-14 中小企業と比較した非製造業の TFP の比較  

 

 

 

（出典）RIETI 東アジア産業生産性プロジェクト「日本の中堅企業のパフォー

マンス」（2024 年）より  

 

（ⅱ）ヒアリング調査  

 

公開情報調査を通じて、親会社の有無により、研究開発集約度、自社開発特

許件数、及び TFP に差異があることがわかった。そこで、別の観点でも違いが

ないかを専門家へのヒアリング調査を通じて調査した。その結果、取引の自由

度についても違いがあることがわかった。  
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【専門家へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 独立型中堅企業は大企業の子会社ではないため、大企業と取引する必要が

なく取引の自由度が高い。子会社型中堅企業は、大口顧客（親会社）を持

つ分、自由度が下がり、下請企業になる可能性がある。（学識経験者）  

 

（２）  ファミリービジネス  

 

次に、ファミリービジネス企業の割合と特徴を調査した。  

 

（ⅰ）公開情報調査  

 

①ファミリービジネス企業が占める割合  

 

 経済産業省の資料によれば、中堅企業の約半数 33をファミリービジネス企業が

占めていることがわかった 34。  

 

②ファミリービジネス企業の特徴  

 

経済産業省の資料によれば、ファミリービジネスは、一般的に、長期志向で迅

速な意思決定が可能であるという長所を持つ一方、経営者の独善的行動や成長意

欲の減衰（エントレンチメント）、革新派と守旧派の対立といった、いわゆるお

家騒動による企業価値毀損、親族内後継者の経営能力不足といった、短所となり

得るリスクを有するとされている 35。  

そして、中堅企業の中には、中小企業に比して財務健全性が高いために金融機

関からのデットガバナンスが働きづらく、また、大企業に比して株主・投資家か

 
33 中堅企業の上場企業数に対する非ファミリービジネスの割合において、ファミリービジネスの判定

困難な企業が一部含まれていること及び中堅企業の非上場企業数に対する非独立系の割合において、

独立系（大宗が FB と想定）の判定困難な企業が一部含まれていることに留意  
34 経済産業省「第 1 回  ファミリービジネスの  ガバナンスの在り方に関する研究会  （事務局説明資

料）」（ 2025 年 3 月）  
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/family_business/pdf/001_04_00.pdf[最終アクセス日： 2026 年 1
月 15 日 ]  
35 経済産業省「中堅企業成長ビジョン」（ 2025 年 2 月）  
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/katsuryoku_kojyo/pdf/seichou_vision.pdf[最終アクセス日： 2026 年 1 月

15 日 ] 
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らのエクイティガバナンスも働きづらいために 36、ガバナンス 37の機能不全が課

題として顕在化する事例も見られる 38。  

中堅企業へと成長する過程において、事業承継や外部資本受入・上場等の経営

体制の転換点を迎えることで、経営と所有、又は、監督と執行の分離が徐々に進

展し、経営者と所有者である株主、さらには、相続権を有する創業家のファミリ

ーメンバーも含めた関係性が複雑化するため、ファミリービジネスの長所を残し

つつ、短所となるリスクに適切に対処していくファミリーガバナンスが、中堅企

業が成長を続けていくために必要不可欠となる 39。  

  

 
36 独立型中堅企業の過半は非上場企業であり、上場企業であってもアナリストカバレッジが低い。  
37 コーポレートガバナンス・コード（株式会社東京証券取引所）において、「コーポレートガバナン

スとは、会社が、株主をはじめ顧客・従業員・地域社会等の立場を踏まえた上で、透明・公正かつ迅

速・果断な意思決定を行うための仕組み」と定義されている。  
38 経済産業省「中堅企業成長ビジョン」（ 2025 年 2 月）  
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/katsuryoku_kojyo/pdf/seichou_vision.pdf[最終アクセス日： 2026 年 1 月

15 日 ] 
39経済産業省「中堅企業成長ビジョン」（ 2025 年 2 月）  
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/katsuryoku_kojyo/pdf/seichou_vision.pdf[最終アクセス日： 2026 年 1 月

15 日 ] 
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III ．  中堅企業の成長戦略  
 

 次に中堅企業の成長戦略の把握を実施した。  

 

１．成長戦略の全体像  
 

 中堅企業の成長戦略を調査するにあたり、はじめに当該成長戦略の全体像の把

握を実施した。  

 

（１）  今後の成長に対する意向  

 

中堅企業の今後の成長の意向を調査するため、成長戦略の類型 40のうち、過去

10 年間で重視した類型と、今後重視したい類型をアンケート調査により調査し

た。  

その結果、回答のあった 505 者のうち過去 10 年間で重視した事業戦略として

図表Ⅲ-1 に示す通り「既存製品のシェア拡大（65.0%）」が最も多いことがわかっ

た。一方、今後重視したい事業戦略については、図表Ⅲ-2 に示す通り「既存製品

のシェア拡大（26.8%）」以外の「新製品開発（21.2%）」、「新市場開拓（28.0%）」、

及び「多角化・新規事業開発（24.0%）」で 7 割以上を占めることがわかった。  

この結果から、中堅企業の成長プロセスとして、まずは既存事業でのポジショ

ン確立を図ることが重要でありつつ、その次の成長に向けて、既存事業の維持・

強化と並行して新しい取組を目論む意向が強いことがわかった。  

  

 
40 本調査研究では公開情報調査の結果から、成長戦略の類型としてアンゾフの成長マトリクスに係る

4 つの成長戦略を採用している。詳細は 2 章にて後述する。  
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図表  III-1 過去 10 年間で重視した事業戦略  

 

 

 

図表  III-2 今後重視したい事業戦略  

 

 
 

専門家からは、特に下請けとして事業を積み上げてきた製造業については、今

後の成長戦略として、顧客への値上げ要求が通るほどの強いサプライヤーになる

か、新規事業へ転換するかの二択であるとのコメントが得られている。  

 

【専門家へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 中堅製造業は下請けとして事業を積み上げてきた企業が多く、今後は苦難

65.0%13.5%

13.5%

8.1%

既存製品のシェア拡⼤

新製品開発

新市場開拓

多⾓化・新規事業開発
n=505

26.8%

21.2%28.0%

24.0% 既存製品のシェア拡⼤

新製品開発

新市場開拓

多⾓化・新規事業開発
n=504
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が予想される。OEM の中には需要予測の外れにより過剰在庫をサプライヤ

ーに負わせても減産補償や価格調整を行わない事例があるため、この環境

で生き残るには、値上げ要求が通るほどの強いサプライヤーになるか、新

規事業へ転換するかの二択となる（学識経験者）  

 

そして、アンケート調査から、将来最も重視したい事業戦略を講じるにあたり

重視する環境要因は、図表Ⅲ-3 に示す通り「顧客ニーズの変化（28.1%）」が最も

多いことがわかった。  

 

図表  III-3 将来最も重視したい事業戦略を講じるにあたり重視する環境要因  

 

  

 

なお、中堅企業がこれまで既存製品のシェア拡大を重視してきた背景について

は、中堅企業等向けのヒアリング調査を通じて調査した。その結果、自社の持続

可能性を維持することに主眼を置いており、そのために既存事業領域でのプレゼ

ンスを高めることを優先したことがうかがえる。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜既存事業で得たポジションを強固なものにするため＞  

 当社の既存事業のうち、所定の製品については国内で一定のシェアを確立

できている。また、顧客と一緒についていく形でグローバル展開もできて

いる。したがって、このポジションを強固なものにするという点が当社に

とって重要であった。（製造業）  

 

15.8%

19.6%

28.1%

21.0%

13.1%

2.4% 主⼒製品市場の成熟化

⾃社の技術⾰新の進展

顧客ニーズの変化

⼈材不⾜

競合他社との競争激化

その他
n=495
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＜組織としての基盤作りに注力する必要があったため＞  

 既存製品のシェア拡大を重視したのは、風土が違う企業同士が合併して誕

生したこともあり、まずは組織としての基盤作りに注力する必要があった

からである。（製造業）  

 

＜採算悪化を防ぐため＞  

 既存事業の拡大を重視する意思決定の背景には利益を重視しているという

背景がある。この十年ほど、売上規模の拡大よりも利益率の向上に主眼を

置いてきた。利益率を高めるために、赤字を避けることを徹底し、受注段

階でリスクを見極め、当社が確実に遂行できる案件を選別してきた。大規

模・難易度が高い案件は利益が目減りしやすいため慎重に扱う必要がある。

また、処理能力には上限があり、単一で百億円を超える超大型案件は当社

の体制上適合しない。（非製造業）  

 伝統市場の構造的縮小により、多品種少量化・短納期対応による売上確保

が不可避となり既存主力のシェア拡大を図った。（製造業）  

 コロナをきっかけに市場が縮小したため、既存事業のシェア拡大を重視し

た。（製造業）  

 

＜他の事業・製品で成長が見込めなかったため＞  

 これまで BtoB 事業と BtoC 事業を両方実施していたが、BtoC 事業の採算が

取れなくなったため、BtoB 事業を主力とするようになった。（非製造業）  

 直近の新製品にヒット作がそこまで多くなく、既存製品の拡販に注力する

必要があったからである。（製造業）  

 

（２）  今後の成長に向けた経営課題  

 

次に今後の成長に際しての経営課題を「（ⅰ）戦略策定」と「（ⅱ）実行」、「（ⅲ）

リソース」に分類して調査した。  

 

（ⅰ）戦略策定  

 

中堅企業が今後の成長に際して「戦略策定」段階で具体的に抱える課題をヒア

リング調査により調査した。  
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①ヒアリング調査  

 

 ヒアリング調査の結果、戦略策定の観点で、中堅企業においてよく見られる課

題として、まずは戦略策定の基礎にもなるマーケティング領域に関する課題が複

数見られた。  

 Ⅲ .1.で述べたとおり、今後の成長に際して、既存領域の強化に留まらず、新製

品・サービス開発や新市場開拓、さらには多角化・新規事業開発という新たな活

動へシフトしようとする傾向にある。本調査研究の一環として実施した中堅企業

等へのヒアリング調査では、既存事業とは異なる新たな取組を行う際には、既存

の事業活動とは異なるプロセスでマーケティング活動を行うことやこれまでと

は異なる知見が必要となるが、これらを習得するのに必要なリソースが不足して

いるとのコメントを得られた。  

 つまり、新たな取組へシフトしようとすると、中堅企業がこれまで注力してき

た既存領域でのマーケティングとは異なるターゲット分析やチャネル、訴求方法

等が必要になり、その導入や習得に障壁があるということである。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 新市場開拓となると、これまでのマーケティング活動とは異なる動きが必

要となる。当社ではチームを組成して活動していたが、これまで汎用製品

の活動に従事してきた者が急にこれまでとは異なる新市場開拓に向けた活

動をすることになると、なかなか力を発揮しきれないこともあった。新市

場開拓先に特有の営業プロセスやルートが存在しており、それに沿って進

めていかないと営業活動がうまくいかないことが多い。こうした新市場特

有の事情を把握して、それを活動へ移そうとしている間に時間がかかって

しまい、頓挫したこともある。こうした新市場を開拓するためのマーケテ

ィング活動を完遂できるリソースや業界特有の知見等の不足が課題であ

る。（製造業）  

 海外となるとなおさら困難になってくる。その他、進出先の業界知識も相

当必要になる。業界によっては、これまで当社製品についていたものを外

さなければならなくなることもある。（製造業）  

 

一方で、専門家向けのヒアリング調査においては、新しい取り組みを行う上

での課題は、これまでマーケットインの思想で開発を行っていなかったために

市場で求められているものを見極める感度が低いことであるとのコメントが得
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られた。そして、これまでマーケットインの思想で開発を行っていない背景に

は、中堅企業はこれまでニッチ分野で成長したことに起因して、既存事業のブ

ラッシュアップに注力する傾向があり、将来構想力に資源を振り分けられてい

ないことに起因するのではないかとのコメントが得られた。  

さらに、新しい取り組みを行う上では、「自分で見つけに行く」だけでなく「見

つけてもらう」探索がより重要であり、異分野の展示会に積極的に出展すること

が解決策となり得るとのコメントが得られた。  

 

【専門家へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 自社製品開発にチャレンジする企業も少なくないが、すぐに成功する例は

ほとんどない。地道に展示会等での出展をしている企業も多いが、期待す

るほど拡大しないというのが実情である。その課題が生じている背景のひ

とつは、現場がついてこないという点があるだろう。経営者は新しいチャ

レンジを通じて突破口を開きたいという強い思いを持っているのだが、な

かなか社内でその意識についてこられる従業員がいない。単純に時間や人

数が不足しているというより、新たなチャレンジに必要な技術やスキルが

不足しているという問題が原因に近い。具体的には、自社製品開発に活用

できる技術はあるのだが、一方で、市場で求められているものを見極める

感度の低さが根本的な問題としてあるかもしれない。技術的に良いものを

作ることはできるのだが、それを顧客候補に知ってもらうための活動をう

まくできていなかったり、そもそもそれが受け入れられる市場が存在する

のかが不透明であったりすることも少なくない。マーケットインの思想で

開発を行うというスタイルが浸透していないのではないか。特にサプライ

チェーンの中に組み込まれ続けてきた企業の場合は、次の成長を狙ってい

く際に、このような課題にぶつかることが多い。社会の中で何が求められ

ているか、という市場サイドの分析が弱く、技術ありきで製品開発をして

しまっている。（支援機関）  

 中堅企業のうち、特にものづくり企業では既存事業をどう拡大するかに意

識が偏り、ブラッシュアップに注力する傾向がある。将来構想力がそうし

た活動に吸い取られている（資源を振り分けることができていない）ので

はないかと感じる。深掘り型で強みを磨くことはできるが横に広がらない。

新製品・新市場形成が苦手な企業が中堅には多い（学識経験者）  

 業種ごとに市場規模の上限があるため、拡大には業界を広げる必要があり、

逆説的にニッチの強みを捨てる場面が必ず生じる。しかし、中堅企業は既
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存領域外の戦い方を知らないため難しい。（学識経験者）  

 これまでニッチ分野で成長してきたことに起因して、中堅企業は自社の事

業領域内に他社が侵入した場合は徹底的に攻撃するものの、自社の事業領

域外に対して関心が薄いという特徴がある。これがマーケットインの思想

で開発ができていないことの理由だと思われる。（学識経験者）  

 成長を実現するために重要な要素の１つとして営業（飛び込み営業・技術

営業）がある。下請け系の中堅企業は飛び込み営業の経験が皆無であるこ

とが多く、これは致命的である。テレアポを含む新規開拓を全員で徹底し、

訪問先では「作れるか」の問いに即応するため、営業は積極的に「作れる」

とコミットすることが重要である。販路を自ら開拓し、下請けマインドを

脱することが第一である。既存技術を生かして一見関連が薄そうな市場に

も出ていくこと、トップ営業で購買以外の部門に提案することが肝要であ

る。下請け企業出身の中堅・中小にとって、「自分で見つけに行く」だけで

なく「見つけてもらう」活動がより重要である。知名度が低いゆえに、国

内外から見つけてもらう仕掛けが不可欠である。具体策として、異分野の

展示会に積極出展することを推奨する。同じ展示会に出続けても来場者が

同質化し効果が薄いためである。CES のような場は中堅・中小でも出展可

能であり、世界からの発見機会を広げるべきである。学識経験者）  
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（ⅱ）実行  

 

 中堅企業が今後の成長に際して「実行」段階で具体的に抱える「①M&A」と

「②海外展開」における課題を調査した。  

 

①M&A 

 

中堅企業が M&A を実行する上での現状の課題をアンケート調査及びヒアリ

ング調査により調査した。  

 

（ａ）アンケート調査  

 

514 者へのアンケート調査の結果、19.5%41の企業が、今後の成長に際して、

M&A に関する課題を抱えていることがわかった。  

 

（ｂ）ヒアリング調査  

 

上記アンケート結果を踏まえ、ヒアリング調査を通じて、「M&A」に関するよ

り具体的な課題を調査した。その結果、M&A を実行前の段階と後の段階に分け

た場合、M&A の実行前段階にあたる戦略策定プロセス及び交渉プロセスと比較

して M&A 後の経営方針や業務、企業文化の統合作業（以下「PMI」という。）で

課題があるとのコメントが複数得られた。そして PMI で課題が発生する理由と

して、「PMI を円滑に進められるスペシャリストが潤沢に存在しているわけでは

ない」ことが挙げられた。  

なお、大企業においても PMI の課題はあるが、M&A コンサル等の専門人材を

活用しながら解決を図っており、PMI において想定される課題と解決策に関する

ノウハウのストックに差があると考えられる 42。また、中小企業については、M&A

（買収）をして成長を目指すパターンは中堅企業と比べて少ない 43ことからも、

本課題は、中堅企業における特徴的な課題の１つであると推察される。  

 
41 アンケート調査において「将来重点的に取り組む予定の事項」として「提携、合併・買収」と回答

した企業に限定されず、他の選択肢を選択した場合であっても、自由回答欄に将来重点的に取り組む

理由や、取り組む上での課題等として M&A に関する課題を記載した企業をカウントしたもの  
42 経済産業省企業活動基本調査（平成 25 年度～令和 4 年度））によると M&A の実施比率は、大企業

の 68%に対して、中堅企業は 29%である  
43 帝国データバンクが実施した令和 6 年度中小企業実態調査事業によると買収した経験がある中小企

業は 12.0% 
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【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 M&A 自体は過去にも実施してきたが、シナジー効果や成長性の分析、投資

回収可能性も分析等には問題はないが、PMI に課題がある。PMI を円滑に

進められるスペシャリストが潤沢に存在しているわけではないので、苦労

は想定される。そのあたりの専門人材の獲得を課題として認識している。

（製造業）  

 継続的な課題は海外子会社のガバナンス対応である。具体的には、海外子

会社と十分なコミュニケーションが取れていない。経営レベルでもコミュ

ニケーションが不足している。海外子会社の経営層は日本から経営者が 1

名程度しか派遣されておらず、メインは現地の方がやられている。その統

制は難しいと感じている。（製造業）  

 M&A を通じて多角化・新規事業開発を図っていこうとすると、当然規模的

にも大きくなってくるので、その際に全社の事業そのものをどのようにま

とめてシナジーの創出へつなげていくという点に課題認識を持っている。

（製造業） 

 

専門家からも、中堅企業の M&A には PMI で課題があるとのコメントが得ら

れている。  

 

【専門家へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 まずは技術指導をし、その後買収するパターンが多いが、買収後に被買収

企業の制度や文化をどこまで変えていけば良いのか、どのようにガバナン

スを発揮したら良いか正解がないという課題がある。M＆A を繰り返した

大手電機メーカーは全ての案件で買収先とシナジーを発揮できたわけで

はない。このような例があるため、M＆A はせずに、技術連携で留めてお

く企業もある。（学識経験者） 

 

②海外展開  

 

中堅企業が海外展開を実行する上での現状の課題をアンケート調査及びヒア

リング調査により調査した。  
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（ａ）アンケート調査  

 

アンケート調査では、海外展開をする際、現地の法規制・税制対応、現地人材

の採用・定着、現地パートナーの検討、及び現地のニーズ探索・競合把握に課題

があるとの自由回答を得た。  

 

（ｂ）ヒアリング調査  

 

また、中堅企業等へのヒアリング調査では、ローカルの競合に価格競争力で劣

後するとの課題や現地サプライチェーン構築に課題があることがわかった。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜ローカルの競合に価格競争力で劣後＞  

 当初の理想論としては、大手小売に伴走しながら、他日系顧客の海外展開

を支援していき、その先にローカル資本の開拓を目指していたが、結論と

してローカル向けの展開はできなかった。ローカルの IT ベンダーに比べて

価格競争力で劣後していた。単発では納入事例があった、大きく入り込ん

だ例はなかった。ローカル向けの展開が難しいと思う。（非製造業）  

 

＜現地サプライチェーン構築＞  

 原材料を現地子会社でうまく調達するのが課題である。日本で購買の統括

をしているが、ゆくゆくは各地で購買体制を構築できるようにしていきた

い。（製造業）  

 

専門家へのヒアリング調査では、既存顧客の海外展開に伴って伴走する形で海

外進出を図る場合、当初は顧客からフォローを受けられてもその顧客が現地から

撤退した場合に課題になることがわかった。  

 

【専門家へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 一次サプライヤー型の中堅企業は既存顧客の海外展開に伴って伴走する形

で海外進出を図る場合も多い。この場合、当初は顧客からフォローを受け

られることも多いが、その顧客が現地から撤退した場合はこれらが大きな

課題となる。（学識経験者）  
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（ⅲ）リソース  

 

中堅企業が今後の成長に際して「リソース」面で具体的に抱える課題を調査し

た。  

 

①人材  

 

 中堅企業が現状抱える「人材」に関する課題を公開情報調査、アンケート調査、

及びヒアリング調査により調査した。 

 

（ａ）公開情報調査  

 

 中堅企業の実態に関するアンケート調査に関する複数のレポートから、中堅企

業が現状抱える課題として人材に関する課題が最も多いことがわかった。  

例えば、中堅企業を中心とした成長への課題に関する調査 44によると、図表Ⅲ

-4 に示す通り、「企業の成長に重要な要素について不足していると思うこと」と

して、「人材の採用・育成と管理」 が最多（25.8%）であった。また、「戦略的リ

ーダーシップ」（23.9%）等の人的資本に関わる項目の回答率も高い。  

  

 
44 デロイト トーマツ「デロイト  トーマツ、中堅企業調査、成長への課題は「人的資本」や「市場

開拓」、「戦略」の不足が 2 割強」（ 2025 年）  
https://www.deloitte.com/jp/ja/about/press-room/nr20250108.html[最終アクセス日： 2026 年 1 月 15 日 ] 
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図表  III-4 企業成長に重要な要素について勤務先が実行できていないこと  

 

 

（出典）デロイト トーマツ「デロイト  トーマツ、中堅企業調査、成長への

課題は「人的資本」や「市場開拓」、「戦略」の不足が 2 割強」（2025 年）  

 

 また、別のアンケート調査 45では、図表Ⅲ-5 に示す通り、中堅企業の「現在」

の経営課題として「人材の強化（採用・定着・育成・多様化への対応）」が最多

（49.5%）であった。なお、「働きがい・従業員満足度・エンゲージメントの向上」

が大企業及び中小企業と比較して高く（20.0%）、大企業及び中小企業と比較して

も人材における課題が高いことがわかる。  

さらに、「3 年後の経営課題」についても、図表Ⅲ-6 に示す通り、中堅企業の半

数以上の企業（51.5%）が「人材の強化（採用・定着・育成・多様化への対応）」

を挙げており、大企業及び中小企業と比較して高いことがわかった。  

  

 
45 一般社団法人日本能率協会「第 45 回  当面する企業経営課題に関する調査」（ 2024 年）  
https://www.jma.or. jp/img/pdf-report/keieikadai_2024_report.pdf[最終アクセス日： 2026 年 1 月 15 日 ] 
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図表  III-5 「現在」の経営課題の従業員規模別の比較  

 

 
（出典）一般社団法人日本能率協会「第 45 回  当面する企業経営課題に関する

調査」（2024 年）  
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図表  III-6 3 年後の経営課題の従業員規模別の比較  

 

 

（出典）一般社団法人日本能率協会「第 45 回  当面する企業経営課題に関する

調査」（2024 年）  
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（ｂ）アンケート調査  

 

 本調査研究の一環として実施したアンケート調査においても、全社的な経営戦

略を実行する上で将来重点的に取り組む予定の事項として、図表Ⅲ-7 に示す通り

「人材」が最多（49.0%）であった。なお、自由回答からは、「大手が上層部門人

材の早期退職と若手採用による囲い込みを強める中、中堅企業は待遇・報酬の面

から不利になりやすい」といったコメントが得られている。  

 

図表  III-7 将来重点的に取り組む予定の事項  

 

 

 

②資金  

 

中堅企業が現状抱える「資金」に関する課題をヒアリング調査により調査した。 

 

（ａ）ヒアリング調査  

 

 中堅企業が新たな取組へとシフトしていこうとする際に、当然設備投資をはじ

めとして資金に係る課題も想定されるところであるが、本ヒアリング調査では、

資金調達に関する課題感は調査研究開始当初に想定していたよりも大きくない

ことが確認された。資金獲得には苦労しなかったとのコメントも複数得られてお

り、以下に掲載する。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 M&A 等、シェア拡大に際して大規模な資金を要する場面において、金融機

18.3%

43.4%

19.3%

49.0%

5.3%

16.9%

1.8%
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組織設計・改⾰
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その他 n=514
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関からの融資を引き出すための交渉で苦労した印象はない。毎年経営層や

経営企画部門等が金融機関に対して中期経営戦略の説明をしたり、アピー

ルをしたりしている。その中で十分に理解、評価を得られていたと思われ、

あまり苦労した印象はない。（製造業）  

 設備投資に関して資金調達ではそこまで苦労をしていない。運転資金とし

て金融機関から定期的に借りており、その中で上手く運用できている。（製

造業）  

 

そして、専門家へのヒアリング調査においても、中堅企業の多くは資金余力が

あり、その資金余力の中でリスクを取って成長戦略を講じているため、銀行支援

の域を出ているとのコメントが得られた。さらに、資金余力がある理由として、

地域金融機関の取引先の大多数が中小企業であるところ、中堅企業は優良顧客と

して見られる部分もあり、むしろ「貸したい」という意向が強いことに起因する

のではないかとのコメントが得られた。  

 

【専門家へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 中堅企業は資金にあまり困っていない印象を持っている。これは、地域金

融機関の取引先の大多数が中小企業であるところ、中堅企業は優良顧客で

あり、「貸したい」という意向があるからではないか。（学識経験者） 

 中堅企業の多くは資金余力がある。キャッシュフローが安定しており、そ

の資金余力の中でリスクを取って成長戦略を講じているため、金融支援の

域を出ている企業が多い印象である。（支援機関） 
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２．これまでの成長戦略の類型毎の経営課題と解決策  
 

中堅企業がこれまで講じてきた成長戦略の類型毎の経営課題と解決策を公開

情報調査、アンケート調査、及びヒアリング調査により調査した。  

 

（１）  公開情報調査  

 

 中堅企業のこれまでの成長戦略の類型毎の経営課題と解決策を調査するにあ

たり、公開情報 46から、これまでの中堅企業の成長戦略としてどのような類型が

あるのかについて、概要把握を実施した。その結果、中堅企業の成長戦略の類型

はアンゾフの成長マトリクスを参照し、以下のとおり 4 類型で整理できることが

わかった。  

具体的には、公開情報調査を行った 20 社のうち、これまで既存製品のシェア

拡大を講じた企業は 20 社、新製品開発を講じた企業は 9 社、新市場開拓を講じ

た企業は 12 社、多角化・新規事業開発を講じた企業は 13 社であった。  

本公開情報調査の結果を踏まえると、多くの中堅企業では、既存製品のシェア

拡大に注力することのみに留まらず、多角化・新規事業開発を講じて企業成長を

遂げてきたことが推察される。  

なお、成長戦略を実現する上での経営課題、及びその解決策についてはアンケ

ート調査及びヒアリング調査を通じて調査をした。  

 以下の表は、アンゾフの成長マトリクスの 4 類型と各類型の概略をまとめたも

のである。  

  

 
46 中堅企業に規模が近い中小企業（製造業は従業員数 200 人以上、非製造業は 50 人以上）、中堅企

業、及び過去 10 年間に中堅企業から大企業へ成長した企業 20 社（製造業 10 者と非製造業 10 者）の

ウェブサイト及び統合報告書等を調査した。  
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図表  III-8 これまでの成長戦略の類型と各類型の概略  

 

成長戦略  概略  

既存製品のシェア拡大  

 品質・技術の訴求  

 付加機能の充実  

 大手企業・大学との連携  

 宣伝広告活動  

 大手顧客との関係強化  

新製品開発  

 設備投資  

 人員体制構築  

 他社連携  

 M&A 

新市場開拓  

 マーケティング活動  

 海外への現地法人設立  

 他社連携  

 M&A 

多角化・新規事業開発  

 マーケティング活動  

 設備投資  

 人員体制構築  

 他社連携  

 M&A 

 

次に中堅企業の成長戦略の類型毎に、どのような知財活動がこれまでの成長戦

略に対して効果を発揮したのかを、公開情報 47を通じて整理した。その結果、中

堅企業の成長戦略を実現する上で、主に権利化を通じて競争優位性を獲得したこ

とが確認された 48。  

  

 
47 成長戦略との関連性を意識した調査を行ったため、 2（１）（ⅰ）で調査した企業と同じ企業の公開

情報を用いて調査を行った。  
48 この公開情報調査の結果から、中堅企業が一定の知財活動を実施しているのではないかとの仮説が

構築されたため、具体的に実施できている部分をできていない部分を把握する目的の設問を問 16～問

20 に設置。また、全社レベルの経営戦略を進める際の知財活用の意向を検証することを目的とした設

問を問 14 に設置。  
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図表  III-9 これまでの成長戦略の類型と対応する知財活動  

 

成長  

戦略  
知財活動  

既存製

品のシ

ェア拡

大  

＜訴求した品質・技術、及び付加機能の知財権取得＞  

 市場浸透を図る領域において、コア技術の改良を継続的に進め、

その成果について特許権を取得  

 代表商材については、統一感のあるネーミングを付して商標登録

を行いブランド化  

＜大手企業・大学と連携した成果物の知財権取得＞  

・  コア技術の更なる進化に向けた大企業大学・企業との共同研究と

当該研究結果の特許権取得  

新製品

開発  

＜投資した設備の知財権取得＞  

 新製品を開発するために新設備を立ち上げ、当該新設備について

特許権取得  

＜他社と連携した成果物の知財権取得＞  

 非製造企業が販売する製品について、製品の製造元と共同開発を

行い、当該製品の特許権取得  

新市場

開拓  

＜海外展開に向けた知財権取得＞  

 英字表記での商標権取得  

 PCT・マドプロを活用した海外展開先での商標権取得  

多角

化・新

規事業

開発  

＜多角化した商品・サービスについて商標権取得＞  

・  多角化に向けて設備を立ち上げ、当該新設備について特許権取得  

＜買収先が有していた未登録のブランド名の商標権取得＞  

・  多角化に向けて M&A（買収）をした際、買収先が有しているブラ

ンド名について、買収元が商標権を取得していなかったことに伴

い、買収後に商標権を取得（買収前は権利が発生していないこと

を確認済）  
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（２）  アンケート調査  

 

 これまでの成長戦略の類型毎の経営課題を調査するため、アンケート調査 49を

実施した。  

その結果、既存製品のシェアを拡大する上で発生した経営課題として、図表Ⅲ-

10 に示す通り、回答のあった 320 者のうち「競合との差異化（54.7%）」が最も

多く、「顧客ニーズの把握（50.3%）」についても同程度の割合が該当した。した

がって、本アンケート調査では、中堅企業が既存製品のシェアを拡大する上では、

「訴求点の明確化 50」に係る課題を解決することが特に重要であることが示唆さ

れた。  

 

図表  III-10 既存製品のシェア拡大に際して発生した経営課題  

 

 

 

また、アンケート調査によれば、新商品開発を行う上で発生した経営課題とし

て、図表Ⅲ-11 に示す通り、回答のあった 68 者のうち「顧客ニーズの把握（66.2%）」

が最も多く、「競合との差異化（64.7%）」についても同程度の割合が該当した。

したがって、本アンケート調査では、中堅企業が新商品を開発する際、生産や販

売等の具体的な事業活動よりも、その前段に位置付けられる「新製品のコンセプ

ト明確化」に係る課題を解決することが特に重要であることが示唆された 51。  

 

 
49 公開情報調査から把握されたアンゾフの成長マトリクスに係る成長戦略の差異を分析する目的の設

問を問 7 に設置。また、成長戦略の類型毎に見られる課題を分析する目的の設問を問 10～ 12 に設置。  
50 顧客のニーズに対して、競合製品等との違いを意識し、自社製品等の優位性を明確化した上でアピ

ールすることを「訴求点の明確化」と表現している。  
51 一般的に、新製品開発のプロセスは①製品コンセプトの開発、②戦略仮説の検討、③製品化、④市

場参入というプロセスで表現されることが多く、本調査研究のアンケート調査結果からは①製品コン

セプトの開発に関する課題感が大きいという示唆が得られたということである。なお、ここで記載し

たプロセスは、グロービス経営大学院編著「グロービス MBA マーケティング [改訂 3 版 ]（ダイヤモン

ド社、 2009 年）を参照している。  

50.3%

54.7%

36.9%

10.9%

22.5%

34.7%

28.1%

17.5%

3.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

顧客ニーズの把握
競合との差異化

⾃社商品・サービスの認知度向上、ブランディング
アイデア創出、創出されたアイデアの絞り込み

事業性の検討、ビジネスモデル開発
⽣産体制の構築

販路獲得
外部からの資源（⼈材、資⾦等）獲得

その他 n=320
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図表  III-11 新商品開発に際して発生した課題  

 

 

 

また、アンケート調査によれば、新市場開拓を行う上で発生した経営課題とし

て、回答のあった 68 者のうち「顧客ニーズの把握（55.9%）」が最も多く、「競合

との差異化（52.9%）」及び「自社商品・サービスの認知度向上、ブランディング

（50.0%）」についても同程度の割合が該当した。したがって、本アンケート調査

では、中堅企業が新市場を開拓する上では、「新市場での優位性を確保するため

の活動」に係る課題を解決することが特に重要であることが示唆された。  

 

図表  III-12 新市場開拓を行う上で発生した経営課題  

 

 

 

また、アンケート調査によれば、多角化に際して発生した経営課題として、図

表Ⅲ-13 に示す通り、回答のあった 41 者のうち「事業性の検討、ビジネスモデル

開発（56.1%）」が最も多い。したがって、本アンケート調査では、中堅企業が多

角化を図る上では、後述する「多角化を成功させるためのビジネスモデル検討」

に係る課題を解決することが重要であることが示唆された。  

  

66.2%

64.7%

41.2%

20.6%

27.9%

36.8%

23.5%

19.1%

1.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

顧客ニーズの把握
競合との差異化

⾃社商品・サービスの認知度向上、ブランディング
アイデア創出、創出されたアイデアの絞り込み

事業性の検討、ビジネスモデル開発
⽣産体制の構築

販路獲得
外部からの資源（⼈材、資⾦等）獲得

その他 n=68
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図表  III-13 多角化に際して発生した経営課題  

 

 

 

（３）  ヒアリング調査  

 

次に、成長戦略の類型毎の経営課題と解決策をヒアリング調査により調査した。 

 

（ⅰ）既存製品のシェア拡大  

 

①仮説の概要  

 

 まず、既存製品のシェア拡大を講じる上での経営課題と解決策を調査した。  

 既存製品のシェア拡大を行う上では、その既存製品における顧客のニーズと自

社の提供価値のすり合わせをしていくと同時に、シェア拡大に耐えうる生産や営

業体制も同時に必要となる。そこで、中堅企業が既存製品のシェアを拡大する上

で想定される課題に係る仮説 52を 3C（Customer, Competitor, Company）の観点で

整理し、当該仮説をヒアリング調査で検証した。以下にイメージ図と仮説の概要

を示す。図表Ⅲ-14 は、既存製品のシェア拡大を行う上で、なるべく競合

（Competitor）は侵入できないが、顧客（Customer）のニーズと自社（Customer）

の提供価値が一致するエリア A を拡大しようと考え、そのための戦略を構築す

るのではないかという仮説のイメージ図である。具体的には、顧客のニーズに対

して、競合との違いを意識した上で、自社の設備増強・業務効率化を図ったり、

サプライヤー全体の優位性を確保したりするのではないかという仮説である。  

 

  

 
52 以降の成長戦略の類型毎に想定される課題に係る仮説はグロービス経営大学院「グロービス MBA
マネジメント・ブック [改訂 3 版 ]（ダイヤモンド社、 2008 年）及びグロービス経営大学院編著「グロ

ービス MBA マーケティング [改訂 3 版 ]（ダイヤモンド社、 2009 年）を参照して構築している  
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図表  III-14 既存製品のシェアを拡大する上で想定される課題のイメージ図  

 

 

 

 

  

Customer

Competitor Company

１．シェア拡⼤に向けた訴求点の明確化

1-2．顧客ニーズの把握

1-1．競合との差異化

２．シェア拡⼤に耐えうる設備増強・業務効率化

2-1．設備投資・デジタル化

Supplier

３．サプライチェーン全体での優位性確保

3-1．サプライチェーン強靭化

A
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図表  III-15 既存製品のシェアを拡大する上で想定される課題に係る仮説  

 

 

 

②－１ 仮説の検証（シェア拡大に向けた訴求点の明確化）  

 

まず、既存製品のシェアを拡大に向けた訴求点の明確化に係る課題を「（A）競

合との差異化」と「（B）顧客ニーズの把握」に分類して調査した。  

 

（A）競合との差異化  

 

「既存製品のシェア拡大に向けた競合との差異化」の課題を細分化して考える

と、主に、「技術力の向上・技術の獲得」「ニーズ対応力の強化」の 2 つに分けら

れる。当該課題の解決策として、アンケート調査では次のようなコメントが得ら

れた。  

 

  

課題

シェア拡⼤に
向けた訴求
点の明確化

競合との
差異化

顧客ニー
ズの把握

技術⼒の向上
技術の獲得

ニーズ対応⼒
の強化

解決策
• 技術系⼈材の採⽤
• 他社からの技術導⼊
• 特殊な設備の導⼊
• ⼈材への投資

• 顧客の不満分析
• 競合製品の分析

顕在化してい
るニーズ収集

潜在化してい
るニーズの収

集

• 顧客訪問・対話

• 商社を介した情報収集

仮説
(a)⾃社内にある技術だけでは厳しいのではない
か︖
(b)⼈材投資に際して、技術⼒向上に貢献した⼈材
への⼤胆な処遇等も検討課題になっているのではな
いか︖
(c)特に下請的な企業の場合マーケティング機能が
脆弱なのでは︖また、マーケティングからブランディン
グへの接続をできていないのでは︖

(a)特に下請的な企業の場合、ニーズ収集活動を
⽇常的に実施する機能がないのではないか︖

シェア拡⼤に
耐えうる設
備増強及び
業務効率化

設備投
資・デジタ

ル化
投資判断 • 検討チーム組成

• 外部コンサルタント活⽤

(a)補助⾦を必要としているのではないか︖
(b)⾦融機関や投資機関から資⾦を引き出すためのストー
リー構築に苦労しているのではないか︖
(c)デジタル化すべき部分の⾒極めに苦労しているのではな
いか︖また、デジタル化の構想はあってもその実現可能性
が不透明なのではないか︖

サプライ
チェーン全体
での優位性

確保

サプライ
チェーン強靭

化

サプライヤーの
⾒極め

下請け企業の
技術⼒強化

垂直統合化

• 外部コンサルタントや⾦
融機関の活⽤

• 下請け企業への技
術⽀援

• リソース導⼊
• （M&A等）

（ａ）⾃社に関連する下請け企業の底上げを図らないと
競争⼒を維持できないのではないか︖
（ｂ）垂直統合化を図る意向はあるものの、そのための
⼿段確保に苦慮しているのではないか︖
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【アンケート調査での自由回答例（競合との差異化】  

課題：技術力の向上・技術の獲得  

＜解決策＞  

 技術系人材の採用  

 他社からの技術導入  

 特殊な設備の導入・活用  

 人材への投資  

 

課題：ニーズ対応力の強化  

＜解決策＞  

 顧客の不満分析  

 競合製品の分析  

 

そこで、上記アンケート結果を踏まえ、中堅企業が競合との差異化を図る上で

の課題が生じる背景や原因について、次のような仮説を構築した。  

 

【競合との差異化を図る上での仮説】  

＜技術力の向上・技術の獲得＞  

（ａ）自社内にある技術だけでは厳しいのではないか？  

（ｂ）人材投資に際して、技術力向上に貢献した人材への大胆な処遇等も検

討課題となるのではないか？  

 

＜ニーズ対応力の強化＞ 

（ｃ）特に下請的な企業の場合、マーケティング機能が脆弱なのではないか？

また、マーケティングからブランディングへの接続をできていないのではない

か？ 

 

（ａ）自社内にある技術だけでは厳しいのではないか？  

 

仮説通り、既存製品のシェア拡大を図る際に自社内の技術だけでは不足がある

という趣旨の課題が複数の企業から聞かれたところである。これを解決するため

の手段として、M&A や業務提携により既存製品のシェア拡大に係る技術力の向

上や獲得を図った例が確認された。  

 



57 
 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜M&A＞  

 自社は競合他社よりも技術力・研究開発力が低いとの課題があった。しか

し、自社が設備投資をしたり、一から研究開発をしたりするのでは、労力・

資金・時間を要するという課題があった。そこで、その競合企業を買収す

ることを決めた。買収により、もともと自社が弱いのではないかと認識し

ていた技術力を補完することができたと考えている。（製造業）  

 

そして、M&A の実行前段階にあたる戦略策定プロセス及び交渉プロセスに

おいて知財部が貢献している例も確認された。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 M&A では経営企画と早期から連携し、対象技術・特許ポートフォリオの分

析・示唆出しに関与する。（製造業） 

 M&A に関しては、買収予定企業の知財デューデリジェンスを通じて、その

企業が有している技術的価値や伸びしろ等を知財観点から整理し、それを

経営企画や事業開発部門に提供するような活動はしてきた。知財デューデ

リジェンスに際して、外部機関からの支援はほとんど受けていない。（製造

業） 

 

また、技術力の向上・技術の獲得に際しては、組織再編や生産拠点の分散等、

自社のみの力で対応した例も複数確認された。組織再編という手段を採用した例

では、組織横断によるシナジー創出を企図した活動が実施されている。生産拠点

の分散という手段を採用した例では、BCP の観点で生産拠点を分散させること

でリスク分散を図る活動が実施されている。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜組織再編＞  

 顧客ニーズの多様化により、「製品売り」から「価値提供」へ比重を移す必

要があった。従来の業界別発想では捉えきれない課題に対応する意図であ

る。約 20 年の 5 セグメント運用により縦割りが固定化し、各部門が自部門

の製品・顧客に固執しがちであった。組織横断のシナジーを促す狙いで組

織を再編した。（製造業）  

＜生産拠点の分散＞  
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 顧客からの信頼を得るため、製品の品質の維持と、問題発生時の迅速な対

応力が重要である。BCP の観点では生産拠点を全国に分散させることで、

大規模災害時に他拠点で代替生産して供給を止めない体制を構築した。（製

造業）  

 

（ｂ）人材投資に際して、技術力向上に貢献した人材への大胆な処遇等も検討課

題となるのではないか？  

 

仮説通り、競合との差異化を図り、シェア拡大に向けた訴求点を明確化する上

では、人材投資に係る課題も発生する例が確認された。具体的には、評価制度の

見直しに係る課題に加え、急激な従業員数増加に伴うガバナンス面の課題につい

ても確認された。なお、ヒアリング調査での言及はなかったが、知財面から貢献

できることとして、職務発明規程の整備・見直し等が解決策の一例として考えら

れる。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜ガバナンス強化＞  

 直近における従業員の増加は、主として新規採用によるものであり、技術

士等の各種資格取得を奨励し、必要な能力を持つ人材を着実に増やしてい

る。急激な従業員数増加に伴うガバナンス面の課題に対しては、研修や e

ラーニングを厚く実施している。（非製造業）  

 

（ｃ）特に下請的な企業の場合、マーケティング機能が脆弱なのではないか？

また、マーケティングからブランディングへの接続をできていないのではない

か？  

 

上述した通り、特にサプライチェーンの中に組み込まれ続けてきた中堅企

業、すなわち下請的な企業については、マーケティング機能が脆弱である旨が

専門家から指摘されている。具体的には、マーケットインではなくプロダクト

アウト型の考え方になっている例も少なくないとのことであり、競合との差異

化を意識した活動へと発展させられていない可能性がある。  

 

【専門家へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 マーケティング機能が弱い印象を持っている。マーケットインの思想で開
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発を行うというスタイルが浸透していないのではないか。特にサプライチ

ェーンの中に組み込まれ続けてきた企業の場合は、次の成長を狙っていく

際に、このような課題にぶつかることが多い。社会の中で何が求められて

いるか、という市場サイドの分析が弱く、技術ありきで製品開発をしてし

まっている。（支援機関）  

 

（B）顧客ニーズの把握  

 

「既存製品のシェア拡大のための顧客ニーズの把握」の課題を細分化して考え

ると、主に、「顕在化しているニーズ収集」「潜在化しているニーズの収集」の 2

つに分けられる。当該課題の解決策として、アンケート調査では次のようなコメ

ントが得られた。  

 

【アンケート調査での自由回答例（顧客ニーズの把握）】  

課題：顕在化しているニーズ収集  

＜解決策＞  

 顧客訪問・対話  

 

課題：潜在化しているニーズの収集  

＜解決策＞  

 商社を介した情報収集  

 

そこで、中堅企業が顧客ニーズを把握する上での課題が生じる背景や原因とし

て、次のような仮説を構築した。  

 

【顧客ニーズを把握する上での仮説】  

（ａ）特に下請的な企業の場合、ニーズ収集活動を日常的に実施する機能がな

いのではないか？ 

 

 ヒアリング調査では、特に中間財を製造する中堅企業において、仮説とは異な

り、むしろ顧客ニーズに応え続け、その対応力を強化したことでシェア獲得に繋

がっているとのコメントが複数確認された。特に、過去に下請企業であった中堅

企業からは、顧客のニーズの先取りや、顧客との共同開発により、単なる下請企

業からの脱却を図った旨のコメントが確認された。したがって、既存製品のシェ
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ア拡大を図るという方向性を採用する限りにおいては、既存顧客のニーズを捕捉

する活動はある程度業務プロセスの中に組み込まれている中堅企業も少なくな

いことが想定される。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜顧客のニーズの先取り＞  

 先代の会長から、単なる下請けからの脱却を目指してきた。下請けを脱却

し、我々が中心となって、可能であればお客様の懐に入り込む開発をする

ことを目指して取り組んできた。技術提案も含め、顧客のニーズを先取り

するような立ち位置を目指した。（製造業）  

 

＜顧客との共同開発＞  

 単なる下請けというより、顧客の御用聞きで、ニーズに合うものを展開し

てきた。顧客と密にやり取りをするスタイルを採っている中で、顧客との

共同開発は多かった。（製造業）  

 

 なお、顧客ニーズの把握に際しては、知財情報を解決している例も確認された。

具体的には、知財情報を分析することによって、顧客ニーズや競合の動向を把握

して、自社が訴求するべき技術の方向性を定めるような活動例が確認されている。 

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 顧客における使用状況や顧客の技術課題を把握することを重視している。

その際、知財情報を用いて営業や開発と課題を推察・整理することで、ソ

リューション提案やロードマップ作成を支援するなど、事業活動と自然に

連動している。コア技術の強みと市場ニーズに即した発明発掘・特許網構

築により、ニッチ領域での優位性確保を下支えしている。（製造業）  

 AI 特許ツールを導入したことで、開発テーマの探索支援（特許出願の増減

から技術トレンドの可視化）、他社動向の把握（出願頻度、発明者から開発

動向の可視化）、知財活動の定量化・競合他社や業界動向との比較を遅延な

く提供することで、迅速かつ正確な意思決定のサポートができるようにな

った。今後も活用の幅を広げていく予定である。AI 特許ツールを使用すれ

ば、発明の要素を羅列して入力するだけである程度合致した結果を出して

くれる。（製造業）  
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また、「ニーズ対応力の強化」に際しては、顧客からすると調達先は自社だけ

ではないため、競合の動向把握を行う必要があり、当該競合の動向調査を知財情

報の調査により実施している例も確認された。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 顧客ニーズを聴き取って開発をしているが、顧客からすると、調達先は弊

社だけではないので、競合を気にしなければいけない。知財部としては特

許の調査を行い、対応をしてきた。（製造業）  

 競合の動向把握という課題に対しては、 J-PlatPat を用いて関連分類から抽

出・整理して解決を図っている。月次で新規出願をレビューし、競合の動

向把握と自社開発の抵触チェックを行っている。（製造業）  

 

②－２ 仮説の検証（シェア拡大に耐えうる設備増強及び業務効率化）  

 

シェア拡大に耐えうる設備増強及び業務効率化に係る課題は「（A）設備投資・

デジタル化」を中心に調査した。  

 

（A）設備投資・デジタル化  

 

アンケート調査によれば、既存製品のシェアを拡大に耐えうる設備増強及び業

務効率化を図る上での課題と解決策として、次のようなコメントが得られている。

具体的には、設備投資・デジタル化をする上での投資判断に関する課題が確認さ

れた。  

 

【アンケート調査での自由回答例（設備投資・デジタル化）】  

課題：投資判断  

＜解決策＞  

 検討チーム組成  

・  外部コンサルタント活用  

 

そこで、中堅企業が設備投資やデジタル化により競合との差異化を図る上での

課題が生じる背景や原因として、次のような仮説を構築した。  

 

  



62 
 

【設備投資やデジタル化を図る上での仮説】  

（ａ）中堅企業は補助金を必要としているのではないか？  

（ｂ）金融機関や投資機関から資金を引き出すためのストーリー構築に苦労し

ているのではないか？  

（ｃ）デジタル化すべき部分の見極めに苦労しているのではないか？また、デ

ジタル化の構想はあってもその実現可能性が不透明なのではないか？  

 

（ａ）中堅企業は補助金を必要としているのではないか？  

 

上述したように、本調査研究で実施した中堅企業等へのヒアリング調査では、

資金調達に関する課題感は調査研究開始当初に想定していたよりも大きくない

傾向が確認されている。そのため、中堅企業向けの補助金が少なく困っていると

のコメントは本調査研究で実施した中堅企業等へのヒアリング調査では、確認さ

れなかった 53。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 M&A 等、シェア拡大に際して大規模な資金を要する場面において、金融機

関からの融資を引き出すための交渉で苦労した印象はない。毎年経営層や

経営企画部門等が金融機関に対して中期経営戦略の説明をしたり、アピー

ルをしたりしている。その中で十分に理解、評価を得られていたと思われ、

あまり苦労した印象はない。（製造業）  

 設備投資に関して資金調達ではそこまで苦労をしていない。運転資金とし

て金融機関から定期的に借りており、その中で上手く運用できている。（製

造業）  

 

（ｂ）金融機関や投資機関から資金を引き出すためのストーリー構築に苦労して

いるのではないか？  

 

 （ａ）と関連して、資金調達に関する課題感は調査研究開始当初に想定してい

たよりも大きくない傾向が確認されており、ヒアリング調査においても、金融機

 
53 あくまでも本調査研究でヒアリング調査の対象となった中堅企業の見解であり、すべての中堅企業

がこの点に関する課題がないと結論付けているわけではない点に留意を要する。またアンケート調査

結果・ヒアリング調査全般について、当該調査の中で確認されなかった課題はすべての中堅企業がこ

の点に関する課題がないと結論付けているわけではない、もしくは当該調査の中で確認された課題は

すべての中堅企業がこの点に関する課題があると結論付けているわけない点に留意を要する。  
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関や投資機関から資金を引き出すためのストーリー構築に苦労している旨のコ

メントは得られなかった。  

 

（ｃ）デジタル化すべき部分の見極めに苦労しているのではないか？また、デ

ジタル化の構想はあってもその実現可能性が不透明なのではないか？  

 

 本調査研究で実施した中堅企業等へのヒアリング調査では、デジタル化すべ

き部分の見極めやデジタル化の実現可能性が不透明であるとのコメントは確認

されなかった。しかし、DX 化に関しては、現場との合意形成に課題があり、

その必要性を継続的に発信することで解決を目指している例が確認された。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 DX は約十年前から業界内で比較的早期に着手し、現在も継続している。ユ

ニコーン型のベンチャー企業等との協業を含め、専任メンバー等が省力化

や工程最適化に資する形で取り組みを進めている。現場の具体的な課題に

即した実装を重視し、単なるスローガンに終わらせない体制を構築してい

るところである。DX は現場にとって手間が増える等との認識から、経営層

と現場で摩擦が生じることも多いが、「DX は必要である」という認識を継

続的に発信し、現場のキャッチアップを支援している。一方で、社長が現

場主義であり、現場が本当に使える DX とは何かの視点を強く持っている

ため、DX 推進部に対しても実効性のある開発を促す形で取り組みを進め

ている。（非製造業）  

 

②－３ 仮説の検証（サプライチェーン全体での優位性確保）  

 

サプライチェーン全体での優位性確保に係る課題は「（A）サプライチェーン強

靭化」を中心に調査した。  

 

（A）サプライチェーン強靭化  

 

アンケート調査によれば、既存製品のシェア拡大を目的としたサプライチェー

ン強靭化を図る上での課題とその解決策として、次のようなコメントが得られて

いる。主に、サプライヤーの見極めや下請け企業の技術力強化、垂直統合化に係

る課題が確認された。  
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【アンケート調査での自由回答例（サプライチェーン強靭化）】  

課題：サプライヤーの見極め  

＜解決策＞  

 外部コンサルタントや金融機関の活用  

課題：下請け企業の技術力強化  

＜解決策＞  

 下請け企業への技術支援  

課題：垂直統合化  

＜解決策＞  

 リソース導入（M&A 等）  

 

そこで、中堅企業がサプライチェーン強靭化を図る上での課題が生じる背景や

原因として、次のような仮説を構築した。  

 

【サプライチェーン強靭化を図る上での仮説】  

（ａ）自社に関連する下請け企業の底上げを図らないと競争力を維持できない

のではないか？  

（ｂ）垂直統合化を図る意向はあるものの、そのための手段確保に苦慮してい

るのではないか？  

 

（ａ）自社に関連する下請け企業の底上げを図らないと競争力を維持できない

のではないか？  

 

 中堅企業等へのヒアリング調査では、自社製品の主な材料を製造している工場

を譲受し競争力を向上している例が確認されたものの、そうでないと競争力が維

持できないとのコメントは確認されなかった。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 自社製品の主な材料を製造している工場を譲り受け、内部に取り込んだと

いう経緯がある。（製造業）  

 

（ｂ）垂直統合化を図る意向はあるものの、そのための手段確保に苦慮している

のではないか？  
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Ⅲ .1.(2)(ⅱ )で述べた通り、M&A の実行前段階にあたる戦略策定プロセス及び

交渉プロセスにおける課題は明示的に挙げられておらず、手段確保という点での

課題は本調査研究におけるヒアリング調査の限りでは確認されなかった。  

 

③課題と解決策  

 

仮説通りのコメントが得られた課題及び解決策と、仮説とは異なるコメントが

得られた課題及び解決策を 3C の観点で整理し、中堅企業がどのように課題を乗

り越えて既存製品のシェアを拡大による成長を図ってきたのかを明らかにした。

以下にイメージ図と課題・解決策の概要を示す。  

なお、仮説構築段階では、「シェア拡大に耐えうる体制構築」の下位レイヤー

である「シェア拡大に耐えうる設備増強及び業務効率化」に関する課題があると

予想された。しかし、ヒアリング調査においては、これらの課題より、「ノウハ

ウ・技術力の獲得」や「安定供給体制の構築」といった「提供体制構築」に関す

る課題の方が「シェア拡大に耐えうる体制構築」の観点で多く聞かれた。また「販

路獲得」に係る課題である「販路開拓」「認知度向上」「ブランディング」に関す

る課題も「シェア拡大に耐えうる体制構築」の観点で多く聞かれた。そこで、提

供体制の構築や販路獲得に関する課題を「シェア拡大に耐えうる体制構築」に関

する課題として上位化し、「シェア拡大に耐えうる設備増強及び業務効率化」は

削除した。  

また、ヒアリング調査においては、「顧客ニーズの把握」に関して「ニーズの

具体化」に関する課題も「ニーズ収集」と同様に聞かれたため、追加をした。  

また、ヒアリング調査においては、サプライチェーン全体での優位性確保に関

する課題は他の課題と比較して大きくなかったため、既存製品のシェア拡大を講

じる上での課題から削除している。  
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図表  III-16 既存製品のシェアを拡大する上で発生する課題のイメージ図  

 

 

 

図表  III-17 既存製品のシェアを拡大する上で発生する課題と解決策  

 

 

Customer

Competitor Company

１．シェア拡⼤に向けた訴求点の明確化

1-2．顧客ニーズの把握

1-1．競合との差異化

２．シェア拡⼤に耐えうる体制構築

2-1．提供体制構築

2-2．販路獲得

A

課題

シェア拡
⼤に向け
た訴求
点の

明確化 顧客
ニーズの

把握

競合と
の差異

化

ニーズ収集

ニーズの
具体化

解決策

(a)商社からの情報収集
(b)顧客訪問・対話
(c)商⽤DB等の活⽤
(d)知財情報活⽤
(a)顧客との共同開発
(b)出向者の派遣
(c)技術連絡会の開催

(a)顧客の不満分析
(b)競合製品の分析
(c)知財情報活⽤

シェア拡
⼤に耐え
うる体制

構築

提供体
制の構

築

ノウハウ・
技術⼒獲

得

安定供給
体制構築

(a)他社及び⼤学との協働、M＆A
(b)組織再編や社内の各事業部の技術
融合による新たな技術開発及び専⾨⼈材
の採⽤

(a)他社への製造委託、M&A
(b)海外⼦会社設⽴、既存設備の能率向
上、製造ラインの増設

(a)業務提携、M＆A

販路獲
得

認知度
向上

ブランディ
ング

(a)宣伝広告活動の強化
(b)特徴的なネーミング付与＋商標権取得
(c)展⽰会の出展

(a)特許権保有のアピール

販路開拓

(a)〜(c)確認されず
(d)企業の知財レベルによって知財情報の活⽤度合いが異なる課題

(a)〜(c)確認されず

(a)最適な協働先・ M＆A先を知財情報の活⽤により探索する例もあるが、企業の知
財レベルによって活⽤度合いが異なる。M&A先の知財体制の整備も課題
(b)確認されず

(a) (b)確認されず
(c)企業の知財レベルによって知財情報の活⽤度合いが異なる課題

左記解決策から派⽣する課題

(a)最適な協働先・ M＆A先を知財情報の活⽤により探索する例もあるが、企業の知
財レベルによって知財情報の活⽤度合いが異なる。M&A先の知財体制の整備も課題

(a)〜(d)確認されず
(e)企業の知財レベルによって知財情報の活⽤度合いが異なる課題

(a)最適な協働先・ M＆A先を知財情報の活⽤により探索する例もあるが、企業の知
財レベルによって知財情報の活⽤度合いが異なる。M&A先の知財体制の整備も課題
(b)確認されず

(a)〜(c)確認されず

(a)確認されず ー︓知財と直接関係なし
ー︓知財と直接関係あり

技術⼒の向上
技術の獲得

ニーズ対応
⼒の強化

(a)技術系⼈材の採⽤
(b)他社からの技術導⼊
(c)特殊な設備の導⼊
(d)⼈材への投資
(e)知財情報活⽤
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③－１ 課題と解決策（シェア拡大に向けた訴求点の明確化）  

 

「シェア拡大に向けた訴求点の明確化」に係る課題は「競合との差異化」及び

「顧客ニーズの把握」に分類される。  

「競合との差異化」については、技術系人材の採用、他社からの技術導入、特

殊な設備の導入、及び人材への投資等により技術力を向上・獲得したり、顧客の

不満分析や競合製品の分析を行ったりすることでニーズ対応力を強化すること

が解決策となる。  

「顧客ニーズの把握」については、商社からの情報収集、顧客訪問・対話、商

用 DB 等の活用により顧客ニーズを収集し、顧客との共同開発、出向者の派遣、

技術連絡会の開催によりニーズの具体化を図ることが解決策の糸口になる。  

なお、知財情報を活用することにより、「競合との差異化」及び「顧客ニーズ

の把握」をする例も確認されたが、企業の知財レベルによって知財情報の活用度

合いが異なるという課題がある。この課題については詳細をⅣ章にて後述する。 

 

③－２ 課題と解決策（シェア拡大に耐えうる体制構築）  

 

「シェア拡大に耐えうる体制構築」に係る課題は「提供体制の構築」及び「販

路獲得」に分類される。  

提供体制の構築については、他社（主に川上・川下、親会社）及び大学との協

働、M&A（主に同業他社、川上企業）に加え、組織再編や社内の各事業部が持つ

技術融合による新たな技術開発及び専門人材の採用により、ノウハウ・技術力を

獲得する例が確認された。また、他社への製造委託や M&A（主に同業他社、川

上企業）を行ったり、既存顧客の海外展開に伴い海外子会社を設立したり、既存

設備の能率向上や製造ラインの増設により安定供給体制を構築する例も確認さ

れた。  

販路獲得については、業務提携や M&A により販路開拓をしたり、宣伝広告活

動の強化や特徴的なネーミングについて商標権を取得することで認知度を向上

したり、特許権を保有していることをアピールすることでブランディングに繋げ

ている例も確認された。  

なお、最適な協働先・ M&A 先を知財情報で探索する例も確認されたが、企業

の知財レベルによって知財情報の活用度合いが異なるという課題がある。また、

M&A 後の PMI や海外展開に係る課題についても上述した課題がある。  
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（ⅱ）新商品開発  

 

次に、新商品開発を講じる上での経営課題と解決策を調査した。  

 

①仮説の概要  

 

新商品開発を行う上での課題に係る仮説は、一般的な新商品開発のプロセス

と照らし合わせて構築した。具体的には、「新製品のコンセプト明確化」に向け

た新製品のコンセプト設計や新製品アイデアのスクリーニング等のフェーズ

と、コンセプト確定後に事業性を評価したり、量産体制を整備したりする等の

「事業確度を高める活動」に係るフェーズ毎に発生する課題について仮説を構

築した。そして、当該仮説をヒアリング調査で検証した。以下にイメージ図と

仮説検証結果の概要を示す。  

 

図表  III-18 新商品開発を行う上で想定される課題のイメージ図  

 

 

 

  

1-2．競合との差異化を意識した開発

新製品アイデアの
コンセプト精査 事業性の評価 ⽣産体制の構築 上市

 着想の経緯
 想定ニーズ
 コア・強み

 市場性
 ビジネスモデル
 事業計画

 ⽣産設備
 協業先

 販路開拓
 PR活動

1-1．新製品のニーズ探索

１．新製品のコンセプトの明確化

2-1．製品化の体制

2-2．新製品のブランディング

２．新製品のビジネスの確度を⾼める活動
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図表  III-19 新商品開発を行う上で想定される課題に係る仮説  

 

 

 

 

②－１ 仮説の検証（新製品のコンセプト明確化）  

 

新製品のコンセプト明確化に係る課題を「（A）新製品のニーズ探索」と「（B）

競合との差異化を意識した開発」に分類して調査した。  

 

（A）新製品のニーズ探索  

 

アンケート調査によれば、コンセプト明確化に向けた新製品のニーズ探索を図

る上での課題と解決策として、次のようなコメントが得られている。主に、新製

品企画体制やニーズ収集手段確保に係る課題が確認された。  

 

  

課題

新製品の
コンセプト
明確化

新製品の
ニーズ探

索

競合との
差異化を
意識した

開発

新製品
企画体制

ニーズ収集
⼿段確保

解決策

• 新製品企画チームの組成
• 営業・マーケティングと研究開

発部⾨の連携
• 新技術導⼊（M&A等）

• 親会社との連携
• 顧客訪問・対話
• 商⽤DB等の活⽤

新製品の
不可価値の

明確化

競争回避

• 単独での技術開発
• 他社・⼤学との連携
• 訴求ポイントの再定義
• 外部環境の調査

• ニッチ分野の探索

仮説

(a)新製品企画体制の組閣が難しいのではないか︖
(b)営業サイドと開発サイドの連携だけでなく、知財部
⾨も関与することが重要課題になっているのではない
か︖

新製品の
事業確度を
⾼める活動

製品化の
体制

⽣産体制

営業体制

• 製造ラインの増設
• 外部委託先の探索

• 営業⼈員への教育
• 展⽰会への出展

(a)⾦融機関や投資機関から設備投資資⾦を引き出
すためのストーリー構築に苦労しているのではないか︖
(b)⽣産委託先との協業に不安があるのではない
か︖
(c)営業⼈員が他者に営業する際のトークスクリプト
が属⼈化しているのではないか︖

新製品の
ブランディン

グ

認知してもらう
場の設計

信頼を⾼める
施策設計

• 宣伝広告活動の強化

• 標準規格の制定

(a)マーケティング機能が脆弱なため、例えばAISAS
モデル等を念頭に置いた施策⽴案をできていないので
は︖
(b)新製品の信頼を⾼めるための施策設計・実⾏を
⼗分にできていないのではないか︖

(a)どの⽅向で開発を進めるか悩む場合も多いのでは
ないか︖
(b)連携先の探索⼿法がわからず、⽴ち⽌まっている
のではないか︖
(c)ニッチ分野は⼩ロットになるので、⼤ロットの定番
品へのシフトも視野に⼊れる必要があるのではない
か︖
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【アンケート調査での自由回答例（新製品のニーズ探索）】  

課題：新製品企画体制  

＜解決策＞  

 新製品企画チームの組成  

 営業・マーケと研究開発部門の連携  

 新技術導入（M&A 等）  

 

課題：ニーズ収集手段確保  

＜解決策＞  

 親会社との連携  

 顧客訪問・対話  

 商用 DB 等の活用  

 

そこで、中堅企業が新製品のニーズ探索をする上での課題が生じる背景や原因

として、次のような仮説を構築した。  

 

【新製品のニーズ探索をする上での仮説】  

（ａ）新製品企画体制の組閣が難しいのではないか？   

（ｂ）営業サイドと開発サイドの連携だけでなく、知財部門も関与すること

が重要課題になっているのではないか？   

 

（ａ）新製品企画体制の組閣が難しいのではないか？   

 

 ヒアリング調査では、新製品企画体制の組閣が難しいとの課題そのものは確認

されなかった。しかし、新商品開発の起点となる部署が定まっていない点や全社

として一元的に顧客ニーズを収集しきれていない点を課題と認識している例は

確認された。つまり、新製品を企画する活動自体は社内に存在するものの、それ

が標準化されておらず、必ずしも組織力を生かした活動にまでは発展させられて

いないという課題が潜在していると考えられる。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜起点となる部署が定まっていない＞  

 精緻なニーズに基づいて確たるコンセプトを設計できているかというと、

そうはなっていない場合もあるかと思われる。現実としては、どこかの部
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署が何らかの目的で新商品の構想を起案して、そこから開発が動き出すと

いうプロセスである。新商品開発の起点となる部署は、これまでは定まっ

ていなかったところがある。その仕組みを整備するべく、現在検討に入っ

ているところでもある。（製造業）  

 

＜全社として一元的に顧客ニーズを収集しきれていない＞  

 新商品開発の場合、特に BtoC だと、世の中的なトレンドや世代による趣向

の違い等を踏まえながら顧客ニーズを取得することが肝要である。当社の

場合、部署ごとに必要な情報を収集しているような形態になっており、全

社として一元的に情報を集約しきれていないという課題がある。例えば、

営業部であれば営業目線での情報収集、研究所であれば研究開発目線での

情報収集というように、部署単位でのニーズ情報収集という形態になって

いる。（製造業）  

 

（ｂ）営業サイドと開発サイドの連携だけでなく、知財部門も関与することが

重要課題になっているのではないか？   

 

知財担当者が自ら出願戦略を構築し、企業の事業価値の向上と競争優位の確立

に貢献したいとのコメントが複数得られた。詳細はⅣ章で後述する。  

 

（B）競合との差異化を意識した開発  

 

アンケート調査によれば、新商品開発に向けた競合との差異化を意識した開発

をする上での課題とその解決策として、次のようなコメントが得られている。主

に、新製品の付加価値の明確化や競争回避に係る課題が確認された。  

 

【アンケート調査での自由回答例（競合との差異化を意識した開発）】  

課題：新製品の付加価値の明確化  

＜解決策＞  

 単独での技術開発  

 他社・大学との連携  

 訴求ポイントの再定義  

 外部環境の調査  
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課題：競争回避  

＜解決策＞  

 ニッチ分野の探索  

 

そこで、中堅企業が競合との差異化を意識した開発をする上での課題が生じる

背景や原因として、次のような仮説を構築した。  

 

【競合との差異化を意識した開発を行う上での仮説】  

＜新製品の付加価値の明確化＞  

（ａ）どの方向で開発を進めるか悩む場合も多いのではないか？  

（ｂ）連携先の探索手法がわからず、立ち止まっているのではないか？  

 

＜競争回避＞ 

（ｃ）ニッチ分野は小ロットになるので、大ロットの定番品へのシフトも視野

に入れる必要があるのではないか？ 

 

（ａ）どの方向で開発を進めるか悩む場合も多いのではないか？  

 

上述したように、新製品開発等の新しい取り組みを行う上では、開発の方向性

の決定を始めとした戦略策定段階で課題がある。  

なお、中堅企業等へのヒアリング調査では、既存事業の範囲内における新製品

開発をする上では、知財情報の活用により競合や顧客ニーズを調査した例は複数

確認されている。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 新製品開発をする上では他社の知財情報を用いて、自社の差別化ポイント

を見つけることがある。具体的には、他社出願に係る特許請求の範囲に記

載されたキーワードから、他社が品質面で重視している傾向を把握してい

る。（製造業）  

 他社の公報を確認し脅威とならないかどうかを検討している。海外の特許

情報も見ているが、現状は日本の競合他社の技術力が高いため、日本企業

の特許情報に気になるものが多い。（製造業）  
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（ｂ）連携先の探索手法がわからず、立ち止まっているのではないか？  

 

 上述したように、M&A や技術提携に係る連携先の探索プロセスにおいて知財

部が貢献する例も確認されているが、現状十分な貢献ができていないとのコメン

トも得られている。  

 また、中堅企業等へのヒアリング調査では、これまで連携先は大企業であった

が、今後は自社よりも規模の小さな企業との連携も強化したいと考えており、金

融機関から連携先を提案してもらうこともあるが、詳細な技術内容まで把握した

提案を受けているわけではないため、連携に至れていないとのコメントも得られ

ている。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 様々な大学と連携している。事業部門や開発部門が主体となって共同開発

を行っている。知財部門は情報共有を得ながらサポートをしている立場で

ある。今後は知財部門が率先して進めたいと考えているが、なかなか現状

はそこまではできていない。（製造業）  

 適切な連携先は日ごろから付き合いのある商社等から情報を得て判断して

いくこともあるだろう。知財部に対して、知財情報からも連携候補を分析

してほしいという話はなかったが、今後はそのような役割を担える方向に

進んでいきたい。（製造業）  

 大手企業であれば、共同研究した結果について特許権を取得しようと連携

先を先導できるだろう。一方で自社は規模が小さく、連携先を先導できる

ノウハウもないため、課題だと認識している。他社と共願した案件は基本

的に共願先である大企業が先導して行ったものである。自社よりも規模の

小さな企業との連携も今後は強化したいと考えている。優れた技術を有す

る中小企業は沢山あるだろう。そのような技術を持つ中小企業とタッグを

組みたいと思うが、見つけるのが難しい。現状金融機関から良さそうな連

携先を提案していただくこともあるが、連携に至ったことはほとんどない。

詳細な技術内容まで把握した上で提案できているわけではないと思われる

ため仕方がないだろう。（非製造業）  
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（ｃ）ニッチ分野は小ロットになるので、大ロットの定番品へのシフトも視野に

入れる必要があるのではないか？  

 

 中堅企業等へのヒアリング調査では、これまでニッチなニーズに対応すること

で競合との差異化を図ってきたとのコメントが得られた。  

なお、ニッチ分野は小ロットになり採算が悪化する懸念も想定されるところ、

製品ポートフォリオの高付加価値製品へのシフトや工程効率化により採算向上

を目指しているとのコメントが得られており、大ロットの定番品へのシフトにつ

いては本調査研究におけるヒアリング調査の限りでは確認されなかった。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 様々な産業・用途で利用されており、品種が多く少量単位での販売が多い

少量多品種な製品となっている。競争力強化に取り組んでおり、製品ポー

トフォリオを高付加価値製品にシフトさせ、事業採算性の改善を図ってい

る。少量多品種の製品は小ロット生産となるが、少量であっても製造には

一定の日数がかかる。そのため、コスト増加につながる部分もある。（製造

業）  

 

②－２ 仮説の検証（新製品の事業確度を高める活動）  

 

また、新製品の事業確度を高める活動に係る課題は「（A）製品化の体制」と

「（B）新製品のブランディング」に分類して調査した。  

 

（A）製品化の体制  

 

アンケート調査によれば、事業確度を高めるための製品化の体制を構築する上

での課題とその解決策として、次のようなコメントが得られている。主に、生産

体制や営業体制に係る課題が確認された。  

 

【アンケート調査での自由回答例（製品化の体制）】  

課題：生産体制  

＜解決策＞  

 製造ラインの増設  

 外部委託先の探索  
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課題：営業体制  

＜解決策＞  

 営業人員への教育  

 展示会への出展  

 

そこで、中堅企業が製品化の体制を構築し事業確度を高める上での課題が生じ

る背景や原因として、次のような仮説を構築した。  

 

【製品化の体制を構築する上での仮説】  

（ａ）金融機関や投資機関から設備投資資金を引き出すためのストーリー構築

に苦労しているのではないか？  

（ｂ）生産委託先との協業に不安があるのではないか？  

（ｃ）営業人員が他者に営業する際のトークスクリプトが属人化しているので

はないか？  

 

（ａ）金融機関や投資機関から設備投資資金を引き出すためのストーリー構築に

苦労しているのではないか？  

 

上述したように、中堅企業は資金調達に関する課題感は調査研究開始当初に想

定していたよりも大きくない傾向が確認されており、ヒアリング調査においても、

金融機関や投資機関から資金を引き出すためのストーリー構築に苦労している

旨のコメントは得られなかった。  

 

（ｂ）生産委託先との協業に不安があるのではないか？  

 

 新製品開発に係る生産委託先との協業については、ヒアリング調査の限りでは

特に大きな課題感を示す意見はなかった。当然、信頼できる委託先の選定等の観

点に留意は必要であるが、中堅企業の場合はそのような活動については一定の経

験もあり、他の課題と比較して大きな課題はなく対応できていると考えられる。

なお、知財という観点では、初期段階で製造委託をする際に、知財関連の内容を

含めた契約や、営業秘密管理で貢献をしている旨のコメントが得られた。  
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【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 委託先に対しては重要な情報を提供することもあるため、信頼できる企業

を厳選している。特に新規開発・製造となると、自社で設備導入をした場

合に、成果としてリターンを得られるかが不透明な場合もあるし、リター

ンを得られるとしても時間を要する場合も少なくない。したがって、初期

段階では製造委託という形式で他社と連携し、軌道に乗って量産化が見え

てきた場合は自社で設備投資をして自前でやっていくという考え方もあ

る。知財的に見ると、初期段階で製造委託をする際に、当然知財関連の内

容を含めた契約や、営業秘密管理の観点も出てくるため、その点は十分に

留意している。契約は知財グループで担当しており、相手方のことを完全

に把握するのは難しいが、把握できる範囲で当社として折り合いを付けら

れるか否かを判断して契約を考えている。（製造業）  

 

（ｃ）営業人員が他者に営業する際のトークスクリプトが属人化しているのでは

ないか？  

 

ヒアリング調査結果によれば、トークスクリプトが属人化していると課題は確

認されなかった。一方、これに関連する内容として、営業が狭い視野でしかニー

ズ収集ができていない点に課題があるとのコメントが得られている。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 営業が中心になって顧客のニーズの把握を行っているが、狭い視野でしか

把握できていないように思っており、この点は課題である。（製造業）  

 

（B）新製品のブランディング  

 

アンケート調査によれば、新製品のブランディングを行い、事業確度を高める

上での課題とその解決策として、次のようなコメントが得られている。主に、認

知してもらう場の設計や信頼を高める施策設計に係る課題が確認された。  

 

【アンケート調査での自由回答例（新製品のブランディング）】  

＜認知してもらう場の設計＞  

 宣伝広告活動の強化  
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＜信頼を高める施策設計＞  

 標準化（標準規格の制定）  

 

そこで、中堅企業が新製品のブランディングにより事業確度を高める上での課

題が生じる背景や原因として、次のような仮説を構築した。  

 

【新製品のブランディングをする上での仮説】  

（ａ）マーケティング機能が脆弱なため、例えば AISAS モデル等を念頭に置

いた施策立案をできていないのではないか？  

（ｂ）新製品の信頼を高めるための施策設計・実行を十分にできていないので

はないか？  

 

（ａ）マーケティング機能が脆弱なため、例えば AISAS モデル等を念頭に置い

た施策立案をできていないのではないか？  

 

 上述したように、BtoB 企業においてはマーケティング機能の脆弱性が指摘さ

れているものの、BtoC 企業である消費財メーカーにおいては、「カスタマージャ

ーニー」の考え方に基づき、消費者に訴求する価値観の変化に対応したとのコメ

ントが得られている。特に BtoC 企業の場合は、ユーザーとの接点も多いことか

らマーケティング機能が重視されていることが示唆されており、中堅企業の中で

も BtoB であるか BtoC であるかによって、マーケティング機能の充実度合いに

差があることが推察される。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 顧客との接点を多様化することによって、体験価値のようなものを得ても

らえる場を設置して消費者に価値に訴求するようにしている。マーケティ

ングの世界で言うところの「カスタマージャーニー」の考え方で、顧客に

自社の価値をまずは知ってもらう機会を設計し、そこからファンになって

もらって最終的には購買、リピーター化へとつなげていくような活動であ

る。（消費財）  

 

 なお、新商品の宣伝広告活動をする上では、特徴的なネーミングを付し、その

ネーミングについて商標権を取得することでブランディングに寄与している旨

のコメントが複数得られている。  
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【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 成長戦略の中で立ち上げた新製品にネーミングを付与し、商標出願も行っ

た。また、デジタル媒体や雑誌掲載、自社サイトでの PR を実施し、短尺動

画で機能を分かりやすく伝えている。これらが認知向上とブランディング

に寄与している。なお、商標は開発担当者がネーミングを検討し、関連部

門と連携した上で出願している。（製造業）  

 商標については、知財部の中には自発的に商標調査を実施して開発部門等

に提供・報告するような活動をしている者もいる。（製造業）  

 

 （ｂ）新製品の信頼を高めるための施策設計・実行を十分にできていないので

はないか？  

 

仮説通り、新製品開発を行い、その新製品に対する信頼を高めるための施策設

計・実行に課題感を有する例が確認された。具体的には、新製品の信頼を高める

評価手法として標準規格を制定し、それをブランディングのツールとして活用す

ることを想定していたものの、ビジネスでの使い方に難しさがあるとのコメント

が得られた。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 ブランディングの材料として標準規格を制定した。評価方法の標準を作る

ことにより、自社製品の性能が確かであることを証明できるようにした。

そして、その方法により基準を満たす他社製品があっても、自社の特許技

術によりブロックできるという２重の壁を作ることを構想していた。しか

し、標準規格を制定できたものの、未だその効果を十分に享受できておら

ず課題である。（製造業）  

 

③課題と解決策  

 

 仮説通りのコメントが得られた課題及び解決策と、仮説とは異なるコメントが

得られた課題及び解決策を一般的な新商品開発のプロセスで整理し、中堅企業が

どのように課題を乗り越えて新商品開発による成長を図ってきたのかを明らか

にした。以下にイメージ図と課題・解決策の概要を示す。  
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図表  III-20 新商品開発による成長を図る際に発生する課題のイメージ図  

 

 

 

図表  III-21 新商品開発をする上で発生する課題と解決策  

 

 

 

③－１ 課題と解決策（新製品のコンセプト明確化）  

 

「新製品のコンセプト明確化」に係る課題は「新製品のニーズ探索」及び「競

合との差異化を意識した開発」に分類される。  

新製品のニーズ探索については、新製品企画チームの組成、社内部門の連携、

1-2．競合との差異化を意識した開発

新製品アイデアの
コンセプト精査 事業性の評価 ⽣産体制の構築 上市

 着想の経緯
 想定ニーズ
 コア・強み

 市場性
 ビジネスモデル
 事業計画

 ⽣産設備
 協業先

 販路開拓
 PR活動

1-1．新製品のニーズ探索

１．新製品のコンセプトの明確化

2-1．製品化の体制

2-2．新製品のブランディング

２．新製品のビジネスの確度を⾼める活動

課題 解決策 左記解決策から派⽣する課題

新製品の
コンセプト
明確化

新製品の
ニーズ探索

競合との
差異化を
意識した

開発

新製品
企画体制

ニーズ収集
⼿段確保

新製品の
不可価値の

明確化

競争回避

新製品の
ビジネスの
確度を⾼
める活動

製品化の
体制

⽣産体制

営業体制

新製品の
ブランディン

グ

認知してもら
う場の設計

信頼を⾼める
施策設計

(a)新製品企画チームの組成
(b)社内部⾨間の連携
(c)新技術導⼊（M&A等）

(a)顧客訪問・対話
(b)商⽤DBの活⽤
(c)知財情報活⽤

(a)単独での技術開発
(b)他社・⼤学との連携
(c)外部環境の調査
(d)知財情報活⽤

(a)ニッチ分野の探索

(a)製造ラインの増設
(b)外部委託先の探索

(a)営業⼈員への教育
(b)展⽰会への出展

(a)宣伝広告活動の強化

(a)標準規格の制定

(a)(b)確認されず
(c)企業の知財レベルによって知財情報の活⽤度合いが異なる課題

(a)標準規格を制定しても標準策定をしてもビジネスでの使い⽅に課題

(a)企画する活動⾃体は社内に存在するものの、それが標準化されていない課題
(b)知財部⾨の関わり⽅に課題
(c)他社と協働・M＆Aする場合はその相⼿を知財情報の活⽤により探索する例
もあるが、企業の知財レベルによって活⽤度合いが異なる。M&A先の知財体制
の整備も課題

(a)ニッチ分野は⼩ロットであるため⼤ロットの定番品へのシフトも課題

(a)営業が狭い視野でしか情報を把握できていない課題
(b)確認されず

(a)〜(c)確認されず
(d)企業の知財レベルによって知財情報の活⽤度合いが異なる課題

(a)(b)確認されず

ー︓知財と直接関係なし
ー︓知財と直接関係あり

(a)確認されず
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新技術導入により体制を構築している例が確認されている。なお、新製品企画チ

ームの組成には社内部門の連携に際しては、知財部が関わりたいと思っているも

のの、多くは実現には至っていないとの課題がある。そして、顧客訪問・対話や

商用 DB・知財情報等の活用によりニーズ収集手段を確保することで、新製品の

ニーズ探索を図っている。  

競合との差異化を意識した開発については、単独での技術開発に加え、他社・

大学との連携を図ったり、外部環境を調査したりすることで、新製品の付加価値

を明確化している例があった。これらに知財情報を活用することもあるが、その

活用度合いには幅がある。またニッチなニーズに対応することで競合との差異化

を図ってきたものの、ニッチ分野は小ロットになり採算が悪化する傾向もあるた

め、今後は製品ポートフォリオの高付加価値製品へのシフトや工程効率化により

採算向上を目指しているとの例も確認された。  

 

③－２ 課題と解決策（新製品の事業確度を高める活動）  

 

「新製品のコンセプト明確化」に係る課題は「製品化の体制」及び「新製品の

ブランディング」に分類される。  

製品化の体制については、製造ラインの増設や外部委託先を探索することで、

体制を構築している。委託先との協業について、知財という観点では、当然知財

関連の内容を含めた契約や、営業秘密管理で貢献をしている旨のコメントが得ら

れた。なお、営業体制については、狭い視野でしかニーズ収集ができていない点

に課題があるとのコメントが得られている。  

新製品のブランディングについては、特徴的なネーミングを付し、そのネーミ

ングについて商標権を取得することでブランディングに寄与した例を複数確認

した。一方で、ブランディングの材料として標準規格を制定したものの、ビジネ

スでの使い方に難しさがあるとのコメントも得られている。  

 

（ⅲ）新市場開拓  

 

 次に、新市場開拓を講じる上での経営課題と解決策を調査した。  

 

①仮説の概要  

 

新市場開拓は、これまで手掛けてきた自社の商材を他市場へ横展開するイメー
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ジであるところ、新市場への提供をまかなうだけの生産・営業体制の増強が必要

である。また、自社からすると新規市場への参入であるために当該市場における

先行者と比べた優位性を見せていく必要がある。そこで、新市場開拓を行う上で

の課題として、主に「開拓先のキャパシティをまかなうための体制増強」と「新

市場での優位性確保」が存在するとの仮説を構築した。そして、ヒアリング調査

を通して、新市場開拓による成長を図る際に想定される課題と解決策の仮説の検

証をした。以下にイメージ図と仮説検証結果の概要を示す。  

 

図表  III-22 新市場開拓を行う上で想定される課題のイメージ図  

 

 

  

既存市場 新市場

⾃社 1-2．販路の獲得

1-1．⽣産体制強化

１．開拓する市場のキャパシティを賄うための体制構築
⽣産 販売

２．新市場で優位性を確保するための活動

2-1．市場の⾒極め

営業

2-2．付加価値の磨き上げと訴求
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図表  III-23 新市場開拓による成長を図る上で想定される課題に係る仮説  

 

 
 

②－１仮説の検証（開拓する市場のキャパシティをまかなうための体制増強）  

 

開拓する市場のキャパシティをまかなうための体制を増強する上での課題を

「（A）生産体制強化」と「（B）販路の獲得」に分類して調査した。  

 

（A）生産体制強化  

 

アンケート調査によれば、開拓する市場のキャパシティをまかなうための生産

体制を強化する上での課題と解決策として、次のようなコメントが得られている。

主に、国内及び海外の生産体制増強に係る課題が確認された。  

 

【アンケート調査での自由回答例（生産体制強化）】  

課題：国内生産体制増強  

＜解決策＞  

 工場増設  

課題

開拓する市
場のキャパを
まかなうため
の体制構築

⽣産体制
強化

販路の
獲得

国内⽣産
体制増強

海外拠点の
確保

解決策

• ⼯場増設
• 関連会社との連携
• 協業先探索、M&A
• サプライヤー探索・確保

• 現地企業との提携

販路開拓に向
けたPR

海外販路の
開拓

• 宣伝広告
• 展⽰会出展

• 現地企業との提携

仮説

(a)⾦融機関や投資機関から資⾦を引き出すためのストーリー
構築に苦労しているのではないか︖
(b)適切な連携策の抽出や連携交渉等において、経験がなく進
め⽅に苦慮することも多いのではないか︖
(c)特に独⽴系の企業だとネットワークに乏しく、商社や⾦融機
関からの紹介等に頼るしかないのでは︖また現地企業との契約
等における法的リスクも課題になるのではないか︖

(a)特にBtoB企業の場合、営業・広報の機能が⼗分ではなく、
効果的な活動をできていないのではないか︖
(b)他社連携の経験が浅く、連携時の留意点を網羅的に認識
できていないのではないか︖

新市場での
優位性を確
保するため

の活動

市場の
⾒極め

顧客の特定

ニーズ具体化

• 親会社の情報活⽤
• 外部コンサルタント活⽤

• 顧客とのタッチポイント拡充
• 情報収集ルート拡充

(a)特に下請的な企業の場合、マーケティング機能が脆弱なの
ではないか︖また、マーケティングからブランディングへの接続を
できていないのではないか︖

付加価値の
磨き上げと

訴求

差異化点の
明確化

ブランディング

• 性能向上
• 市場・競合分析

• 展⽰会出展
• プロモーション活動⾒直し

(a)付加価値となる競合との差異化点を明確化できていないの
ではないか︖

国内販路の
開拓

• 関連会社との連携
• 業務提携、M&A
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 関連会社との連携  

 協業先探索、M&A 

 サプライヤー探索・確保  

 

課題：海外拠点の確保  

＜解決策＞  

 現地企業との提携  

 

そこで、中堅企業が開拓する市場のキャパシティをまかなうための生産体制を

増強する上での課題が生じる背景や原因として、次のような仮説を構築した。  

 

【生産体制を増強する上での仮説】  

＜国内生産体制増強＞  

（ａ）金融機関や投資機関から資金を引き出すためのストーリー構築に苦労し

ているのではないか？  

（ｂ）適切な連携策の抽出や連携交渉等において、経験がなく進め方に苦慮す

ることも多いのではないか？  

 

＜海外拠点の確保＞  

（ｃ）特に独立系の企業だとネットワークに乏しく、商社や金融機関からの紹

介等に頼るしかないのでは？また現地企業との契約等における法的リスクも

課題になるのではないか？  

 

（ａ）金融機関や投資機関から資金を引き出すためのストーリー構築に苦労して

いるのではないか？  

 

上述したように、本調査研究で実施したヒアリング調査の限りでは、中堅企業

の資金調達に関する課題感は調査研究開始当初に想定していたよりも大きくな

い傾向が確認されており、金融機関や投資機関から資金を引き出すためのストー

リー構築に苦労している旨のコメントは得られていない。  
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（ｂ）適切な連携策の抽出や連携交渉等において、経験がなく進め方に苦慮する

ことも多いのではないか？  

 

上述したように、M&A や技術提携に係る連携先の探索プロセスにおいて知財

部が貢献する例も確認されているが、現状十分な貢献ができていないとのコメン

トも得られている。  

 

（ｃ）海外拠点の確保に際し、特に独立系の企業だとネットワークに乏しく、商

社や金融機関からの紹介等に頼るしかないのでは？また現地企業との契約等に

おける法的リスクも課題になるのではないか？  

 

上述したように、海外拠点の確保に際しては、現地の法規制・税制対応、現地

人材の採用・定着、現地パートナーの検討、及び現地のニーズ探索・競合把握に

課題があるとのコメントも得られている。  

 

（B）販路の獲得  

 

アンケート調査によれば、開拓する市場のキャパシティをまかなうために販路

を獲得する上での課題と解決策として、次のようなコメントが得られている。主

に、販路開拓に向けた PR や国内・海外の販路の開拓に係る課題が確認された。 

 

【アンケート調査での自由回答例（販路の開拓）】  

課題：販路開拓に向けた PR 

＜解決策＞  

 宣伝広告  

 展示会出展  

 

課題：国内の販路の開拓  

＜解決策＞  

 関連会社との連携  

 業務提携、M&A 

 

課題：海外の販路の開拓  

＜解決策＞  
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 現地企業との提携  

 

そこで、中堅企業が販路を開拓する上での課題が生じる背景や原因として、次

のような仮説を構築した。  

 

【販路を開拓する上での仮説】  

＜販路開拓に向けた PR＞  

（ａ）特に BtoB 企業の場合、営業・広報の機能が十分ではなく、効果的な活

動をできていないのではないか？  

 

＜販路開拓＞  

（ｂ）他社連携の経験が浅く、連携時の留意点を網羅的に認識できていないの

ではないか？  

 

（ａ）特に BtoB 企業の場合、営業・広報の機能が十分ではなく、効果的な活動

をできていないのではないか？  

 

一例ではあるが、BtoB 企業からは、これまで最終製品を製造していない関係

で、自社の存在をアピールすることが難しいとのコメントが得られている。既存

市場において自社の存在をアピールすることはできても、これまで参入していな

い新市場でアピールしていく際の課題があるものと推察される。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 新市場開拓に際しては、これまで最終製品を製造していない関係で、自社

の存在をアピールすることが難しいという課題がある。（中間財）  

 

（ｂ）他社連携の経験が浅く、連携時の留意点を網羅的に認識できていないので

はないか？  

 

上述したように、販路開拓を目的とした M&A を行った例も確認されたところ、

M&A の実行後の PMI で課題があるとのコメントが複数確認された。  
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②－２ 仮説の検証（新市場での優位性を確保するための活動）  

 

また、新市場での優位性を確保するための活動に係る課題は「（A）市場の見極

め」と「（B）付加価値の磨き上げと訴求」に分類して調査した。  

 

（A）市場の見極め  

 

アンケート調査によれば、優位性を確保可能な市場を見極める上での課題と解

決策として、次のようなコメントが得られている。主に、顧客の特定及びニーズ

具体化に係る課題が確認された。  

 

【アンケート調査での自由回答例（市場の見極め）】  

課題：顧客の特定  

＜解決策＞  

 親会社の情報活用  

 外部コンサルタント活用  

 

課題：ニーズ具体化  

＜解決策＞  

 顧客とのタッチポイント拡充  

 情報収集ルート拡充  

 

そこで、中堅企業が優位性を確保可能な市場を見極める上での課題が生じる背

景や原因として、次のような仮説を構築した。  

 

【市場の見極めを図る上での仮説】  

（ａ）特に下請的な企業の場合、マーケティング機能が脆弱なのではない

か？また、マーケティングからブランディングへの接続をできていないので

はないか？ 

 

上述した通り、特にサプライチェーンの中に組み込まれ続けてきた中堅企

業、すなわち下請的な企業については、マーケティング機能が脆弱である旨が

専門家から指摘されている。  
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【専門家へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 マーケティング機能が弱い印象を持っている。マーケットインの思想で開

発を行うというスタイルが浸透していないのではないか。特にサプライチ

ェーンの中に組み込まれ続けてきた企業の場合は、次の成長を狙っていく

際に、このような課題にぶつかることが多い。社会の中で何が求められて

いるか、という市場サイドの分析が弱く、技術ありきで製品開発をしてし

まっている。（支援機関）  

 

（B）付加価値の磨き上げと訴求  

 

アンケート調査によれば、新市場での優位性確保に向けた付加価値の磨き上げ

と訴求をする上での課題と解決策として、次のようなコメントが得られている。

主に、差異化点の明確化及びブランディングに係る課題が確認された。  

 

【アンケート調査での自由回答例（付加価値の磨き上げと訴求）】  

課題：差異化点の明確化  

＜解決策＞  

 性能向上  

 市場・競合分析  

 

課題：ブランディング  

＜解決策＞  

 展示会出展  

 プロモーション活動見直し  

 

そこで、中堅企業が新市場での優位性確保に向けた付加価値の磨き上げと訴求

をする上での課題が生じる背景や原因として、次のような仮説を構築した。  

 

【付加価値の磨き上げと訴求をする上での仮説】  

（ａ）付加価値となる競合との差異化点を明確化できていないのではないか？ 

 

 ヒアリング調査では競合との差異化点を明確化できていないとのコメントは

本調査研究におけるヒアリング調査の限りでは確認されず、他の課題と比較して

大きな課題にはなっていない可能性も想定される。また、課題としては認識しつ
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つも、それを自力で解決した例も確認されており、例えば競合企業の知財情報の

継続的な調査により新市場開拓が図れたとのコメントが得られた。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 当社はもともと現行の事業とは別業界向けのサプライヤーだった。現行の

事業については他社が特許を出願し尽くしていたが、特許権が切れるタイ

ミングで当社が特許を出願したことが顧客構成の変わる転機となった。知

財情報を継続的に調査してきたからこそ、そうした分かれ目を迎えられた。

（製造業）  

 

③課題と解決策  

 

仮説通りのコメントが得られた課題及び解決策と、仮説とは異なるコメントが

得られた課題及び解決策を「自社」と「市場」の観点で整理し、中堅企業がどの

ように課題を乗り越えて新市場開拓による成長を図ってきたのかを明らかにし

た。以下にイメージ図と課題・解決策の概要を示す。  

 

図表  III-24 新市場開拓による成長を図る際に発生する課題のイメージ図  

 

 
 

既存市場 新市場

⾃社 1-2．販路の獲得

1-1．⽣産体制強化

１．開拓する市場のキャパシティを賄うための体制構築
⽣産 販売

２．新市場で優位性を確保するための活動

2-1．市場の⾒極め

営業

2-2．付加価値の磨き上げと訴求
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図表  III-25 新市場開拓による成長を図る際に発生する課題と解決策  

 

 

 

③－１ 課題と解決策（開拓する市場のキャパシティをまかなうための体制増強） 

 

「開拓する市場のキャパシティをまかなうための体制増強」に係る課題は「生

産体制強化」及び「販路の獲得」に分類される。  

生産体制強化については、工場増設や関連会社との連携や協業先探索及び

M&A 等により国内生産体制を増強する例が確認された。また現地企業との提携

により海外拠点の確保をする例も確認された。  

販路の獲得については、宣伝広告や展示会出展により販路開拓に向けた PR を

行った例が確認された。一方で、どのように PR して良いのかわからず活動でき

ていないとの課題も確認された。また、関連会社との連携や業務提携、M&A に

より国内販路を開拓した例が確認された。また現地企業との提携により海外販路

の開拓を開拓した例が確認された。  

なお、最適な協働先・  M＆A 先を知財情報から探索する例も確認されたが、

企業の知財レベルによって知財情報の活用度合いが異なるという課題がある。ま

た、M&A 後の PMI や海外展開に係る課題についても上述した課題がある。  

 

開拓する市
場のキャパを
まかなうため
の体制増強

⽣産体制
強化

販路の
獲得

国内⽣産
体制増強

海外拠点の
確保

(a)⼯場増設
(b)関連会社との連携
(c)協業先探索、M&A
(d)知財情報活⽤

(a)現地企業との提携

販路開拓に向
けたPR

海外販路の
開拓

(a)宣伝広告
(b)展⽰会出展

(a)現地企業との提携

(a)現地の法規制・税制対応、現地⼈材の採⽤・定着、現地パートナーの検討、及び現地
のニーズ探索・競合把握に課題

新市場での
優位性を確
保するため

の活動

市場の
⾒極め

体制強化

顧客の特定

ニーズ具体化

(a)親会社の情報活⽤
(b)外部コンサルタント活⽤

(a)顧客とのタッチポイント拡充
(b)情報収集ルート拡充

営業体制 (a)関連会社活⽤
(b)営業⼈員の確保

付加価値の
磨き上げと

訴求

差異化点の
明確化

ブランディング

(a)性能向上
(b)市場・競合分析
(c)知財情報活⽤
(a)展⽰会出展
(b)プロモーション活動⾒直し

国内販路の
開拓

(a)関連会社との連携
(b)業務提携、M&A
(c)知財情報活⽤

進捗管理 (a)管理ツール導⼊

(a)(b)どのようにPRして良いのかわからず⼗分な効果を発揮できていない課題

課題 解決策 左記解決策から派⽣する課題

(a)〜(c)確認されず
(d)最適な協働先・ M＆A先を知財情報の活⽤により探索する例もあるが、企業の知財レ
ベルによって知財情報の活⽤度合いが異なる課題。またM&A先の知財体制の整備も課題。

(a)(b)確認されず
(c)最適な協働先・ M＆A先を知財情報の活⽤により探索する例もあるが、企業の知財レベ
ルによって知財情報の活⽤度合いが異なる課題。またM&A先の知財体制の整備も課題。
(a)現地の法規制・税制対応、現地⼈材の採⽤・定着、現地パートナーの検討、及び現地
のニーズ探索・競合把握に課題

(a)(b)確認されず
(c)知財情報の活⽤により市場・競合を分析する例もあるが、企業の知財レベルによって知
財情報の活⽤度合いが異なる課題。

(a)(b)確認されず

(a)(b)確認されず

(a)(b)確認されず

(a)確認されず

(a)(b)確認されず ー︓知財と直接関係しない
ー︓知財と直接関係する
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③－２ 課題と解決策（新市場での優位性を確保するための活動）  

 

「新市場での優位性を確保するための活動」は「市場の見極め」「体制強化」

及び「付加価値の磨き上げと訴求」に分類される。  

市場の見極めについては、親会社の情報活用や外部コンサルタント活用により

顧客を特定し、顧客とのタッチポイント拡充や情報収集ルート拡充によりニーズ

を具体化する例が確認された。  

体制強化については、関連会社の活用や人員を確保したり、進捗管理ツールを

導入したりすることで営業体制を強化する例が確認された。  

付加価値の磨き上げと訴求については、性能向上や市場・競合分析により、差

異化点を明確にした例が確認された。これらを行う上で知財情報を活用する例も

確認されたが、企業の知財レベルによってその活用度合いが異なるという課題が

ある。また、展示会出展やプロモーション活動の見直しによりブランディング活

動を強化した例も確認された。  

 

（ⅳ）多角化・新規事業開発  

 

次に、多角化・新規事業開発を講じる上での経営課題と解決策を調査した。  

 

①仮説の概要  

 

成長戦略のパターンの中でも、この多角化はリスクも多く難易度が高いとされ

ているところ、自社にとっては未知の領域であると言っても過言ではなく、まず

はビジネスモデルとして成立するか否かを検討することが重要である。また、自

社がこれまで手掛けてこなかった領域であることから、そこへ進出する際のリソ

ース面における課題も見過ごすことはできない。  

そこで、多角化という成長戦略を持って活動していく上での課題として、主に

「多角化を成功させるためのビジネスモデル検討」と「多角化に向けたリソース

整備」が存在するとの仮説を構築した。そして、ヒアリング調査を通して、多角

化による成長を図る際に想定される課題と解決策の仮説の検証をした。以下にイ

メージ図と仮説検証結果の概要を示す。  
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図表  III-26 多角化・新規事業開発を行う上で想定される課題のイメージ図  

 

 

 

図表  III-27 多角化・新規事業開発を行う上で想定される課題に係る仮説  

 

 

 
 

 

アイデア創出 初期調査 ビジネスプラン策定 開発 テスト 市場投⼊
• チーム内でのブレスト
（アイディエーション）

• スクリーニング
• 顧客提供価値検討

• ユーザーヒアリング
• 市場・競合調査
• 初期プロト設計

• ビジネスモデル開発
（想定顧客および提
供価値ならびにマネタ
イズの仕組み整理）

• 事業計画策定（中
期的な新事業展開
シナリオ）

• サ ー ビ ス メ
ニューの本格
開発

• トライアル実
施

１ ２ ３ ４ ５ ６

2-2．体制整備

2-1．技術確保

２．多⾓化に向けたリソース整備

1-2．⾃社の強みを活かせる領域の判断

1-1．多⾓化先での具体ニーズ把握

１．多⾓化を成功させるためのビジネスモデル検討

課題

多⾓化を
成功させ
るための
ビジネスモ
デル検討

多⾓化先
でのニーズ

把握

⾃社の
強みを活
かせる領
域の判断

具体ニーズ
収集

解決策

• 顧客候補への訪問・対話
• セレンディピティの追求

ニーズと
シーズの
適合検討

• ⾃社技術の棚卸
• 近接領域での試⾏

仮説

(a)例えばBtoBからBtoCの領域へ多⾓化しようとする
場合、エンドユーザーとの接点がなく、ニーズの把握が難
しいのではないか︖

(a)両利きの経営的な発想が社内にないのではないか︖
(b)そもそも他領域でのニーズを取得できる機会がないの
ではないか︖

多⾓化に
向けた
リソース
整備

技術確
保

体制整
備

不⾜技術
の

特定
• ⾃社技術開発
• 他社技術導⼊

(a)⾃前主義が強く、なかなか他社からの技術導⼊や
M&A等を検討するという判断に進みにくい場合があるの
ではないか︖
(b)他社からの技術導⼊だけではなく、その分野の技術
的専⾨性を有する⼈材の採⽤も課題になるのではない
か︖

営業体制
• 関連会社活⽤
• 営業⼈員の確保
• 販売⼦会社設置

• ⽣産拠点増設
• M&A
• 業務提携

⽣産体制

(a)想定し得る成⻑パターンのうち、最もリスクのある類
型であることから、拠点増設やM&A等に必要な資⾦確
保（⾦融機関によるリスクマネーの供給）に苦労してい
るのではないか︖
(b)連携先の探索⼿法がわからず、⽴ち⽌まっているので
は︖
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②－１ 仮説の検証（多角化を成功させるためのビジネスモデル検討）  

 

多角化を成功させるためのビジネスモデル検討に係る課題は「（A）多角化先で

のニーズ把握」と「（B）自社の強みを活かせる領域の判断」に分類して調査した。  

 

（A）多角化先でのニーズ把握  

 

アンケート調査によれば、ビジネスモデル検討に際し多角化先でのニーズを把

握する上での課題と解決策として、次のようなコメントが得られている。  

 

【アンケート調査での自由回答例（多角化先でのニーズ把握）】  

課題：具体ニーズ収集  

＜解決策＞  

 顧客候補への訪問・対話  

 セレンディピティの追求  

 

そこで、中堅企業が多角化先でのニーズを把握する上での課題が生じる背景や

原因として、次のような仮説を構築した。  

 

【多角化先でのニーズを把握する上での仮説】  

（ａ）例えば BtoB から BtoC の領域へ多角化しようとする場合、エンドユーザ

ーとの接点がなく、ニーズの把握が難しいのではないか？  

 

ヒアリング調査では、仮説通り、BtoB 企業が最終顧客のニーズを収集するの

が難しいとのコメントが得られている。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 BtoB 業界であり、最終顧客のニーズを拾うのが難しいといった課題があ

る。特に最終顧客のニーズを拾う点は直近苦労している。以前は比較的好

意的に情報を教えてくれたが、最近は情報漏洩管理が難しくなり、営業担

当がなかなか簡単に情報を収集できないようである。また消費者からの要

求が多面的で複雑であり、全ての要求にこたえることが難しいという課題

もある。（製造業）  
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 なお、専門家からは、多角化が成功した中堅企業の多くはまずは大企業の下請

企業のような形で始めることが多いとのコメントを得られており、多角化におい

ては特にニーズ把握が重要であることが示唆された。  

 

【専門家へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 例えば、ある電子部品メーカーが相当な資金投入をして医療機器分野に進

出したが失敗した。別の機械メーカーは既存事業で伸び悩んでいたところ、

大手完成品メーカーから声をかけてもらい、その下請事業として新規事業

を始めた。もともとその機械メーカーは自社製品しか製造していなかった

にも関わらず、下請から新規事業を始めることに社長の覚悟を感じた。新

しいことを始めて成功している中堅企業の例は枚挙に暇がない。中堅企業

の社長はダメ元でも大手完成品メーカーのノウハウの獲得を考えている。

多角化が成功した中堅企業の多くはまずは大企業の下請企業のような形で

始めることが多い。（学識経験者） 

 

（B）自社の強みを活かせる領域の判断  

 

アンケート調査によれば、ビジネスモデル検討に際しての課題と解決策として、

次のようなコメントが得られている。  

 

【アンケート調査での自由回答例（自社の強みを活かせる領域の判断）】  

課題：ニーズとシーズの適合検討  

＜解決策＞  

 自社技術の棚卸  

 近接領域での試行  

 

そこで、中堅企業が多角化に際し自社の強みを活かせる領域を判断する上での

課題が生じる背景や原因として、次のような仮説を構築した。  

 

【自社の強みを活かせる領域を判断する上での仮説】  

（ａ）両利きの経営的な発想が社内にないのではないか？  

（ｂ）そもそも他領域でのニーズを取得できる機会がないのでは？   
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（ａ）両利きの経営的な発想が社内にないのではないか？  

 

本調査研究のヒアリング先に限定したものであるが、多角化を重視してきた中

堅企業からは、一つの用途に限定することはリスクを伴う、すなわち両利きの経

営的な発想があるとのコメントが得られている。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 創業者の考えとして一つの用途に限定することはリスクを伴うというもの

があり、昔から様々な領域を手掛けてきた。（製造業）  

 

（ｂ）そもそも他領域でのニーズを取得できる機会がないのでは？  

 

これまで多角化に注力してきた企業からは既存事業で一定のシェアを確保で

きており一定の知名度があるため、むしろ顧客から声をかけてもらえることも多

く、多角化における「具体ニーズ収集」は課題となっていない旨のコメントが得

られた。  

一方、上述したように、今後多角化に注力しようとしている企業においては、

既存領域でのマーケティングとは異なるターゲット分析やチャネル、訴求方法等

が必要になり、その導入や習得に障壁があるというコメントが得られた。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 新たな領域へ進出するとなると、当然競合企業もいる中で当社が提供でき

る価値を見出していかなければならず、その点は苦労した。ただし、当社

は高いシェアを獲得できている領域もあるためか、顧客から声をかけても

らい、こちらの話を聞いてもらえる機会もそれなりには存在していた。こ

れは国内に限らず、海外メーカーにも話をさせてもらう機会はもらえた。

そうすると、新領域であって、業界動向としてどのようなものが要求され

ているかを把握することもできた。それを把握した上で、当社の中でどの

ように実現できるかを、知恵を絞って検討してきたということである。多

角化・新規事業開発を図るにあたって必要となるマーケティング活動とい

う点では、直接ニーズ収集を行うことで対処してきた。（製造業）。  
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②－２ 仮説の検証（多角化に向けたリソース整備）  

 

 多角化に向けたリソース整備に係る課題は「（A）技術確保」と「（B）体制整

備」に分類して調査した。  

 

（A）技術確保  

 

アンケート調査によれば、多角化に向けたリソースを整備するために技術を確

保する上での課題と解決策として、次のようなコメントが得られている。主に、

不足技術の特定に係る課題が確認された。  

 

【アンケート調査での自由回答例（技術確保）】  

課題：不足技術の特定  

＜解決策＞  

 自社技術開発  

 他社技術導入  

 

そこで、中堅企業が多角化に向けた技術を確保する上での課題が生じる背景や

原因として、次のような仮説を構築した。  

 

【技術確保をする上での仮説】  

（ａ）自前主義が強く、なかなか他社からの技術導入や M&A 等を検討すると

いう判断に進みにくい場合があるのではないか？  

（ｂ）他社からの技術導入だけではなく、その分野の技術的専門性を有する人

材の採用も課題になるのではないか？  

 

（ａ）自前主義が強く、なかなか他社からの技術導入や M&A 等を検討するとい

う判断に進みにくい場合があるのではないか？  

 

 ヒアリング調査では、新規事業に係る新たなリソース獲得に際して M&A を通

じて獲得してきたとのコメントが確認された。したがって、あくまでも本調査研

究のヒアリング先から得られた意見の範囲ではあるが、技術獲得の手段として

M&A が念頭にあるものと推察される。一方で、上述したように、M&A の実行後

の PMI で課題があるとのコメントが複数確認された。  
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【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 新規事業に係る新たなリソース獲得に際しては、M&A を通じて獲得してき

た。（製造業）  

 

（ｂ）他社からの技術導入だけではなく、その分野の技術的専門性を有する人材

の採用も課題になるのではないか？  

 

 ヒアリング調査では、新規事業に係る必要な技術開発を内製するにあたり、技

術系人材を外部から獲得したとのコメントが確認された。先に記載した M&A と

同様に、技術獲得の手段として人材採用という方法が念頭にあるものと推察され

る。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 必要な技術開発を内製するにあたり、技術系人材を一部外から獲得した。

人材紹介会社に対して、当社がもとめるスペックを伝え、人材紹介会社を

通じて獲得した。（製造業）。  

 

（B）体制整備  

 

アンケート調査によれば、多角化に向けたリソースを整備するために体制を整

備する上での課題と解決策として、次のようなコメントが得られている。主に、

営業体制及び生産体制の整備に係る課題が確認された。  

 

【アンケート調査での自由回答例（体制整備）】  

課題：営業体制  

＜解決策＞  

 関連会社活用  

 営業人員の確保  

 販売子会社設置  

 

課題：生産体制  

＜解決策＞  

 生産拠点増設  
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 M&A 

 業務提携  

 

そこで、中堅企業が多角化に向けた体制を整備する上での課題が生じる背景や

原因として、次のような仮説を構築した。  

 

【多角化に向けた体制を整備する上での仮説】  

（ａ）想定し得る成長パターンのうち、最もリスクのある類型であることから、

拠点増設や M&A 等に必要な資金確保（金融機関によるリスクマネーの供給）

に苦労しているのではないか？  

（ｂ）連携先の探索手法がわからず、立ち止まっているのでは？  

 

（ａ）想定し得る成長パターンのうち、最もリスクのある類型であることから、

拠点増設や M&A 等に必要な資金確保（金融機関によるリスクマネーの供給）に

苦労しているのではないか？  

 

上述したように、本調査研究で実施した中堅企業等へのヒアリング調査では、

資金調達に関する課題感は調査研究開始当初に想定していたよりも大きくない

傾向が確認されている。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 M&A 等、シェア拡大に際して大規模な資金を要する場面において、金融機

関からの融資を引き出すための交渉で苦労した印象はない。毎年経営層や

経営企画部門等が金融機関に対して中期経営戦略の説明をしたり、アピー

ルをしたりしている。その中で十分に理解、評価を得られていたと思われ、

あまり苦労した印象はない。（製造業）  

 設備投資に関して資金調達ではそこまで苦労をしていない。運転資金とし

て金融機関から定期的に借りており、その中で上手く運用できている。（製

造業）  

 

（ｂ）連携先の探索手法がわからず、立ち止まっているのでは？  

 

 上述したように、M&A や技術提携に係る連携先の探索プロセスにおいて知財

部が貢献する例も確認されているが、現状十分な貢献ができていないとのコメン
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トも得られている。  

 

③課題と解決策  

 

仮説通りのコメントが得られた課題及び解決策と、仮説とは異なるコメント

が得られた課題及び解決策を「多角化を成功させるためのビジネスモデル検

討」と「多角化に向けたリソース整備」の観点で整理し、中堅企業がどのよう

に課題を乗り越えて多角化・新規事業開発発による成長を図ってきたのかを明

らかにした。以下にイメージ図と課題・解決策の概要を示す。  

 

図表  III-28 多角化による成長を図る際に発生する課題のイメージ図  

 

 

 

  

アイデア創出 初期調査 ビジネスプラン策定 開発 テスト 市場投⼊
• チーム内でのブレスト
（アイディエーション）

• スクリーニング
• 顧客提供価値検討

• ユーザーヒアリング
• 市場・競合調査
• 初期プロト設計

• ビジネスモデル開発
（想定顧客および提
供価値ならびにマネタ
イズの仕組み整理）

• 事業計画策定（中
期的な新事業展開
シナリオ）

• サ ー ビ ス メ
ニューの本格
開発

• トライアル実
施

１ ２ ３ ４ ５ ６

2-2．体制整備

2-1．技術確保

２．多⾓化に向けたリソース整備

1-2．⾃社の強みを活かせる領域の判断

1-1．多⾓化先での具体ニーズ把握

１．多⾓化を成功させるためのビジネスモデル検討
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図表  III-29 多角化による成長を図る際に発生する課題と解決策  

 

 

 

③－１ 課題と解決策（多角化を成功させるためのビジネスモデル検討）  

 

「多角化を成功させるためのビジネスモデル検討」に係る課題は「多角化先で

のニーズ把握」及び「自社の強みを活かせる領域の判断」に分類される。  

多角化先でのニーズ把握については、顧客候補への訪問・対話やセレンディピ

ティの追求により、具体ニーズを収集する例が確認された。一方で、今後多角化

に注力しようとしている企業においては既存事業とマーケティング方法が異な

るため「具体ニーズ収集」に課題があり、知財部の関わりも限定的であるという

声も聞かれた。  

自社の強みを活かせる領域の判断については、自社技術の棚卸や近接領域での

試行によりニーズとシーズの適合を検討する例も確認された。  

 

③－２ 課題と解決策（多角化に向けたリソース整備）  

 

 「多角化に向けたリソース整備」に係る課題は、「技術確保」及び「体制整備」

に分類される。  

課題 解決策

(a)(b)今後多⾓化に注⼒しようとしている企業においては既存事業と
マーケティング⽅法が異なるため「具体ニーズ収集」に課題があり、知財部
の関わりも限定的であるという課題

(a)(b)確認されず

左記解決策から派⽣する課題

多⾓化を
成功させ
るための
ビジネスモ
デル検討

多⾓化先
でのニーズ

把握

⾃社の
強みを活
かせる領
域の判断

具体ニーズ
収集

(a)顧客候補への訪問・対話
(b)セレンディピティの追求

ニーズと
シーズの
適合検討

(a)⾃社技術の棚卸
(b)近接領域での試⾏

多⾓化に
向けた
リソース
整備

技術
確保

体制
整備

不⾜技術
の

特定

(a)⾃社技術開発
(b)他社技術導⼊
(c)知財情報活⽤

営業体制
(a)関連会社活⽤
(b)営業⼈員の確保
(c)販売⼦会社設置

(a)⽣産拠点増設
(b)M&A
(c)業務提携
(d)知財情報活⽤

⽣産体制

(a)〜(c)確認されず

(c)他社技術をM&Aや技術提携により導⼊する場合、最適な導⼊先・
M＆A先を知財情報の活⽤により探索する例もあるが、企業の知財レベ
ルによって知財情報の活⽤度合いが異なる課題あり。またM&Aを⾏う際
はM&A先の知財体制の整備も課題。

(d)⽣産体制をM&Aや業務提携により増強する場合、最適な提携先や
M＆A先を知財情報の活⽤により探索する例もあるが、企業の知財レベ
ルによって知財情報の活⽤度合いが異なる課題あり。またM&Aを⾏う際
はM&A先の知財体制の整備も課題。 ー︓知財と直接関係なし

ー︓知財と直接関係あり

(a)〜(c)確認されず
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 技術確保については、自社技術開発や他社技術を導入することで不足技術を特

定する例が確認された。  

 体制整備については、関連会社の活用や営業人員の確保や販売子会社設置によ

り営業体制を構築し、生産拠点の増設や M&A や業務提携により生産体制を構築

する例が確認された。  

 なお、これらを M&A により行う場合、知財情報から候補を抽出したり、提携

先と契約をしたりする際に土地勘がない領域であるため苦労するという課題が

ある。また M&A 後の PMI についても上述した課題がある。  
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IV ．  中堅企業の知財  
 

次に中堅企業の知財の実態把握を実施した。  

 

１．  知的財産の経営活用に関する現状  
 

 中堅企業の知的財産の経営活用に関する現状をアンケート調査及びヒアリン

グ調査により調査した。  

 

（１）  アンケート調査  

 

 知的財産の経営活用の現状を把握するため、経営者が知的財産を全社的な経

営戦略に活用する意向を持っているかについてアンケート調査を実施した。そ

の結果、回答のあった 498 者のうち、半数以上の中堅企業の経営者が「知的財

産を十分に活用できていない」あるいは「活用の必要性を感じていない」と回

答した。  

 特に、「知的財産を全社的な経営戦略の実行に活用したいと考えているが、現

状では活用できていない」とする回答が最も多く、43.0%を占めた。  

 

図表  IV-1 知的財産を全社的な経営戦略の実行に活用しているか  

 

  

 

 次に、業種毎の経営者の知財の経営への活用の意向の違いについて調査をした。

その結果、製造業についても、回答のあった 220 者のうち、4 割以上が「知的財

産を全社的な経営戦略の実行の手段として活用したいができていない（42.9%）」

ことがわかった。また、非製造業のうち技術系の企業も回答のあった 124 者のう

ち約半数が「知的財産を全社的な経営戦略の実行の手段として活用したいができ

ていない（46.0%）」ことがわかった。 

39.6%

43.0%

17.5%
活⽤している

活⽤したいと考えているが活⽤できていない

活⽤する必要はないと考えている
n=498
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一方、非製造業のうち非技術系の企業 54は回答のあった 164 者のうち 3 割以上

が「知的財産を全社的な経営戦略の実行の手段として活用する必要はない

（33.7%）」と考えていた。 

 

図表  IV-2 業種毎の知的財産の経営への活用状況  

 

 

 

（２）  ヒアリング調査  

 

アンケート調査により明らかとなった、約半数の中堅企業等の経営者が「知的

財産を全社的な経営戦略の実行に活用したいと考えているが活用できていない」

ことの理由を、ヒアリング調査により調査した。その結果、知財活動が経営にど

のように活用できるのか具体的なイメージを経営層が十分に持てていないこと

がわかった。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜経営層からのコメント＞  

 ディフェンス（保有すべきものを特許化し、先行ポジションを取るなど）

はしっかりやるという意識が経営層にも浸透している。攻めの知財につい

ては、戦略で「こういうところを攻めていく」という視点を全社としても

っと進めていける余地があると思っている。経営戦略の実行手段として知

財を活用したいが、現状は未活用な部分も多い。コーポレートとしての全

 
54 JSIC（日本標準産業分類）における製造業以外の業種のうち、建設業、情報通信業及び専門・技術

サービス業を技術系、それ以外の業種を非技術系としている  
 

49.1%

34.7%

26.5%

42.9%

46.0%

36.7%

4.0%

17.7%

33.7%

4.0%

1.6%

3.0%
0.00% 10.00% 20.00% 30.00% 40.00% 50.00% 60.00% 70.00% 80.00% 90.00% 100.00%

製造業(n=220)

技術
(n=124)

⾮技術
(n=164)

⾮
製
造
業

活⽤している 活⽤したいができていない 活⽤する必要はない 無回答
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社戦略と知財戦略が十分に紐づいていないため、知財の力を生かして戦略

組成できないか、まだ考える余地がある状況だ。事業戦略への知財活用の

理想は、経営側から「こういう考え方で知財戦略と一致させましょう」と

歩み寄って進めることだと考えているが、現時点ではそこまでできていな

い。（製造業）  

 

＜知財担当者からのコメント＞  

 知的財産については、経営層の中に一部であるが自分事になっていない人

も正直存在するだろう。したがって、経営層全体として知的財産に関する

テーマを進めていこうという機運が非常に高まっているかというと、そこ

には至っていない。（製造業）  

 ガバナンスの観点も含め、経営層は件数を増やす意思を持っていると感じ

る。当方としては中身のない特許件数増ではなく、活用性の高い特許の創

出を重視すべきと考えている。（非製造業）  

 知財担当者が経営層と個別に意見交換をした際には、重要な活動であるか

ら実施した方がよいという意見が多かった。ただし、それを実行していく

際に必要な人員増加の要請を出した場合は、経営層が円滑に動いてくれる

かはわからない。  

 新しい設計技術を見つけたなら保護するという方針は経営陣と共有されて

いるだろう。他方で、経営戦略の中に知財戦略の項目を明示的に組み込む

ところまでは現状至っていない。今後、知財側からさらにアピールし、目

を向けてもらう必要がある。（製造業）  

 正直なところ、なかなか経営戦略に我々の意見を発信できていない。ただ、

経営戦略に則って研究開発をしているので、研究開発に対する守りの知財

はできている。人が足りないのと、能力的に厳しい。市場・技術・事業に

対する理解が必要である。今の人たちは市場動向に対する情報収集力が無

い。また人数がいればよいわけではなく、質が必要である。（製造業）  

  

 

そして、ヒアリング調査から、経営層が知財を経営へ活用する具体的なイメー

ジを持てていない理由として、事業に対する知財活動の貢献を可視化することが

難しいことが挙げられた。さらに、この可視化が十分にできてないために、知財

活動がコストとしてしか見られていない事例もヒアリング調査の中では確認さ

れた。  
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【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 間接部門の合理化のような流れも出てきて、知財部としての活動がやや停

滞したこともある。特に不景気になると、知財活動がコストと見られやす

くなり、保有特許の放棄や、出願の厳選等の話が出てきたこともある。そ

の流れで出願件数が右肩下がりになった時期もあった。（製造業）  

 将来的には知財業務専任者を配置することや、知財部を設立するというこ

とを検討しているが、コスト負担能力の点でハードルがある。売上高が数

千億規模の企業とはコスト負担能力が異なる。知財に注力することをコス

トと捉えるか投資と捉えるかで考えると、自社はコストと捉えてしまう。

知財業務は自社にとって必要不可欠な業務であるが、優先順位を上げられ

ない。（非製造業）  

 経営戦略の中に知財戦略の項目を明示的に組み込むところまでは現状至っ

ていない。今後、知財側からさらにアピールし、目を向けてもらう必要が

ある。（製造業）  

 IP ランドスケープ等の活動を大きく進めていこうとする際に、知財活動と

ROI（Return On Investment：投資利益率）がつながっていることの説明をで

きていない点にも課題を感じている。出願や権利化を増やせば増やすほど

費用がかかるが、それを事業の成長に対してどのようにロジカルに結びつ

けるかを説明できないと、 IP ランドスケープの浸透も図れない。知財への

投資と経営上の効果をロジックツリーで整理して見せていくことが課題で

あり、勉強中でもある。（製造業）  

 

 また、知財担当者は、知的財産を生み出す源泉は社員であり、知的財産を経営

に活用する上では、知財担当者だけではなく他部門の社員と共に知財活動を行う

ことが重要であると考えているものの、経営層以外の開発部門・事業部門等も知

財活動への理解が十分でないと認識している傾向にあることもわかった。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 社内意識・経験の不足で、技術者の多くが特許に縁のない生活を送ってき

た。何が出願対象になるか、という意識が低かった。新規開発に限らず、

特許アイデアは身近にある、ということを、事例をもとに社内で広報して

きた。あの部門・あの内容でも取れるのか、という成功体験を共有して、

経営層含めて心理的ハードルを下げていきたい。（非製造業）  
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 今後、定常的な発明創生活動の仕組み化・サイクル化していきたい。発掘

会を一過性で終わらせないようにしたい。何人かキーパーソンやアイデア

マンがいるので、彼らが起点となって開発側の知財意識の向上を目指した

い。（非製造業）  

 従業員数の増加に伴い、知財の基礎的な認識を全社に浸透させることが重

要課題である。現場は「現場をいかに回すか」に強くフォーカスしている

ため、知見をどう活かすかの観点ではまだまだやるべきことが多い。社内

ホームページ等を通じて知財教育を行い、現場との関係構築を進めている

ところである。統合報告書に知財戦略を掲げたことも、社内理解の促進を

目的としたものである。（非製造業）  

 特許については、積極的かつ戦略的に出願していきたいという考えを持っ

ているが、現場のエンジニアからすると起案が難しかったり、特許請求の

範囲をどのような表現にすればよいか困っていたりする者も多い。適宜知

財部門からのフォローを提供するようにはしているのだが、そのような現

場エンジニアにとっての助けになるようなものがあればよいと感じてい

る。（製造業）  

 権利化や他社調査等、個々の知財活動としてはそれなりにそろってきてい

るので、まずは事業部レベルのレイヤーで知財戦略を俯瞰するような活動

へ昇華させていきたい。（製造業）  

 社内における出願文化の醸成が不十分であり、研究開発費に比して出願件

数が少ないことが課題である。職務発明の補償制度の充実など、社内意識

の向上に取り組んでいる。（製造業）  
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２．  業務体制  
 

 次に、中堅企業の知財活動における業務体制をアンケート調査及びヒアリン

グ調査により調査した。  

 

（１）  アンケート調査  

 

 中堅企業の知財活動に係る組織体制を、アンケート調査により調査した。その

結果、図表 IV-3 に示す通り、これまでに「出願・権利化」を行った経験がある

407 者のうち、約半数が「知的財産活動に特化した部署がある（33.7%）」及び「知

的財産活動に特化した部署はないが、知財業務を専任で行う担当者がいる

（9.8%）」ことがわかった。 

 

図表  IV-3 知財業務体制（「出願・権利化」の経験がある者）  

 

 

 

 

また、知財担当者が他部門と連携して知的財産活動を実施しているか否かを

アンケート調査により調査した。その結果、何らかの知財活動を実施したこと

のある 460 者のうち、3 割以上が「他部門と連携して知的財産活動を行ってい

ない（30.2%）」ことがわかった。  

 

  

33.7%

9.8%

46.7%

9.8%
知的財産活動に特化した部署がある

知的財産活動に特化した部署はないが、知財業務を専任で⾏う担当者がいる

知的財産活動に特化した部署はないが、知財業務を兼任で⾏う担当者がいる

知的財産業務を⾏う担当者はいない
n=407
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図表  IV-4 他部門と連携した知的財産活動の有無（知財活動経験有）  

 

 

 

（２）  ヒアリング調査  

 

 アンケート調査により明らかになった知財業務体制をさらに明確化するため、

知財担当者の人数と職務分担をヒアリング調査により調査した。  

 

（ⅰ）知財担当者の人数  

 

知財担当者の人数、兼務の有無及び状況、ならびに総従業員数に対する知財担

当者の割合を把握するため、ヒアリング調査を実施した。  

その結果、ヒアリング調査を実施した中堅企業においては、知財担当者の人数

は平均 4.5 名であった。知財担当者が専任の場合は平均 5.6 名、兼任の場合は平

均 2.0 名であった。総従業員数に対する割合としては、従業員 1,000 名あたり 4.1

名である。  

なお、製造業に特化して算出をすると、知財担当者の人数は平均 5.2 名であっ

た。専任の場合は平均 5.8 名、兼任の場合は平均 2.3 名である。総従業員数に対

する割合としては、従業員数 1,000 名あたり 4.6 名である。  

 

  

69.8%

30.2%
他部⾨と連携して知的財産活動を⾏っている

他部⾨と連携して知的財産活動を⾏っていない

n=460
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図表  IV-5 知財担当者の人数の内訳（製造業）  

 

 

 

また、技術系の非製造業に特化して算出をすると、平均 2.7 名であった。専任

の場合は平均 4.3 名、兼業の場合は平均 1.5 名である。総従業員数に対する割合

としては、従業員数 1,000 名あたり 2.2 名である。非技術系の非製造業について

は 0 名であった。  

 

図表  IV-6 知財担当者の人数の内訳（技術系の非製造業）  

 

 

 

10⼈以上
15%

5⼈以上10⼈未満
27%

4⼈
15%

3⼈
8%

2⼈
11%

1⼈
8%

4⼈
4%

2⼈
8%

1⼈
4%

専任者
85%

兼任者
15%

n=26

5⼈
16%

4⼈
33%2⼈

17%

1⼈
17%

0⼈
17%

専任者
50%

兼任者
33%

担当者なし
17%

n=6
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なお、中小企業においては、兼任の担当者が「1 人」の企業は 61.8%、「2 人」

の企業は 16.4%であり、専任の担当者が「いない」企業が 68.3%、「1 人」が 24.8%

である 55。  

 

（ⅱ）知財担当者の職務分担  

 

ヒアリング調査では、知財担当者の職務分担の把握も試みた。その結果、中堅

企業においては、複数の知財担当者がいても、分野や業務によって担当が細かく

分かれておらず、限られた人数の中で全員があらゆる知財業務に関与しているケ

ースが複数確認された。  

一方で、大企業の知的財産担当者は知的財産部を専任とし、特許や商標、或い

は出願や係争など、分野や業務によって担当が分かれている傾向にある 56ことか

らも、中堅企業においては、知的財産担当者に求められるスキルとして、幅広い

業務領域をカバーする対応力や柔軟性が重視されるものと推察される。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 人員はフィールドごとにおおよその主担当が分かれる一方、固定的な職務

分業（権利化専任、係争専任など）を図っている訳ではない。全員が一連

の業務を幅広く担当する。（製造業） 

 知財チームは少人数（5 名未満）であるが、全社の知的財産を横断的に担

当し、各種契約、著作権関連、営業秘密の取り扱いまで包含している。

（非製造業） 

 知財部門は 9 名体制になっている。出願担当、契約担当というような分担

をしているわけではなく、各人に機種を紐づけて、その機種に関する一連

の知財業務をそれぞれが担っている。知財業務の工程で分担をしてしまう

と、前後関係の情報が途絶えてしまい、例えば正確な出願・権利化を図れ

なくなる等のリスクがある。そのため、当該機種の知財業務について各人

が最初から最後まで担当するというスタイルを採用した。（製造業）  

 知財室では、本体と関係会社を含めた知的財産全般について、出願・権利

 
55 特許庁「「中小企業の知的財産活動に関する基本調査」報告書 III .  出願実績のある中小企業の知的

財産活動実態調査」（ 2019 年）  
https://www.jpo.go.jp/resources/report/chiiki-chusho/document/report_chusho_chizai/honpen_3-2.pdf [最終ア

クセス日： 2026 年 2 月 19 日 ] 
56 JETRO「総論：中小企業が抱える知的財産の課題と海外市場での知財保護の現状」（ 2025 年 9 月 11
日）  
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2025/0701/e6748d801074dd19.html [最終アクセス日： 2026
年 1 月 15 日 ] 
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化、維持管理等を行っている。特許に限らず商標も担当している。（製造業） 

 知財担当者は基本的には同様の役割を担っている。（製造業） 
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３．現状の知財活動  
 

中堅企業の現状の知財活動についてアンケート調査及びヒアリング調査によ

り調査した。 

 

（１）  アンケート調査  

 

本調査研究で実施したアンケート調査によれば、これまでに「出願・権利化」

を実施した企業は 514 者のうち 79.6%であった。一方「知財情報を用いた自社・

他社・市場状況等の分析（35.4%）」、「事業戦略・共創戦略への知財の活用（23.5%）」、

及び「知財情報の開示（統合報告書等）（16.9%）」」は半数以上の企業が実施した

ことがないことがわかった。 

 

図表  IV-7 これまで実施してきた知的財産活動  

 

 

 製造業については、回答のあった 220 者のうちほぼ全ての企業がこれまでに

「出願・権利化（97.3%）」を実施した経験があることがわかった。また 220 者の

うち 6 割以上が「知財情報を用いた自社・他社・市場状況等の分析（60.9%）」を

実施した経験があるものの、「事業戦略・共創戦略へ知財を活用（36.8%）」まで

実施した企業は 4 割に満たないことがわかった。  

 

  

79.6%

51.2%

64.8%

55.1%

27.0%

35.4%

23.5%

16.9%

2.5%

14.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

出願・権利化
侵害予防調査

知財関連の契約
知財関連の体制・規定
知的財産の訴訟対応

知財情報を⽤いた⾃社・他社・市場状況等の分析
事業戦略・共創戦略への知財の活⽤
知財情報の開⽰（統合報告書等）

その他
実施していない n=514
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図表  IV-8 製造業がこれまで実施してきた知的財産活動  

 

 

 

 技術系の非製造業については、回答のあった 124 者のうち約 8 割が「出願・

権利化（78.2%）」を実施した経験があることがわかった。また「知財情報を用

いた自社・他社・市場状況等の分析（24.2%）」及び「事業戦略・共創戦略へ知

財を活用（18.5%）」まで実施できている企業は 124 者のうち約 2 割であること

がわかった。  

 

図表  IV-9 技術系の非製造業がこれまで実施してきた知的財産活動  

 

 

 

 非技術系の非製造業については、164 者のうち約 6 割が「出願・権利化（59.8%）」

を実施した経験があることがわかった。また「知財情報を用いた自社・他社・市

場状況等の分析（11.0%）」及び「事業戦略・共創戦略へ知財を活用（10.4%）」ま

で実施できている企業は約 1 割である。  
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知財関連の契約

知財関連の体制・規定

知的財産の訴訟対応

知財情報を⽤いた⾃社・他社・市場状況等の分析

事業戦略・共創戦略への知財の活⽤

知財情報の開⽰

その他

特になし n=220
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知財情報の開⽰

その他

特になし n=124
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図表  IV-10 非技術系の非製造業がこれまで実施してきた知的財産活動  

 

 

 

（２）  ヒアリング調査  

 

アンケート調査の結果から、現状中堅企業が十分に実施できていないことが予

想された出願戦略と事業戦略・共創戦略への知財の活用（ IP ランドスケープ）に

ついて、ヒアリング調査によりその実態把握を行った。  

 

（ⅰ）出願戦略  

 

図表Ⅳ -7 より、これまで「出願・権利化」を実施した企業は 514 者のうち約 8

割であるところ、これと比べると事業戦略・共創戦略に対して知財を活用できて

いる割合は少ない。  

そこで、ヒアリング調査を通じて、単なる出願・権利化の手続きに留まらず、

知財担当者を起点として事業戦略を見据えた戦略的な出願・権利化を行えている

かどうかを調査した。その結果、ヒアリング対象の 40 者のうち少なくとも 15.0%

の企業は知財担当者を起点とした戦略的な出願・権利化を行えていないことがわ

かった。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 現状は研究・設計からのボトムアップであり、現場知見の知財化は限定的

である。（非製造業）  

 今は特許出願自体の取組はあるが、戦略的な思想に基づくものにはなって

いない。（製造業）  

59.8%

18.9%

36.6%

21.3%

8.5%

11.0%

10.4%

5.5%

1.8%

32.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

出願・権利化

侵害予防調査

知財関連の契約

知財関連の体制・規定

知的財産の訴訟対応

知財情報を⽤いた⾃社・他社・市場状況等の分析

事業戦略・共創戦略への知財の活⽤

知財情報の開⽰

その他

特になし
n=164
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 現状は研究開発起点の出願が中心である。特許明細を作成する過程で、研

究者のアイデアや技術が言語化・構造化され、顧客への説明や自社内での

ブラッシュアップに資するというメリットがある。（非製造業）  

 特許については、積極的かつ戦略的に出願していきたいという考えを持っ

ているが、現場のエンジニアからすると起案が難しかったり、特許請求の

範囲をどのような表現にすればよいか困っていたりする者も多い。適宜知

財部門からのフォローを提供するようにはしているのだが、そのような現

場エンジニアにとっての助けになるようなものがあればよいと感じてい

る。（製造業）  

 

（ⅱ）事業戦略・共創戦略への知財の活用  

 

経営判断を迅速・的確に行うには、自社・他社の強みや弱み等、根拠となる客

観的な情報が不可欠である。その点、公開情報たる知財情報等を活用して行う IP

ランドスケープは、経営判断に資する取組の 1 つになり得るものであり 57、事業

戦略に直接貢献を可能な重要な知財活動である。しかし図表Ⅳ -7 に示すように、

これまで「事業戦略・共創戦略への知財の活用」を実施した企業は約 2 割しかお

らず、実施をするにはハードルが高いことが予想される。  

そこで、アンケート調査でこれまでに「事業戦略・共創戦略への知財の活用」

を実施したと回答した企業に対して、実現できた理由をヒアリング調査した。そ

の結果、もともと経営層が知財への造詣が深かったためにトップダウンで実施に

至ったパターンと、主に知財担当者が起点となり経営層に IP ランドスケープの

重要性を理解してもらうことで実現に至ったパターンがあることがわかった。  

 

中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 トップ（社長）が知的財産の知識を豊富に持っていて、知財活動に対する

理解も有していた。トップダウンで意思決定を実施し、下まで伝わってい

たので、少人数だが知財活動をやりやすい体制だった（製造業）  

 

  

 
57 特許庁「経営戦略に資する IP ランドスケープ実践ガイドブック」（ 2024 年）  
https://www.jpo.go.jp/support/example/ip-landscape-guide/document/index/all_guidebook.pdf [最終アクセス

日： 2026 年 2 月 20 日 ]  
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４．今後実施・強化したい知財活動  
 

 中堅企業が今後実施・強化したい知財活動をアンケート調査及びヒアリング調

査により調査した。  

 

（１）  アンケート調査  

 

本調査研究で実施したアンケート調査によれば、回答のあった 514 者のうち今

後「出願・権利化（44.7%）」を実施・強化したいと考えている知財担当者が最も

多い。そして、「出願・権利化」に次いで、3 割以上の知財担当者が「事業戦略・

共創戦略への知財の活用（32.3%）」を実施・強化したいと考えていることがわか

った。 

 

図表  IV-11 今後実施・強化したい知的財産活動  

 

 

 

なお、図表 IV-12 に示す通り、回答のあった 514 者のうち 158 者が今後実施・

強化したい知財活動は特にないと回答しているところ、そのうちの半数以上が非

技術系の非製造業であった。  

 

  

44.7%

25.7%

23.9%

17.7%

8.0%

30.5%

32.5%

9.1%

1.9%

30.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

出願・権利化
侵害予防調査

知財関連の契約
知財関連の体制・規定
知的財産の訴訟対応

知財情報を⽤いた⾃社・他社・市場状況等の分析
事業戦略・共創戦略への知財の活⽤
知財情報の開⽰（統合報告書等）

その他
特になし n=514
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図表  IV-12 今後実施・強化したい知的財産活動がない者の内訳  

 

 

 

次に業種毎に今後実施・強化したい知財活動を調査した。 

その結果、製造業については、「出願・権利化」を今後実施・強化したい者が

回答のあった 220 者のうち最も多く、61.4%であった。そして、220 者のうち約

半数が「知財情報を用いた自社・他社・市場状況等の分析（49.5%）」と「事業戦

略・共創戦略への知財の活用（44.1%）」を実施したいと考えていることがわかっ

た。 

 

図表  IV-13 製造業が今後実施・強化したい知財活動  

 

 

 

技術系の非製造業についても「出願・権利化」を今後実施・強化したいと考え

る知財担当者が 124 者のうち最も多く、45.2%であった。そして、124 者のうち

15.8%

27.8%56.3%

製造業

⾮製造業（技術系）

⾮製造業（⾮技術系）

n=158

61.4%

38.2%

28.2%

21.4%

14.1%

49.5%

44.1%

14.5%

2.7%

11.4%
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侵害予防調査

知財関連の契約

知財関連の体制・規定

知的財産の訴訟対応

知財情報を⽤いた⾃社・他社・市場状況等の分析

事業戦略・共創戦略への知財の活⽤

知財情報の開⽰

その他

特になし n=220
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3 割以上が今後実施・強化したい知財活動は「特にない（35.5%）」と考えている

ことがわかった。 

 

図表  IV-14 技術系の非製造業が今後実施・強化したい知財活動  

 

 
 

非技術系の非製造業については、回答のあった 164 者のうち半数以上の企業が

今後実施・強化したい知財活動は「特にない（54.3%）」と考えていることがわか

った。 

 

図表  IV-15 非技術系の非製造業が今後実施・強化したい知財活動  
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（２）ヒアリング調査  

 

 アンケート調査の結果、今後実施・強化したい知財活動の上位 2 つとして挙が

った「出願・権利化」「事業戦略・共創戦略への知財の活用」それぞれについて、

具体的にどのような活動を行いたいのかをヒアリング調査により調査した。 

 

（ⅰ）出願・権利化  

 

図表 IV-11 に示す通り、今後実施・強化したい知財活動として最も多い「出願・

権利化」について、知財担当者が具体的にどのように取り組んでいきたいのかヒ

アリング調査した。その結果、知財担当者が他社の知財戦略を分析し、事業部門・

開発部門とその分析結果を共有しながら両者で戦略的に出願領域を特定してい

くことで、より強固な参入障壁を構築し、企業の事業価値の向上と競争優位の確

立に貢献したいと考えていることがわかった。 

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 特許については、積極的かつ戦略的に出願していきたいという考えを持っ

ているが、現場のエンジニアからすると起案が難しかったり、特許請求の

範囲をどのような表現にすればよいか困っていたりする者も多い。適宜知

財部門からのフォローを提供するようにはしているのだが、そのような現

場エンジニアにとっての助けになるようなものがあればよいと感じてい

る。（製造業）  

 経営者からは方針が出されていないところ、知財グループ起点で戦略的な

特許出願・権利化を図っていくことも考えている。今は特許出願自体の取

組はあるが、戦略的な思想に基づくものにはなっていない。技術者の起案

を受けて出願している、という形態に近い。そうではなくて、戦略的に権

利化を図る領域を定めて注力していくとか、他社の知財戦略を分析して技

術者ともその情報を共有しながら戦略的に特許で押さえるべき領域を特定

していく等の動きを、知財グループ起点で提案していかなければならな

い。（製造業） 
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（ⅱ）事業戦略・共創戦略への知財の活用  

 

 図表 IV-11 に示す通り、今後実施・強化したい知財活動として「出願・権利化」

に次いで多い「事業戦略・共創戦略への知財の活用」について、知財担当者が具

体的にどのように取り組んでいきたいのかヒアリング調査した。その結果、多く

の知財担当者が、守りの知財から攻めの知財へと活動範囲を転換・拡張すること

で、知財担当者が経営活動や事業活動における重要な意思決定に積極的に関わり、

これらの活動に貢献をしていきたいと考えていることがわかった。そしてそのた

めに、経営戦略に使える知財情報を提供してきたいと考えていることがわかった。 

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 これまで守りの知財活動しかできていなかったが、今後の企業活動を考え

ると売上・事業の拡大が経営課題としてある。知財として直接的に、目に

見える貢献をしていきたいという想いがある。そこを攻めとしてやって

（製造業）  

 IP ランドスケープ等の知財インテリジェンスに取り組み、「守り中心から

攻めにも活用したい」との意向はある。（製造業）  

 展望としては、知財組織を大きくし、権利化中心から調査・分析等の機能

を広げることで組織拡充を図りたい。それにより経営層への提案がしやす

くなり、守りの知財から攻めの知財へと活動範囲を拡張していきたいとい

う目標である。（製造業） 

 経営戦略と知財戦略は整合していなければならず、引っ張り合いになって

はいけない。シナジー効果を狙うために経営戦略に資する知財戦略を立て

ていこうとしている。「使える」知財情報の提供を掲げているが、これは

事業部だけでなく経営層もターゲットである。経営層が欲しいだろうと思

われるデータを（事業部を介することもあるが）提供することを想定して

いる（製造業） 
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５．現状の知財活動における課題  
 

現状の知財活動における課題をヒアリング調査により調査した。  

 

（１）  ヒアリング調査  

 

 将来中堅企業が「出願戦略」「事業戦略・共創戦略への知財の活用」「M&A 後

の買収先との知財シナジー発揮」が実現する上での課題をヒアリング調査により

調査した。  

 

（ⅰ）出願戦略  

 

アンケート調査及びヒアリング調査から、アンケート調査先の知財担当者の約

半数が今後「出願・権利化」を実施・強化したいと考えているものの、現状知財

担当者を起点とした戦略的な出願・権利化を行えていないケースもあることがわ

かった。そこで、知財担当者が戦略的な出願・権利化を行えていない理由を調査

した。  

ヒアリング調査の結果、他社特許の調査業務や出願・権利化業務を始めとした

定常業務に時間を要しており出願戦略を構築するリソースが足りていないこと

がわかった。また、これに起因して定常業務以外である出願戦略の構築に必要な

分析スキルや戦略立案スキルを業務の中で習得できていないことがわかった。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 大企業のような潤沢な規模ではないので、基本的には日常業務に追われて

おり、その中で新しい取組に割けるリソースをなかなか確保できない。（製

造業）  

 知財管理グループの現業が重く、新たな分析業務を上乗せする余力が限定

的である（製造業）  

 出願戦略を立案したいが、その余力がない上に出願戦略の立案方法がわか

らない（製造業）  

 

そこで、定常業務について具体的にどのような業務に時間を要するのかをヒ

アリング調査によって把握した。その結果、特に調査業務や書類作成業務に時

間がかかることがわかった。  
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【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 調査業務が最も大変である。特に海外特許調査は時間がかかる点に加え、

調査結果の読み解き方や解釈の仕方が難しい。（製造業）  

 負担が大きい業務は、侵害予防調査において、最終的に他社特許と当社技

術を 1 対 1 で比較検討する作業である。これは非常に時間がかかる業務で

ある。研究者には、見落としを防ぐためのポイントを指導しているが、研

究者によって非常に慎重に確認する人もいれば、大まかに済ませる人もい

る。この作業は、クレームを紙で印刷するかディスプレイに投影して確認

せざるを得ない。他社特許の絞り込みについては、キーワード検索で抽出

している。（製造業）  

 J-PlatPat を用いて関連分類から抽出・整理し、競合の動向把握と自社開発

の抵触チェックを行っている。調査・解釈は手間と時間を要する点が課題

である。（製造業）  

 引例の解析などは負荷が大きい業務である。特に多くの引例が引かれてい

る場合、全てを読み込むことは大変であるため、AI に要約させるなどの工

夫は行っている。（製造業）  

 

リソース確保やスキル習得を図るには、知財担当者を増員したり、分析ツール

を導入したりする解決策がある。しかし、そのためには経営層から予算や人材を

割り当ててもらう必要があるものの、経営層を始めとして知財担当者以外の全社

員が、知財活動が経営にどのように貢献できるのか具体的なイメージを十分に持

てておらず、その実現には至っていないという課題があることがわかった。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 知的財産については、経営層の中に一部であるが自分事になっていない人

も正直存在するだろう。したがって、経営層全体として知的財産に関する

テーマを進めていこうという機運が非常に高まっているかというと、そこ

には至っていない。（製造業）  

 ガバナンスの観点も含め、経営層は件数を増やす意思を持っていると感じ

る。当方としては中身のない特許件数増ではなく、活用性の高い特許の創

出を重視すべきと考えている。（非製造業）  

 個別に意見交換をした際には、重要な活動であるから実施した方がよいと

いう意見が多かった。ただし、それを実行していく際に必要な人員増加の
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要請を出した場合は、経営層が円滑に動いてくれるかはわからない。知的

財産については、一部であるが自分事になっていない人も正直存在するだ

ろう。したがって、経営層全体として知的財産に関するテーマを進めてい

こうという機運が非常に高まっているかというと、そこには至っていない

印象である。（製造業）  

 新しい設計技術を見つけたなら保護するという方針は経営陣と共有されて

いるだろう。他方で、経営戦略の中に知財戦略の項目を明示的に組み込む

ところまでは現状至っていない。今後、知財側からさらにアピールし、目

を向けてもらう必要がある。（製造業）  

 正直なところ、なかなか経営戦略に我々の意見を発信できていない。ただ、

経営戦略に則って研究開発をしているので、研究開発に対する守りの知財

はできている。人が足りないのと、能力的に厳しい。市場・技術・事業に

対する理解が必要である。今の人たちは市場動向に対する情報収集力が無

い。また人数がいればよいわけではなく、質が必要である。（製造業）  

 

（ⅱ）事業戦略・共創戦略への知財の活用  

 

図表  IV-11 に示す通り、今後実施・強化したい知財活動について、3 割以上の

知財担当者が「事業戦略・共創戦略への知財の活用」を実施したいと考えている。

しかし、図表 IV-7 に示す通り、これまで「事業戦略・共創戦略への知財活用」

を実施した企業は約 2 割である。そこで「事業戦略・共創戦略への知財活用」を

実施する上での課題を把握するため、ヒアリング調査を行った。  

その結果、出願戦略の策定における課題と同様に、定常業務に時間がかかるた

めに、 IP ランドスケープを実施するリソースが足りていないこと、及び IP ラン

ドスケープの分析手法や経営層・事業部門への分析結果の見せ方を始めとした IP

ランドスケープのスキルを知財担当者が得られていないという課題があること

がわかった。そして、その背景として、出願戦略の策定における課題と同様に、

経営層を始めとして知財担当者以外の全社員が、知財活動が経営にどのように貢

献できるのか具体的なイメージを十分持てていないことがあるとわかった。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 IP ランドスケープの実施に際しては、その分析手法や経営層・事業部門へ

の見せ方にも課題感を持っている。正直、まだ IP ランドスケープを習得し

きれていない。当社の場合、まだ経営層が IP ランドスケープ自体を認識し
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きれておらず、知財部としても伝えきれていない。このあたりの意識統一

から始めていかなければならない。（製造業）  

 当社のこれまでの知見と別領域へ進出していこうとすると、その領域でレ

ッドオーシャンになっていないような部分を見つける点と、当社の技術を

そこでどのように活かせるのかという点（既存技術と当社技術を組み合わ

せることで新たな価値を創出できないかを検討するのも含まれる）の両面

で知財部が貢献していく必要があると認識している。ただし、そのような

調査分析のノウハウはまだ習得中でもあり、これからの課題でもある。

（製造業）  

 価値創造活動（社内にある技術や開発のネタの掘り起こし等）に知財部も

積極的に支援したいが、リソースや個々のスキルが不足しているとの課題

がある。（製造業）  

 IP ランドスケープについては、当社としても取り組んでいかないと置いて

いかれてしまうのではないかという危機感がある。先進的な IP ランドスケ

ープを実践している企業は大企業ばかりで、やはり当社とは知財部の人数

規模が違う。したがって、 IP ランドスケープ推進に際してまずはリソース

部分の課題はある。（製造業）  

 

（ⅲ）M&A 後の買収先との知財シナジー発揮  

 

ヒアリング調査の結果、知財という観点においても、Ⅲ .1.(2)(ⅱ )で述べた M&A

後の PMI に係る課題が発生していることがわかった。具体的には、買収先が自

社より知財レベルが低いことや、知財ポリシーが異なるため、両者の知財シナジ

ーを発揮するのが難しいという課題である。この課題の背景として、自社の知財

体制に余裕がないため、自社の知財担当者を買収先へ派遣し、買収先の知財体制

の整備に奔走することが難しいことが挙げられていた。また、統合により職務発

明規定等の知財関係の規定を見直す必要があり、それらを新たに策定することに

も難しさがあることもわかった。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 PMI という観点では、全社はもちろんのこと、知財的にも課題があった。

買収した海外の企業が知的財産を重視しておらず、例えば特許出願をほと

んどしておらず、出願したとしても実用新案だけというケースもある。そ

うなると、知財的なシナジーの創出が難しくなる。知的財産に対する考え
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方やポリシー、進展度合いは一企業の中でも変遷するものなので、それを

他社とあわせていくのは難しさがある。結局こちらから手を出すのも難し

いので、現地のオペレーション任せになってしまう部分もある。（製造業） 

 当社が M&A を行う先は、基本的に当社よりも小規模の企業である。そう

なると、そもそも知財体制がなかったり、あったとしても当社と比べると

体制整備の状況が不十分なこともあったりする。そのレベル差に基づくギ

ャップをうまく吸収しながら統合を進めていくことには難しさがある。例

えば、職務発明規程がないという場合もある。こちらから規程の導入を依

頼しても、規模の小さな企業の場合はそれに割く工数も限られており、当

社からのフォローも必要となる。（製造業） 

 統合に苦労した点としては、職務発明規程の策定がある。職務発明に対す

る考え方は各社で微妙に異なるところがあった。（製造業） 
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６．望まれる支援策  

 
ヒアリング調査により知財担当者が望む支援策を調査した。  

 

（１）知財教育コンテンツの提供  

 

 望まれる支援策として、知財担当者からは知財教育コンテンツの提供が挙げら

れた。具体的には、知財担当者向けの教育コンテンツと社員向けの教育コンテン

ツである。  

知財担当者向けの教育コンテンツを望む背景には、上司が部下の指導に割ける

時間に限りがあるという理由や、知財担当者が兼任であるため自ら知財を学ぶハ

ードルが高いという理由が挙げられた。また社員向けの教育コンテンツについて

は、知財担当者は社員に知財教育を実施したいと考えているものの、中堅企業は

大企業ほど知財の予算が割り当てられていないため、特許事務所へ外部委託する

ことが難しい点が理由として挙げられた。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜知財担当者向けの教育コンテンツ＞  

 後継者の育成に課題意識を持っている。出向者・転籍者は知財教育の受講

や知財に触れる経験があるが、プロパーの社員は大企業ならではの知財教

育を受講する機会や知財に触れる経験が少ないため課題と認識している。

自身が自社に転籍する前は、上司から明細書の書き方やパテントマップの

作り方等の基礎的なことを学んだ。しかし最近はその指導に割ける時間に

限りがあるうえに、指導している内容がそもそも正しいのかどうかもわか

らないという課題がある。正しい知財教育を効率よく受けられるような教

育コンテンツがあると良い。（製造業）  

 兼任の知財担当者が知財の基礎を体系的に習得できる研修コンテンツがあ

ると有益だと考えている。資格（知的財産管理技能士等）は承知している

が、専業ではないため実際に取り組むハードルが高い。そのため、INPIT 等

から知財戦略の重要性をより広く発信いただけると社内の関心喚起に繋が

ると思料している。（非製造業）  

 知財レベルの定義・自己評価の仕組みが欲しい。自社にて仮説ベースで作

っているが、個人技に頼っているので、支援メニューとして欲しい。（非製

造業）  
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＜社員向けの教育コンテンツ＞  

 企業内知財制度（運用ルール、人員、発明創成）の導入・定着支援、発明

創生活動の立ち上げ支援、人材育成、知財人員のレンタルのような仕組み

があると良い。特許事務所への外部委託だけだと予算が持たない。大企業

は枠のような形で特許事務所を抑えているが、我々にはそんな予算が無く、

案件ベースの相談となり、困ってしまう。（非製造業） 

 

（２）知財業務の効率化に資するツール・情報の提供  

 

また、知財担当者からは知財業務の効率化に資するツール・情報の提供も要望

として挙げられた。具体的には、知財情報調査の効率化や書面作成の効率化に資

するツール・情報の提供である。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜知財情報調査の効率化＞  

 J-PlatPat の AI 化。使う責任は我々にあるが、検索を効率化してくれると助

かる。あとは検索ワードの抽出、検索結果の理解に時間がかかる現状を改

善してほしい。（非製造業）  

 特許調査の効率化に資する AI ツールや有用ソフトの情報提供があるとよ

い。現状は無料サイト中心だが、AI の進歩を踏まえ活用を検討したい。

（製造業）  

 

（３）中小企業向け支援策の中堅企業への展開  

 

知財担当者からは、中小企業向け支援策の中堅企業への展開も要望として挙げ

られた。具体的には、中堅企業向けの相談できる場伴走支援制度の構築、及び費

用の補助である。  

 

【中堅企業等へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜相談できる場・伴走支援制度の構築＞  

 中堅企業でも気軽に相談できる支援機関があるとありがたい。（製造業）  

 IP ランドスケープに関する支援サービス等があれば、積極的に活用を検討

したい。（製造業）  
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＜費用の補助＞  

 今後知財渉外案件が発生してしまった場合、費用や人員に関する様々な悩

みが発生することを想定している。海外知財訴訟費用保険制度は中小企業

が対象であり当社は該当しない。中堅企業にもこういった支援を拡充して

もらえるとありがたい。一般の保険制度を見ても大企業を対象とするもの

が多く、当社のような中堅企業はちょうど支援を受けられる制度がない。

中小企業と大企業の間を埋める支援制度が欲しい。（製造業）  

 出願費用や更新費用の補助があると良い。（非製造業）  

 海外市場では当社製品の模倣も散見され、国際出願等で対抗するにも労力

対効果が見合わず、課題となるケースがある。（製造業）  

 日本で特許査定された出願を外国でも安価に特許取得できるよう、行政の

支援があるとありがたい。例えば、東南アジア地域への出願では、日本の

審査結果を利用して早期に特許査定される制度があるが、出願書類の英訳

が必要であり、そういったところは負荷に感じている。（製造業）  
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V ．  まとめ  
 

１．中堅企業の全体像  
 

 本調査研究では、中堅企業の業種別の特徴を整理した。  

製造業については中間財を製造するタイプ、資本財を製造するタイプ、及び消

費財を製造するタイプに分類した。中間財を製造する中堅企業については、顧客

との直接的なコミュニケーションを通じてニーズを収集し、そのニーズに対応す

るための技術力・開発力を確保し、さらに技術面及びコスト面で他社との差別化

を図るために必要な技術力・開発力を獲得することが、競争力の源泉である。そ

して、知財という観点では、顧客ニーズ、当該ニーズに対応するために必要な自

社の技術力及び開発力、競合他社の動向や製品の特徴を把握するために知財情報

を活用することが特徴であると示唆された。資本財を製造するタイプはニッチ領

域への集中や付加価値を付けることで他社と差別化を図ることが競争力の源泉

である。知財という観点では、集中すべきニッチ領域を探索するために必要な市

場や競合の動向把握をする上で他社の知財情報を活用する傾向が確認された。さ

らに、資本財は開発成果について権利化ではなく秘匿化する傾向が示唆された。

消費財を製造するタイプは宣伝活動等を通じたブランディングが競争力の源泉

である。知財という観点では、ブランドの構成要素たるデザインやロゴについて

もトレンドを意識することが重要であると示唆された。  

非製造業については、非技術系はビジネスモデルに限られず、商標権の獲得が

競争力の維持・強化に繋がる旨が示唆された。技術系は、特許権に係る技術に加

え、サービスを提供する上でのノウハウについても競争力の源泉である。知財と

いう観点では、製造業と比較して、特に建設業においては顧客の仕様毎に全く異

なる製品を提供する傾向にあるため製品の汎用性が低く、発明を同業他社が利

用・実施するケースが少ないため、権利行使を目的とした知財活動は少ない傾向

にあることが示唆された。  
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２．中堅企業の成長戦略  
 

（１）今後の成長に対する意向と課題  

 

 中堅企業の成長プロセスとして、まずは既存事業でのポジション確立を図るこ

とが重要でありつつ、その次の成長に向けて、既存事業の維持・強化と並行して

新しい取組を目論む意向が強いことがわかった。  

そして、今後の成長戦略に向けた経営課題として、戦略策定の観点では、まず

は戦略策定の基礎にもなるマーケティング領域に関する課題が多く見られた。具

体的には、新たな取組へシフトしようとすると、多くの中堅企業がこれまで注力

してきた既存領域でのマーケティングとは異なるターゲット分析やチャネル、訴

求方法等が必要になり、その導入や習得に障壁があることがわかった。  

また、新たな取組に際しては M&A が成長に向けた有効な手段であるものの、

M&A 実行後段階（PMI）での課題も見えてきたところである。さらに、海外展開

を図る上での課題も聞かれたところである。現地の法規制・税制対応等の制度面

に関する対応上の課題があったほか、現地人材の採用・定着、現地パートナーの

検討等の現地でのビジネス展開に係る体制上の課題、及び現地のニーズ探索・競

合把握等の海外市場におけるマーケティング上の課題が見えてきた。  

新たな取組に際してのリソース面での課題については、「人材」に係る課題が

大きいことがわかった。特に大企業が上層部門人材の早期退職と若手採用による

囲い込みを強める中、中堅企業は待遇・報酬の面から不利になりやすいという課

題があり、社員の採用・定着・育成等に危機感を感じていることがわかった。  

 

（２）  これまでの成長戦略の類型毎の経営課題と解決策  

 

（ⅰ）既存製品のシェア拡大  

 

 既存製品のシェア拡大という成長戦略を持って活動していく上での課題とし

て、主に「シェア拡大に向けた訴求点の明確化」と「シェア拡大に耐えうる設備

増強・業務効率化」と「サプライチェーン全体での優位性確保」が存在するとの

仮説を持って調査研究を実施した。既存領域でのシェア拡大に際しては、その既

存領域における顧客のニーズと自社の提供価値のすり合わせをしていくと同時

に、シェア拡大に耐えうる生産や営業体制も同時に必要となるためである。ヒア

リング調査の結果、既存製品のシェア拡大という成長戦略を持って活動していく
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上での課題は「シェア拡大に向けた訴求点の明確化」と「シェア拡大に耐えうる

体制構築」に分類された。「シェア拡大に向けた訴求点の明確化」については、

この点に初期の課題はありつつも、技術力の向上・獲得やニーズ対応力を強化す

ることにより競合との差異化を図り、ニーズ収集力を強化したりそのニーズを具

体化したりすることで解決を図ってきた。また、「シェア拡大に耐えうる体制構

築」については、ノウハウ・技術力を獲得し、安定供給体制を構築することで提

供体制を構築し、販路開拓やブランディングにより販路を獲得してきた。また既

存製品におけるシェア拡大という戦略方針に対する知財の貢献としては、知財情

報を活用した競合の動向やニーズ収集、及び最適な協働先・M&A 先の検討等が

あったものの、その活用度合いには差があるという示唆が得られている。また、

M&A や海外展開を図っている場合は、上述した PMI や現地の法規制・税制対応、

現地人材の採用・定着等について課題が残っていることがわかった。  

 

（ⅱ）新商品開発  

 

 新商品開発という成長戦略を持って活動していく上での課題として、主に「新

製品のコンセプト明確化」と「新製品のビジネスの確度を高める活動」が存在す

るとの仮説を持って調査研究を実施した。一般的な新商品開発のプロセスと照ら

し合わせてみても、新製品のコンセプト設計や新製品アイデアのスクリーニング

等のフェーズがあるほか、コンセプト確定後に事業性を評価したり、量産体制を

整備したりする等のフェーズが存在するためである。  

「新製品のコンセプト明確化」については、この点に初期の課題はありつつも、

新製品企画体制を構築しニーズ収集手段を確保することでニーズ探索を図ると

いう解決策が見られた。また、他社との差異化という観点で見ると、新製品の付

加価値を明確化し、ニッチ分野の探索をすることで解決を図った例もあった。一

方で、営業・マーケティングと研究開発部門との連携に知財担当者が関わりたい

と思っているものの実現に至っている例は限定的であるという課題や、開発の方

向性や連携先、新製品の顧客に対する訴求ポイントを知財情報の活用により十分

に探索できている例は限定的であるという課題も見えている。  

また、「新製品のビジネスの確度を高める活動」については、製造ラインの増

設や外部委託先の探索という解決策により製品化の体制を構築する例があった。

また、宣伝広告活動やブランディング活動を強化するという解決策もあった。し

かし、一例ではあるが開発した新製品に関するブランディング活動の一環として、

自社が主導して制定した標準規格を活用したアピールを構想していたものの、十
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分な成果へ結び付けられておらず課題が生じている例もあった。  

 

（ⅲ）新市場開拓  

 

新市場開拓という成長戦略を持って活動していく上での課題として、主に「開

拓先のキャパシティをまかなうための体制増強」と「新市場での優位性確保」が

存在するとの仮説を持って調査研究を実施した。これは、これまで手掛けてきた

自社の商材を他市場へ横展開するイメージであるところ、新市場への提供をまか

なうだけの生産・営業体制の増強が必要であるほか、自社からすると新規市場へ

の参入であるために先行者と比べた優位性を見せていく必要があるためである。 

「開拓先のキャパシティをまかなうための体制増強」については、やはりこの

点の課題は認識されつつ、他社との連携や M&A を通じて国内・海外生産体制の

強化や販路獲得を行い解決してきた例が見られた。「新市場での優位性確保」に

ついては、市場の見極めや体制強化、ブランディング活動の強化による付加価値

の磨き上げと訴求といった解決策が見られた。  

協業先や M&A 先を知財情報の活用により探索している例もあるが、十分にで

きている例は少ないという課題も確認されている。また M＆A や海外展開を図

っている場合は、上述した PMI や現地の法規制・税制対応、現地人材の採用・定

着等に課題がある。  

 

（ⅳ）多角化・新規事業開発  

 

多角化という成長戦略を持って活動していく上での課題として、主に「多角化

を成功させるためのビジネスモデル検討」と「多角化に向けたリソース整備」が

存在するとの仮説を持って調査研究を実施した。成長戦略のパターンの中でも、

この類型はリスクも多く難易度が高いとされているところ、自社にとっては未知

の領域であると言っても過言ではなく、まずはビジネスモデルとして成立するか

否かを検討することが重要なためである。また、やはり自社がこれまで手掛けて

こなかった領域であることから、そこへ進出する際のリソース面における課題も

見過ごすことはできない。  

「多角化を成功させるためのビジネスモデル検討」については、顧客候補への

訪問・対話やセレンディピティの追求、近接領域での試行という解決策により多

角化先でのニーズ把握や自社の強みを活かせる領域を判断している例があった。

また、いきなり自社から見た飛び地の領域へ進出するのではなく、ある程度自社
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の強み等を活かせる周辺領域から攻めていく方針も見られている。また「多角化

に向けたリソース整備」については、自社技術開発や他社技術を導入することで

技術を確保し、営業体制や生産体制を整備することで体制を整備する例が確認さ

れた。なお、今後多角化に注力しようとしている企業においては既存事業とマー

ケティング方法が異なるため「具体ニーズ収集」に課題があり、知財部の関わり

も限定的であるという声も聞かれた。  
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３．中堅企業の知財  
 

 アンケート調査の結果では、半数以上の中堅企業において、経営者が知財を経

営に活用できていない、又は活用する必要はないという考えを持っていた。そし

て、その理由として、知財活動が経営にどのように活用できるのか具体的なイメ

ージを経営層が十分に持てていないことがわかった。また、知財担当者は、知的

財産を経営活用する上では、社員と共に知財活動を行うことが重要であると考え

ているものの、経営層以外の開発部門・事業部門等も知財活動への理解が十分で

ない傾向にあることがわかった。  

知財体制については、ヒアリング調査の結果によれば、知財担当者の人数は平

均 4.5 名であった。知財担当者が専任の場合は平均 5.6 名、兼任の場合は平均 2.0

名である。総従業員数に対する割合としては、従業員 1,000 名あたり 4.1 名であ

る。また、大企業のように職務分担がされた体制になっているわけではなく、限

られた人数の中で全員があらゆる知財業務に関与している場合が多いことが示

唆されている。  

中堅企業が現状手掛けている具体的な知財活動の内容に目を向けてみると、こ

れまで「出願・権利化」を実施した企業は約 8 割であるものの、必ずしも知財担

当者を起点として事業戦略を見据えた戦略的な出願・権利化を行えているわけで

はないという課題があり、この課題を克服して、将来的に、出願戦略を講じた上

で出願・権利化を図ることで、より強固な参入障壁を構築し、企業の事業価値の

向上と競争優位の確立に貢献したいと知財担当者が考えていることがわかった。

しかし、他社特許の調査業務や出願・権利化業務を始めとした定常業務に時間を

要しており出願戦略を構築するリソースが足りていないことや、これに起因して

出願戦略の構築に必要なスキルを業務の中で習得できていないことがわかった。

このような実態を背景としつつ、今後知財担当者が望む支援策として、「知財教

育コンテンツの提供」や「知財業務の効率化に資するツール・情報の提供」及び

「中小企業向け支援策の中堅企業への展開」が要望として寄せられている。  
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４．今後の検討課題  
 

（１）今後の成長に向けて想定される課題と支援策の整備  

 

 中堅企業の成長に際しては、既存領域だけで今後も安住できる保証はなく、そ

の点に危機感を覚えている例も少なくない。したがって、中堅企業が既存領域で

の活動に留まらず、新たな取組へと着手していく動きも想定される中で、その際

に発生する課題に対する支援策等を検討していく必要もあるだろう。例えば、新

たな活動において必要になる知財面での課題やリソース補強等を目的とした

M&A に紐づく課題、マーケットを広げることを企図した海外展開に際して直面

する課題がある。  

 

（ⅰ）知財担当者の出願戦略スキルの構築支援  

 

中堅企業は次の成長に向けて、既存事業の維持・強化と並行して新しい取組を

目論む意向が強い。そして、知財担当者は単なる出願・権利化の手続きに留まら

ず、自身を起点として事業戦略を見据えた戦略的な出願・権利化を図り、より強

固な参入障壁を構築し、企業の事業価値の向上と競争優位の確立に貢献したいと

考えていることがわかっている。しかし、主に「知財担当者の出願戦略スキル不

足」、「知財担当者のリソース不足」が障壁になっている例が散見されている。  

この点「出願戦略スキルに関するノウハウ・知識を普及」する支援により「知

財担当者のスキル不足」を解消していくことも考えられる。また、中堅企業の場

合は知財組織の人員規模が相当限られているため、上述したような活動をしてい

こうとしても「知財担当者のリソース不足」という課題が立ちはだかる。そして、

知財担当者からも、定常業務に時間を要しており出願戦略を構築するリソースが

足りていないとの声がある。この点、「生成 AI を始めとした業務効率化に資する

ツール・情報の提供」により、定常業務を効率的に実践できる仕組みを構築した

上で、新たな活動に割ける時間を捻出していくことも考えられる。  

 

（ⅱ）M&A によるシナジー創出を企図した買収先の知財体制構築支援  

 

中堅企業による新たな取組を推進していく際に、M&A という手段の活用はそ

の有力な一手となり得る。この点、M&A を実施した経験のある中堅企業も一定

数存在する中で、買収先の選定等の M&A 実行前よりも、M&A 実行後（PMI）で
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の課題感が多く聞かれていた。これは知財面からも言及されているところであり、

結局のところ PMI が想定通りに進まないと、当初想定していないシナジーを発

揮できないことになる。例えば、自社よりも小規模の企業を買収する例が多い中

で、買収先の知財レベルが低いことや、知財ポリシーが異なることに起因した課

題がある。具体的には、自社のリソースの問題もあり、買収先に対する知財教育

等を実施することで、自社と買収先の知財レベルを統一することが困難であると

の意見が複数得られている。したがって、この両者の間に存在する知財レベルの

差を埋められるような知財体制構築支援が考えられる。これにより、M&A の実

行後の知財シナジー発揮に貢献できるだろう。  

 

（ⅲ）海外展開支援  

 

顧客の海外展開に伴い海外展開をした中堅企業もあるが、次の成長に向けた新

市場開拓を目的として海外展開を図ろうとする中堅企業も多くみられる。海外拠

点を設立してもその後の現地の法規制・税制対応、現地人材の採用・定着が課題

となることがある。また海外拠点を設立した場合に限定されず、日本から輸出を

している場合でも、現地パートナーの検討、及び現地のニーズ探索・競合把握に

課題感を持つケースが多い。  

また、現地で知財権を獲得したいが、取得費用や現地法・慣習の知識が不足し

ており十分にできていないという課題もある。  

中堅企業より海外展開が少ない中小企業については既に支援策が充実してい

る。また大企業においては、既存の現地パートナーや専門家を活用したり、これ

までにストックされたノウハウを活用できたりしていることが多く、中堅企業と

比べると課題になることは多くはないだろう。  

中堅企業向けの国際出願支援施策や現地法・慣習の情報提供施策は検討の余地

があるだろう。  

 

（２）更なる検証  

 

 これまでに、中堅企業にフォーカスを当てた調査研究がほとんどなかったこと

も踏まえ、今回の調査研究では特定のテーマ等に限定せず、まずは全体感の実態

把握等を進めてきた。その中で、中堅企業の成長に対する考え方のパターンやそ

こで発生し得る課題、さらには知財経営のレベル感等についても概要レベルで把

握できたことは成果と言える。  
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 今後、中堅企業がさらなる成長を果たし、我が国における経済発展のけん引役

を一層担っていく存在となるためには、本調査研究の結果を土台として、具体的

なテーマに絞って調査研究や支援策検討等をしていくことも考えられる。例えば、

本調査研究の結果では、今後注力する成長戦略として「既存事業のシェア拡大」

「新製品開発」「新市場開拓」「多角化・新規事業開発」が概ね均等の割合で選択

されていた。このうち「多角化・新規事業開発」が最もリスクが大きく難易度も

高いが、成功した際のリターンも期待されるところである。このような点に絞っ

て知財から貢献していくための施策検討等はニーズも想定されるだろう。  

 また、本調査研究では前述したような調査設計の都合上、独立型中堅企業と子

会社型中堅企業の両者が調査研究の対象として含まれている。子会社型中堅企業

はある程度親会社のリソースを活用できるというアドバンテージがある中で、支

援策検討の主たる対象となるのは独立型中堅企業になる可能性が高い。このよう

なターゲティングも行いながら、施策検討をより具体化していくのも一案である。 
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Ⅰ．実施概要  
 

中堅企業 4,950 者（製造業 1,475 者、非製造業 3,475 者）及び過去 10 年間に中

堅企業から大企業へ成長した企業 50 者（製造業 25 者、非製造業 25 者）を対象

に調査票を発送し、514 者からの有効回答を得た（回答率 10.3%）。  

なお、回答方法は紙媒体・電子媒体・WEB の 3 種類を用意した。  

 

Ⅱ．アンケート調査票  
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３．集計表  
 

○業種  

 

 

 

○製造業から分類  

 

 

 

○直近の売上高  

 

 

○創業年  

 

 

○直近の従業員数（単体）  

 

 

○同族企業か否か  

 
 

 

農業、林業 漁業 鉱業、採⽯業、砂
利採取業 建設業 製造業 電気・ガス・熱供

給・⽔道業
情報通信
業

運輸業、
郵便業 卸売業 ⼩売業 ⾦融業、保険業 不動産業、物品賃

貸業
0 0 0 44 224 7 46 13 40 40 11 9

0.0% 0.0% 0.0% 8.6% 43.6% 1.4% 8.9% 2.5% 7.8% 7.8% 2.1% 1.8%

学術研究業
専⾨・
技術
サービス

宿泊業 飲⾷サービ
ス業

⽣活関連サー
ビス業 娯楽業 教育、学習⽀

援業 医療、福祉 複合サービス
事業

その他
サービス
業

その他

2 34 3 9 4 2 1 5 0 20 0
0.4% 6.6% 0.6% 1.8% 0.8% 0.4% 0.2% 1.0% 0.0% 3.9% 0.0%

⾷料品製造業 飲料・たばこ・飼料製造業 繊維⼯業 ⽊材・⽊製品製
造業

家具・装備品
製造業

パルプ・紙・紙加⼯
品製造業

印刷・同関
連業 化学⼯業 ⽯油製品・⽯炭

製品製造業
プラスチック製
品製造業 ゴム製品製造業

17 3 3 1 0 6 2 34 0 10 6
7.7% 1.4% 1.4% 0.5% 0.0% 2.7% 0.9% 15.3% 0.0% 4.5% 2.7%

なめし⾰・同製品・⽑
⽪製造業

窯業・⼟⽯製品
製造業 鉄鋼業 ⾮鉄⾦属

製造業
⾦属製品製
造業

はん⽤機械器
具製造業

⽣産⽤機械
器具製造業

業務⽤機械器
具製造業

電⼦部品・デバイス・
電⼦回路製造業

電気機械器具
製造業

情報通信
機械器具
製造業

輸送⽤機
械器具製
造業

その他

0 8 5 9 14 1 21 6 17 24 3 26 6
0.0% 3.6% 2.3% 4.1% 6.3% 0.5% 9.5% 2.7% 7.7% 10.8% 1.4% 11.7% 2.7%

70億円未満 70億円以上300億円未満 300億円以上
66 185 258

12.8% 36.0% 50.2%

1996年から2015年まで 1976年から1995年まで 1956年から1975年 1926年から1955年まで 1925年以前
81 69 119 155 76

15.8% 13.4% 23.2% 30.2% 14.8%

51⼈以上100⼈以下 101⼈以上300⼈以下 301⼈以上500⼈以下 501⼈以上1000⼈以下 1001⼈以上1500⼈以下 1501⼈以上2000⼈以下 2001⼈以上
8 64 164 133 72 40 28

1.6% 12.5% 31.9% 25.9% 14.0% 7.8% 5.4%

同族企業である 同族企業でない
123 389

23.9% 75.7%
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○現状の市場の立ち位置  

 

 

○これまでの経緯  

 

 

○今後目指す市場の立ち位置  

 

 

○過去 10 年間で重視した事業戦略  

 
 

○将来重視したい事業戦略  

 
 

○過去 10 年間で重視した事業戦略を講じる中で発生した課題  

 

 

○新規事業の達成度  

 

 

○全社的な経営戦略を実行する中で過去 10 年間に課題が発生した事項  

 
 

⼤きな市場のリーダー ⼤きな市場の２〜３番⼿ より⼩さな市場のニッチャー フォロアー
59 147 147 153

11.5% 28.6% 28.6% 29.8%

創業からサプライヤー⼀筋 サプライヤーを⾏いつつ⾃社製品も開発 サプライヤーから脱却し、現在は⾃社製品開発が中⼼ 創業から⾃社製品開発⼀筋 その他
111 155 25 116 96

21.6% 30.2% 4.9% 22.6% 18.7%

⼤きな市場のリーダー ⼤きな市場の２〜３番⼿ より⼩さな市場のニッチャー フォロアー
171 109 130 93

33.3% 21.2% 25.3% 18.1%

既存製品のシェア拡⼤ 新製品開発 新市場開拓 多⾓化・新規事業開発
328 68 68 41

63.8% 13.2% 13.2% 8.0%

既存製品のシェア拡⼤ 新製品開発 新市場開拓 多⾓化・新規事業開発
135 107 141 121

26.3% 20.8% 27.4% 23.5%

顧客ニーズの把握 競合との差異化 ⾃社商品・サービスの認知度
向上、ブランディング

アイデア創出、創出されたア
イデアの絞り込み

事業性の検討、ビジ
ネスモデル開発 ⽣産体制の構築 販路獲得 外部からの資源獲得 その他

268 274 194 67 136 174 137 98 16
52.1% 53.3% 37.7% 13.0% 26.5% 33.9% 26.7% 19.1% 3.1%

それまでの既存事業を上回る収益を
確保できる新規事業が誕⽣した

既存事業を上回る収益には⾄っていな
いが、既存事業と並ぶまたは既存事業
を⽀える新規事業が誕⽣した

新規事業を⽴ち上げたが、収
益性が芳しくなく、既存事業
の⾜を引っ張っている

新規事業の⽴ち上げに⾄っ
ていない

5 34 13 16
7.4% 50.0% 19.1% 23.5%

全社ビジョン 事業 組織設計・改⾰ ⼈材 資⾦・投資家 提携、合併・買収 その他

112 214 98 234 30 69 9
21.8% 41.6% 19.1% 45.5% 5.8% 13.4% 1.8%
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○全社的な経営戦略を実行するうえで将来重点的に取り組む予定の事項  

 

 

○知的財産を全社的な経営戦略の実行に活用しているか  

 
 

○これまで実施してきた知的財産活動  

 

 

○知的財産活動を実行する上で発生した課題  

 
 

○知的財産活動全般を通じて感じている効果や評価  

 

 

○他部門との連携有無  

 

 

○知的財産業務体制  

 
 

○今後実施・強化したい知財活動  

 

活⽤している 活⽤したいと考えているが活⽤できていない 活⽤する必要はないと考えている
197 214 87

38.3% 41.6% 16.9%

出願・権利化 侵害予防調査 知財関連の契約 知財関連の
体制・規定

知的財産の
訴訟対応

知財情報を⽤いた⾃
社・他社・市場状況等
の分析

事業戦略・共創戦略
への知財の活⽤

知財情報の開⽰（統
合報告書等） その他 実施してい

ない

409 263 333 283 139 182 121 87 13 75
79.6% 51.2% 64.8% 55.1% 27.0% 35.4% 23.5% 16.9% 2.5% 14.6%

知財に関する知識・
ノウハウの獲得

ビジネスに関する知識・
ノウハウの獲得

知財部⾨と他部⾨の
連携強化 経営層の知財意識向上 適切な専⾨家との

ネットワーク ＡＩの利活⽤ その他 特になし

293 117 176 100 118 95 15 50
58.5% 23.4% 35.1% 20.0% 23.6% 19.0% 3.0% 10.0%

市場ニーズを捉える
のに役⽴った

競合優位性を明確に
するうえで役⽴った

新たなアイデアの着想、絞り込
みにつながった ブランド効果を得られた 模倣品を排除するこ

とができた

⾦融機関からの融資、
投資家からの評価を
得やすくなった

他社とのアラ
イアンスにつ
ながった

⼈材採⽤、社内
体制の強化につな
がった

その他 特になし

125 218 177 143 106 8 68 47 11 60
25.0% 43.5% 35.3% 28.5% 21.2% 1.6% 13.6% 9.4% 2.2% 12.0%

他部⾨と連携して知的財産活動を⾏っている 他部⾨と連携して知的財産活動を⾏っていない
300 130

59.9% 25.9%

知的財産活動に特化した部署がある 知的財産活動に特化した部署はないが、
知財業務を専任で⾏う担当者がいる

知的財産活動に特化した部署はないが、
知財業務を兼任で⾏う担当者がいる

知的財産業務を⾏う
担当者はいない

138 42 215 108
26.8% 8.2% 41.8% 21.0%

出願・権利化 侵害予防調査 知財関連の契約 知財関連の体
制・規定

知的財産の訴
訟対応

知財情報を⽤いた⾃社・他社・
市場状況等の分析

事業戦略・共創戦略
への知財の活⽤

知財情報の開⽰（統
合報告書等） その他 特になし

230 132 123 91 41 157 166 47 10 158
44.7% 25.7% 23.9% 17.7% 8.0% 30.5% 32.3% 9.1% 1.9% 30.7%

全社ビジョン 事業 組織設計・改⾰ ⼈材 資⾦・投資家 提携、合併・買収 その他

94 223 99 252 27 87 9
18.3% 43.4% 19.3% 49.0% 5.3% 16.9% 1.8%
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資料Ⅱ 
ヒアリング調査 
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Ⅰ．ヒアリング先  
 

１．中堅企業等  

 

株式会社朝日ラバー 

東ソー・ファインケム株式会社 

住化積水フィルム株式会社 

大豊工業株式会社 

フィルネクスト株式会社 

株式会社堀場製作所 

三和酒類株式会社 

マブチモーター株式会社 

日本パーカライジング株式会社 

三菱商事ライフサイエンス株式会社 

ダイニック株式会社 

ホーチキ株式会社 

株式会社京三製作所 

コイズミ照明株式会社 

三洋化成工業株式会社 

株式会社スギノマシン 

株式会社ソディック 

株式会社小森コーポレーション 

株式会社クラベ 

三ツ星ベルト株式会社 

東洋熱工業株式会社 

株式会社アージュ 

株式会社オービック 

ダイダン株式会社 

株式会社佐藤渡辺 

岡山県貨物運送株式会社 

他 13 者 
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２．専門家  
 

千葉大学・清水馨教授 

名古屋商科大学・磯辺剛彦教授 

早稲田大学・入山章栄教授(確認中) 

株式会社三菱 UFJ 銀行 

専門家① 
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Ⅱ．調査項目  

 

１．中堅企業等  
 

（１）現在の事業内容  

 

（２）これまでの成長戦略について  

 

（ⅰ）成長に向けて講じた成長戦略  

 

（ⅱ）（ⅰ）をとった理由や背景にあった経営課題  

 

（ⅲ）（ⅰ）をとる上での課題・解決方法（もしあれば、課題解決に際して行っ

た知財活動とその効果）  

 

（３）今後の成長戦略について  

 

（ⅰ）将来目指す売上高・利益率の方向性（拡大又は維持）  

 

（ⅱ）（ⅰ）の実現に向けて講じたい成長戦略、その理由  

 

（ⅲ）（ⅱ）を講じる上で現状抱えている課題  

 

（４）知財活動について  

 

（ⅰ）現状行っている知財活動、現在の知財体制  

 

（ⅱ）知財活動を講じる上で生じた課題・解決方法  

 

（ⅲ）今後実施したい知財活動、その知財活動を行う上での課題  

 

（ⅳ）特許庁・ INPIT から受けたい支援・現状の支援メニューに関する要望  
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２．専門家   
 

（１）中堅企業のこれまでの成長戦略について  

 

（２）中堅企業の今後の成長に向けた課題  

 

  



 
 



 

  



 
 

 

禁  無  断  転  載  
 

令和７年度 特許庁産業財産権制度問題調査研究報告書  

 

中堅企業における知財経営の実態に係る  
調査研究報告書  

 

令和 8 年 2 月  

請負先  三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社  

 

〒105-8501 東京都港区虎ノ門 5-11-2 

オランダヒルズ森タワー  

電 話  0 3 - 6 7 3 3 - 1 0 0 0  

FA X   0 3 - 6 7 3 3 - 1 0 2 8  

U R L  h t t p : / /  w w w. m u r c . j p  

E - m a i l  m u r c i p @ m u r c . j p  


